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  和文要約：本研究は２０１１年３月１１日に発生した東日本大震災とそれに伴う大津波によって壊滅的な被害
を受けた東北・北関東の太平洋沿岸地域の都市や集落の被害の実態を地域コミュニティの観点から捉え、復興時の

まちづくりの過程において、地域コミュニティが津波に強い社会として再生していくための方法の探求を目的とし

ている。特に今後の防災教育、人材育成のために広く継承されていくことを主眼に置き、被災前の街や集落の復元

模型を制作し、それを用いて被災前・被災時の証言を市民から収集し、立体的に整理・位置づけを行う方法を考案

している。地域の記憶や津波時の体験をヴィジュアルなかたちで盛り込んだ復元模型は、特に子供達にとって地域

文化・津波体験を継承していく上で有効な手段である。同時に市民にとっては、地域の空間を客観的に捉え直すこ

とにもなり、これからはじまる復興事業において、市民自身がより適切な判断や話し合いを行う上での記録として

も重要である。 
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１．はじめに	
 

 
	
 ２０１１年３月１１日１４時４６分に発生した東

北地方太平洋沖地震は、我が国の観測史上最大規模

であり、地震の揺れの後に太平洋沿岸部を襲った大

津波が、南北５００ｋｍ以上にわたり、沿岸部の都

市や集落に極めて甚大な被害を与えた。 
	
 特に岩手県や宮城県、福島県の沿岸部の市町村で

は、壊滅的とも言える被害を受けた地域も多く、気

仙沼市鹿折地区や弁天町、南三陸町の志津川地区や

陸前高田市では、家屋のみならず、街を形成してい

たビルや道路沿いの建造物などが僅か1時間余りの
うちにすべて消失してしまった。このような事態は、

被災地の人々にとっても、それをテレビでリアルタ

イムに目撃した私たちにとっても、現実の出来事と

して受け止めるのが困難なほど衝撃的な出来事であ

った。 
	
 岩手県、宮城県、福島県３県における死者の数は

15,763人、行方不明者の数は3,720人にのぼり、今回
の災害における犠牲者の総数の９９％以上を占めて

いる。また家屋の全壊戸数は３県で11万4千棟にのぼ 
り、こちらも全体の96%以上を占めている。1)  
	
 

	
 

写真-1	
 津波による壊滅的被害を受けた気仙沼・鹿折地区	
 

	
 

２．復元模型：制作の背景	
 

 
	
 筆者は建築デザイン・都市デザインを専門として

おり、研究対象としてコミュニティ再生やまちづく
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りの実践の場において建築デザインにどの様な力が

発揮できるかという課題を研究していることもあり
２）、今回の様に広範囲にわたって徹底的に街並みを

喪失してしまう事態そのものには深い衝撃と共に人

間の無力さを感じざるを得なかった。広域にわたっ

て一瞬にして街を破壊する程の大津波が起こりうる

地域にとって、街を再生させていく上で、防潮堤や

避難路の整備といった防災だけでなく、地域に暮ら

す市民との協働による十分な減災の取り組みがます

ます重要になるであろうことは明白である。地域の

地形や行動範囲などを良く理解し、すべての人が適

切な避難行動を行えるような環境づくりが求められ

る。復興計画の中で、市民との協働による減災のプ

ログラムが優先的に位置づけられていなければ、復

興後の街に減災活動を根付かせること自体が困難で

ある。防潮堤や避難路、避難拠点を整備しても、災

害が起こったその時に、誰もがそれらを活用するよ

うに理解されていなければ、防災・減災計画は形骸

化を免れ得ない。視点を変えて言うなら、地域住民

が減災の観点に基づいて復興計画の中で主導的役割

を担っていくためには、地域住民にそうした判断力

が備わっている必要がある。防災技術の詳細につい

て、すべての市民が十分に理解することが難しいと

しても、地域の地形や街の構造と併せて、避難行動

が理解できていなければならない。 
	
 まちづくり等に関わる専門家は主に、地域の市民

の意見を聞き、それらを専門的な言葉に置き換えて

住民の総意を形成し、住民によるそうした判断力の

行使を支援する存在である。その意味で、今回の震

災復興におけるまちづくりの専門家の役割と責任は

大変大きい。被災地の多くが高齢化が進み、人口流

出が激しい土地であったため、自然災害がなくとも

地域の持続については多くの課題を抱えていた。今

回の地域復興は災害からの復興と高齢化・過疎化に

瀕した地域の再生という二重の課題を抱えているの

である。 
	
 もう一方で、震災当日以降、半年以上にわたって

緊急支援、道路の整備やがれきの撤去といった応急

の復旧作業が続けられ、テレビや新聞を通して被災

地の状況は日々伝えられてきたが、被災の質が地域

社会のあらゆる部分に渡っているため、局所的にリ

アルで詳細なレポートを積み重ねるのみでは被災の

都市的な広がりをとらえることは困難である。一方

で、被災の全体像を伝えるものは統計的なデータと

そのビジュアル化としての図表・映像にならざるを

得ない。これらの膨大なデータを次々と処理するた

めには高度な専門性が求められることになる。片や、

被災地に直接足を運ぶことで、質・量を伴って被災

地を実感することはできるものの、南北約５００ｋ

ｍ、東西２００ｋｍにわたる広域的な災害を、理解

することは専門家にとっても容易なことではない。

ましてや避難所暮らしからようやく仮設住宅への入

居を済ませ、壊滅した地域の自治体が解散してしま

っているところも多い被災地の生活状況では、同じ

地域内ですら集まって話す機会を設けることが困難

な状況が続いている。 
	
 各々の被災地には被災地の数だけ、コミュニティ

の歴史があり、土地固有の自然景観と社会経済が営

まれ、それぞれの地域文化を醸成してきた。そして

それぞれの被災地において、市民の数だけその土地

への愛着の形があり、記憶の蓄積があった。市民主

導のまちづくりというとき、こうした固有性こそが

尊重されるべきであり、市民相互の合意形成によっ

て復興がすすめられることが理想であることは言う

までもない。しかしながら、この理想に立ちはだか

るのが今回の被害の甚大さと広域性からくる被災地

理解の難しさである。甚大さは住民から自主的に集

まる機会を奪い、広域性は住民のみならず、地域に

協力する専門家や各自治体の行政官からも俯瞰的な

視点を奪う。 
	
 それでもなお、今回の復興を少しでもこうした理

想形に近づけるためには、被災地相互の理解を阻ん

でいる時間的制約、距離的制約を軽減するような道

具立てが必要になる。そこで筆者らは、被災地の被

災前の姿を同一スケール、同一規模で復元するジオ

ラマ模型を制作し、活用することで、時間的・空間

的制約の克服の一助となるのではないかと考えた。

地域全員で同じテーブルを囲むよりは精度が落ちる

としても、同じ模型を囲んで語った記憶がその模型

の中に描き込まれていることで、語られた言葉は立

体的に保存される。実体験には遠く及ばないとして

も、模型を通して被災地相互の空間性を比較体験す

ることは、同じ震災のもとでの自らの土地の固有性

を客観的認識することにもつながる。住民と行政、

専門家という、それぞれ立場の異なる人間でも、ま

た子供からお年寄りに至るまであらゆる世代の人が

同じひとつの模型、ひとつの空間で語り合う機会を

得るということ自体が、相互理解を深めるきっかけ

として作用するであろう。模型そのものには、意見

を動かす力は無いが、被災前の街や集落を評価する

時間を共有させることが可能である。 
 
３．包括的な復興ツールとしての復元模型	
 	
 

 
	
 今回の大津波被害で失われてしまった街や集落の

被災前の姿を模型で再現することは、上述のような
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住民主導の復興計画推進の道具立てとしての効果に

加えて様々な効果が期待される。そして同時に繊細

な配慮も求められる。 
	
 まず第１に、復元された模型は地域の住民の心情

にとって小さからぬ影響を及ぼす存在であるという

ことに注意を払わなければならない。同一地域内に

おいても被災の形は様々であり、復元された模型、

すなわち過去への向き合い方には個人差がある。被

災前の街の姿を思い出す心理状態にない人にとって、

復元模型は無理矢理見せられるべきものではない。

一方で語られなかった体験は、復興へ活かされるこ

ともない。その意味で、語る準備のある住民にはな

るべく語りやすい環境を模型で整えておく必要があ

る。 
	
 

[３−１	
 住戸と街との関係を示す縮尺：1/500]	
 

 
	
 復元模型を作成する際に最も重要なのは縮尺の決

定である。1000分の1や2500分の1といった小縮尺で
は、地域の地形と街の成り立ちは表現できるが、一

軒一軒の家屋は判別しがたい。また300分の１や200
分の１という大縮尺になると、家屋のディテールが

現れはじめ、家屋の集合と街や集落空間との関係が

表れにくい。そこで、家屋のボリューム、屋根形状

などが明示可能で、街並みの中で自分の家を判別で

きる程度の縮尺として500分の１を選択した。500分
の１の模型で再現できるのは、地形、街路、樹木、

住居の形状、敷地の段差などである。窓や小さな装

飾などは再現しない。写真の様なリアリティまで踏

み込まないことで、家屋の内部までは想起させず、

住戸と住戸間の関係や、街・界隈としての記憶に絞

り込むような表現を行っている。(写真-2) 
 

 

写真-2	
 	
 500分の１で再現した気仙沼・弁天町の模型	
 

 
[３−２	
 被害の全体像と被災地相互の比較を可能に

する制作単位領域：500m×500m]	
 

 

	
 復元模型の制作範囲の決定条件は、街の広さやつ

くりといった再現される範囲の妥当性、すなわち内

的条件に加えて、運搬などの取扱いやすさや、他地

域との比較しやすさといった外的条件を吟味して決

めなければならない。内的条件としては、高齢者の

徒歩圏域５００ｍ〜１ｋｍ程度とすることを想定し

た。健常な成人であれば徒歩で歩き回っているよう

な、身近な圏域である。外的条件としては、何より

も他の地域との比較が直感的に可能であるような寸

法として、仕上がり１M四方の正方形の領域、すな
わち500分の１で500m×500m(1/4平方キロ)の区域を
模型化の単位領域と定め、これをピクセルと呼ぶこ

とにした。異なる地域の１ピクセルを抽出して並べ

ることで、街の違いや近似性、津波被害の比較を直

感的に行うことが可能になる。再現された地形や海

岸線を見ることで、互いの津波に対する考え方やそ

の土地の歴史的経緯を共通認識として持つことが可

能になる。(写真-3,4) 
 

 
写真-3	
 	
 500分の１で再現した気仙沼・南町(都心部)の模型	
 

 
 

 
写真-4	
 	
 500分の１で再現した気仙沼・弁天町の模型・俯瞰	
 

 
	
 縮尺５００分の１、５００m×５００mの単位領域
の模型化を復元模型１個(=1ピクセル)の仕様と定め
たとき、私たちが知りたいと考えていること、すな

わち今回の大津波によって失われた街、倒壊した約
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１１万４千戸にも及ぶ家屋が形成してきた街はどれ

ほどの規模で、どんな表情をしていて、どんな記憶

を蓄積してきたのかを知るために必要な模型が何個

なのかを推定することが可能になる。 
 
[３−３	
 制作範囲の検討]	
 

 
	
 国土地理院が平成２３年４月１８日に発表した浸

水地域の土地利用別暫定値を参考にすると、岩手･

宮城・福島３県の全浸水区域が497 km2であるから単

純計算で復元模型１,９８８個分である。浸水区域の
うち、建物と幹線道路用地だった部分を抜き出すと

101 km2となり復元模型４４８個分である。3)	
 それ

らの模型を敷き詰めた場合、21m x 21m の床面がぎ
っしり模型で埋め尽くされる状態を想像するだけで

も、今回の被害の甚大さを感じることができる。 
実際に浸水区域に500m×500mの単位領域をピクセ
ルとして敷き詰めた場合、どのような状況が生じる

かを知るため、下図の２通りの実験を行ってみた。 
まず第一に国土地理院が発表した浸水範囲概況図

にピクセルマップを重ねてみた図が下図(図-1)であ
る。 
	
 東北・北関東五県の浸水区域を対象に500m×500m
のピクセル・メッシュをかけ、浸水区域を含むもの 
 

 
図−１	
 東北・北関東5県	
 浸水範囲ピクセルマップ 

を手作業で計算してみたところ４,２４２ピクセル
であった。先の全浸水区域を単純に割ってみた数値

１,９８８個の約２倍となっているのは、ピクセル内
に浸水していない高台や山地が含まれているためで

ある。誤差としては大きいが南北に約５００ｋｍ、

すなわち１,０００ピクセルで東西の平均が約４ピ
クセルと見積もれば、妥当な数値であると考えられ

る。 
 
[３−４	
 気仙沼市に対象を絞る]	
 

 
	
 いずれにしても、１０００個を超えるオーダーで

は比較するといっても容易ではないため、対象区域

を気仙沼市の各地に絞って再度検討を行うことにし

た。気仙沼は唐桑半島の複雑なリアス式海岸と旧・

本吉町の大谷海岸に代表される美しい砂浜の海岸線、 
中央に大島を抱く内湾を有し、多様な地域が隣接し

ている上、都心部が今回の津波と火災で文字通り壊

滅的な被害を受けたこともあり、重点的に検討する

地域として適切であると考えたからである。図-2は 

 
図−２	
 気仙沼市	
 浸水範囲ピクセルマップ 

拡大図 

38°6′12″N
142°51′36″E

国土地理院　東北地方太平洋沖地震 浸水範囲概況図より目視・手作業にて画素化を試みた。

500M×500M 

気仙沼市

AOMORI

IWATE

MIYAGI

FUKUSHIMA

IBARAKI

青森県

岩手県

宮城県

福島県

茨城県

浸水市町村(K㎡)県

青森県

画素数 pxls 面積(K㎡)

844
204 51

岩手県 4,946
627 157

宮城県 2,003
2,188 547

福島県 2,457
813 203

茨城県

合計

1,446
410

4,242

103

1,060.5
500Mx500Mピクセルで画素化した場合
模型制作範囲は、実際の浸水範囲の
倍近い領域となる。

浸水面積(K㎡)県

青森県 24
岩手県 58
宮城県 327
福島県 112
茨城県 23

合計 544

津波浸水範囲面積 ( 概略値 )

国土地理院H.23.4.18 第５報より抜粋

500M: 模型のための画素

画素化：500Mｘ500M

個々の住宅や街路をイメー
ジできる１／５００スケー
ルで５００M四方のピク
セルを模型化すると、１M
四方になる。５つの県の浸
水範囲をカバーすると４０
００個以上の模型になる。

制作：神戸大学槻橋研究室 (2011.05.20)

家屋の一部が流失

家屋の大半が流出

家屋の半数程度が流失

浸水した田畑・広場など

国土地理院浸水範囲に指定されるが
目視では家屋流出等が見られない

*津波後の現況写真 (Google Earth) との
比較を行い目視により評価

10 個 5.0K ㎡

42 個 21.0K ㎡

79 個 39.5K ㎡

20 個 10.0K ㎡

71 個 35.5K ㎡

222 個 111.0K ㎡

気仙沼市における津波被害の分析
12500000

45
00
00
0

被害 Pxl津波後の航空写真と津波前の航空写真を見比べ,目視によりを被害の度合いを判定
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気仙沼市の浸水区域を対象に500m×500mのピクセ
ルマップを重ねて検討したものである。 
	
 国土地理院の土地利用別暫定値と比較してみると、

暫定値での気仙沼全浸水区域の面積は18km2であり、

そのうち建物・幹線道路用地の部分は7 km2である。 
一方、浸水範囲にピクセルマップを重ね、さらに空

中写真などと比較を行い、各ピクセルに含まれるエ

リアに流出した住宅・建物の有無を目視で確認しつ

つ、評価付けを行った。４)田畑・広場などの２０個

と家屋流出がほとんど認められない部分７１個をあ

わせた９１個を全２２２個から引いた値１３１個＝

32.75 km2が上記の建物・幹線道路用地の部分7 km2

と比較されるはずであるがこちらはかなり面積に差

が見られる。入り組んだ港湾部分の海岸線とピクセ

ルメッシュとのずれが大きく、ピクセルの大部分が

海である箇所などが多くなっているためと思われる。 
	
 復元模型作成にかかる全体の作業量を算出するた

めに行った検討ではあるが、気仙沼の場合、各地域

でピクセルの取り方を調整することで、おおむね１

００個以下程度で各地域を再現できることが分かっ

た。 
	
 １M四方の模型が１００個というのも分量として
は少なくはないが、不可能な数字ではないため、気

仙沼市を対象に進めていく上でのさしあたりの目標

に定めることは出来るだろうと判断した。 
 
[３−５	
 ＜色づけ＞のプロセスを共有する市民ワー

クショップの方法]	
 

 
	
 立ち戻ると、①地域の市民のまちづくりへの参加

が行いやすくなるような復元模型のスケール５００

分の１で、②５００ｍ×５００ｍの範囲を単位に復

元模型を作成し、被災地相互の認識を深めあうこと

のができるように進める。③そして気仙沼市を対象

とした場合、人が住んでいた地域を中心に模型化を

行うとおおむね１００個以下の模型によってすべて

の被災地を網羅できるであろうということが明らか

になった。 
	
 ここまでは研究室の中で進められる検討作業であ

ったが、制作した復元模型を現地に運び、ワークシ

ョップを効果的に進める方法については、現地での

試行錯誤を経る必要がある。３月１１日の震災後、

約３ヶ月間の検討作業を進める過程で、気仙沼市を

訪れ、ワークショップの進め方についてのヒアリン

グや会場の検討などを進めた。 
	
 方法については、ワークショップ自体が地域の市

民との「協働」のプロセスを踏んで行えるように考

えた。研究室で大学院生らが中心となって制作する

復元模型は発泡スチロールなどを材料とした白い模

型である。訪れたことのない場所を再現する上で、

建物の色や空地の使われ方、並木などといった地域

の特徴的な要素について、地図や航空写真から読み

取って再現するのは困難である。そこで、現地へ持

ち込む際の白模型はある程度の不正確さをはらんだ

ものであるという前提に立ち、地域に住む市民との

ワークショップによって、白い模型に屋根や道路、

空き地の＜色づけ＞を行いながら、それぞれの建物

や場所の思い出を語ってもらい、それらを記録し、

模型上にプロットしていく方法を考案した。 
	
 これによって、ワークショップや会議に慣れてい

ない住民の方々と、地域の場所性や暮らしに関する

予備知識に乏しい学生スタッフが、共に復元模型を

完成させるという「協働」のプロセスを経ることに

よって、市民にとっては何気ない街の思い出や、近

隣の情報、津波が襲来した際の行動などを学生に語

りかけるように話すことができ、学生はその土地の

人の指摘を模型に反映させながら、地域の情報を聞

き取っていくことが出来る。またそうした市民の語

りがアンケートカードだけでなく、模型の上に立体

的にプロットされていくことで、少人数ずつ何度で

も同じ模型を囲んでインタビューを重ねていくこと

が可能になる。(図-3) 

1  地図の整理・情報加工

2  白模型制作

3  市民ワークショップ
< 色づけ・植栽等を協働で作成>

4   証言の整理・プロット・分析

5 復興まちづくりワークショップ

 
	
 	
 	
 	
 	
 	
 図−３	
 ワークショップ全体の流れ 
 
	
 地域の市民にとって、学生達と共に自らの街の復

元模型を＜色づけ＞していくプロセスは、必ずしも

まちづくりのワークショップとして意識されるもの

ではない。もっと気軽で身構える必要のないコミュ

ニケーションによって、失ってしまった街を復元す

る作業に参加できる。住民参加によるコミュニティ

再生や住民主導による復興まちづくりといった大き

な課題にいきなり直面するのではなく、街を再現す

るプロセスを共有することによって、これまで生活

してきたのとは異なる視点を獲得し、新しく復興す

る街に対する望みもより具体的なものとして醸成さ
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れていく。時間のかかるプロセスではあるが、被災

の状況や地域の現状を受け入れながら、新しくコミ

ュニティを再生していく上で、復元模型は包括的な

ツールとして重要な役割を果たすと考える。（写真

-5） 
	
 

 

	
 写真−5	
 気仙沼市・市民ワークショップによる＜色づけ＞ 
  
４．気仙沼市における市民ワークショップ	
 	
 

 
	
 復元模型を用いたワークショップが３月２５日に

着想されてから約３ヶ月間、前ワークショップ履歴

述のような検討期間をもち、数回の事前ヒアリング

を現地で行った後、６月２８日から１０月の２日ま

で、気仙沼市役所の市民ホールを拠点に、市内の各

所において計１０回の市民ワークショップを行って

きた。試行ワークショップの予定で行った第１回の

ワークショップにおいて、白い模型を市民ホールに

展示していたところ、市役所へ手続きに来ていた住

民らが、自発的に集まり模型に＜色づけ＞を行うワ

ークショップが始まった。学生との「協働」におい

て模型に＜色づけ＞を行っていくという住民ワーク

ショップの枠組みは予想以上にうまく機能した。試

行段階として制作したのは弁天町（南気仙沼駅周辺）

の１ピクセルのみであったが、参加した住民の中に 

このピクセル内に自宅があり、流出してしまった方

がいたため、作業をしている間、周囲の街並みや思

い出の場所に関する話を数多く収集することが出来

た。特に、地図には表れてこないが地域の空間にと

っては重要な情報が語られることは、実際に行って

みて分かったこととして重要である。大川沿いの河

川敷に提灯をかけた桜並木があり、毎年春になると

家族で出かけていたという話であったり、南気仙沼

の駅前の進入口に時計台があり、両脇に大きな木が

二本立っていて、愛着のある場所であったという話

などをしながら、模型の中に桜並木や時計台を器用

に作って付け加えていく。(写真-6)住民自らが失われ
た街を復元模型の上で再構築していく作業は、一見

箱庭療法５)の様に映る。	
 	
  
	
 しかしながら箱庭療法は限られた箱の中に独自の

フィクションを構築していくことで非言語的な手法

による自己表現の方法であるのに対し、復元模型を

制作するプロセスは、失ってしまった街の身体的な

記憶の構造を、模型の上で言語化し、再構築する作

業である。もちろん、被災者は日々の身体的な行動

の中に空間的に蓄積されていた記憶を空間の喪失と

共に失ってしまった状態にあり、復元模型における

記憶の再構築が一定の療養効果があるであろうこと

を否定するものではない。それもまた包括的な復興

ツールが持つ効能のひとつと言えるだろう。 
	
 このワークショップにおいて何よりも重要なのは、

被災者である市民自身が、制作過程をとおして街を

居住者の視点からではなく、俯瞰的な「作る人」の

視点から街に関わることで、復興に対して参加意識

を持つようになることである。専門家や行政が何人

集まっても出てくることのない、土地への愛着、こ

の場所をどうしても残したいといった地域の市民の

声を集め、実行していくのは彼ら以外には不可能な

のである。 
 
[つぶやきの収集]	
 

 
	
 ワークショップで住民の皆さんから聞き出した話

表-1	
 	
 

2011 年６月２８日か

ら１０月２日にかけ

て開催してきた復元

模型をもちいた市民

ワークショップ。	
 

主催は横浜市立大学

鈴木伸治研究室と共

催で行った。	
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は「つぶやき」としてファイルにまとめて一旦補完

する。模型には住宅・商店や会社・公共建築に色分

けをした小さな旗を立て、そこに名称を書き込んで

いく。後日研究室に持ち帰り、つぶやきを取りまと

めてマッピングした地図を作る。（図-4） 
 

 

	
 	
 写真−6	
 ＜色づけ＞が施された弁天町、大川の河川敷 
 

　「大沢漁浦祭り（5月上旬）」
　　海の安全を弁天様に祈る祭り。
　　小船80～100隻が漁港に並び
　　3回回遊する。

作業場
　農具や漁の
　網をしまう。

全壊

被害が少ない

記憶の街
模型復元ワークショップ
＠唐桑 大沢地区

【参加団体】
横浜市立大学
武庫川女子大学
神戸大学

座・高円寺劇場創造アカデミー修了生

●
ほとんどの船が流された

アワビ、ウニ、カニなど
海産物がとれる

「屋号」というこの地特有の
呼び名がある

・夏には水遊び。
  子供の遊び場。

車道
　緩やかだが遠い。

歩道
　急だが近道。

湾の形状上、
津波の威力が増す。

津波が激しく、
家や田んぼも
すべて流された。

・震災後は、がれきがたくさん
  あるため危険で近づけない
  （近づかない）状況。

津波
ここまで

まつたけ山
　まつたけがたくさん取れる。しかし
　私有地であり地域の人たちはあま
　り取らない。

クワガタが採れる
　子供のころたくさんクワガタを
　採った思い出がある。

避難所（残った家）
　地震後33人の方が避難。畑にビ
　ニールハウスがあり、寒さをしの
　ぐ毛布の配布や炊き出しなどを
　行なった。

入り組んだ道により死角がいっぱいあり
逃げ遅れた。ビニールやタオルを足に巻
きながら逃げた。津波が来たのは大きな
ものが1回だけだった。団体行動を普段か
らしていなかった人が亡くなられる。 避難所（残った家）

　高台にあるため安全で、地震後12、3人が
　二晩避難していた。台の下の南側の人が
　避難してきたのは地域のコミュニケーシ
　ョンが出来ていたから。

・普段の川は水が少ないが、川に水がの
　ぼっていき一気に押し寄せた。

・津波の一波目は川が少し渦巻く程度の
  小さいものであり、それを見て逃げた。
  避難訓練でのルールではなく、近くの高
  いところに逃げた人が生き残った。

・津波が来るまで20分程度。

「マルニスーパー」
　生活用品を買う。

・「町屋敷の盆踊り」

世代を越えたコミュニケーシ
ョンの場であった。児童公園
では、地域の運動会も行なわ
れていた。

・津波が起きてから、届くまで約30分く
  らいの時間がかかった。しかし、感覚
  的には一瞬の出来事だった。

・津波が来るという情報から実際にくる
  迄に時間があったので、家に戻った人
  も居て、その方々が亡くなられた。

・地震の発生後に家の外に出ていた人
  の方が助かった。

・消防団の人の指示が情報源となり、津
  波から避難できた。

・町屋敷では、人が集まるときは集会
  所や公園等ではなく、隣人の家に集
  まる場合が多い。それにより深い地
  域のコミュニティが形成される。

避難所（高台）

津波ここまで

津波ここまで

「憩いの家」
（震災前の避難所）
　・一時避難したが、今回は流さ
　  れた。
　・憩いの家で行なわれる夏祭り
  　で、子供達が太鼓を披露。

綱を使って登る

階段

高台からの景色が綺麗。

「児童公園」
　子供達の遊び場。

「縫製工場」
　主婦達の作業場。

地震発生時、最初は神社
に避難していたが最終的
には裏山に避難。

●

●

●

●

●

● ●

加茂神社

●

川

●

避難所（高台）

●
●

｛

｛

｛青文字：震災・防災について
緑文字：まちの良い所・思い出の場所
赤文字：生活について
青矢印：津波の方向
青点線：震災時の避難経路

町屋敷
　最も民家、住民の多い区域。

徒歩用の道

それぞれの家に高台への道がある

採石場

「しばち祭り」
　4年に1回うるう年に行われる祭り。正月に行われる。
　花を作り車に乗せ、神社に行く。看板を地域の人で作る。
　そのほか、11月にもお祭り・盆踊りがある。

地盤沈下

水があふれるとカニが採れる

津波のあと
水がたまっていた

風景が良い
毎年8月31日に安全祈願の行事がある

一時的に避難した人もいた

水がぶつかり山の
ような大きな波ができる

腰くらいまで
水があった

橋での近くで
ラジオ体操をした

昭和8年の
津波ここまで

奥の建物が
沖の方へ

家が流れついた

トラックなどが
流れついた

あまり被害を受けなかった

高台の下の集落の瓦礫が集まる。

雪が降った時に
土手でスキーをした

世代を超えた繋がりがあって、
地域住民同士が家族みたいだ
った。

津波が来るまで４５分かかっ
た。震災後、時計が３時３０分
で止まっていた。

大沢地区がなくなったことは、
体の一部を失ったような気分。

信頼が強いから家の鍵は基本的にかけない。
ご近所づきあいが一番重要。

買い物はマルユでする。

地震時に船がゴンゴンミシミシという音がし、それがトラウマ。

地震の時散歩道にいた。松の木がザクザク鳴り、まわりがなんとなく
ざわついていた。

かも神社にいた人たちが山の向こうに避難した時
お年寄りが多かった。「どこに逃げればいい？」と聞くおばあちゃんたちに
『逃げれる所どこまでも』と言ってお尻をたたいてせかした。

仕事などで地区を出ていた若い人たちが津波に気付き、帰ろうとした所、
流された。すれ違った知り合いのだんなさんが流されて亡くなった。

娘のアルバムや自分の教科書がとても遠いところで見つかった。

神社にいた人は山の向こうに避難した。

黒い煙が

北側の沢沿いの地区は、大沢地区の避難所である憩いの家まで距
離があるので、まず高台に逃げる訓練を行っていた。
そのため、高台にある2か所の民家が結果として避難所となった。

 
	
 	
 	
 	
 図−４	
 つぶやきをプロットした地図（大沢地区）6) 
 
	
 １０回におよぶ市民ワークショップにおいて、鹿

折地区と唐桑半島の大沢地区の２地区は、市民から

の要望があり複数回にわたって復元模型を用いたワ

ークショップを行い、市民自身による復興構想を検

討する気運が高まってきている。いずれも今回の震

災によって街が消失するほどの壊滅的な被害を受け

た地域であるが、高台移転などを検討しながら、再

度この地域に住み続けていきたいという強い団結力

のある地域である。 
 
５．	
 まとめ	
 

 
	
 以上のように、発災直後より今回の津波被害の特

徴を考慮して、縮尺１／５００による復元模型によ

る地域コミュニティの再生とまちづくりの方法につ

いて、実践的な活動を行ってきた。特に気仙沼市に

おける市民参加ワークショップを通して、復元模型

に対する市民の関心が大変大きいものであるという

ことが確認でき、地域によっては復興まちづくりの

ためのツールとして市民の被災地理解に有効に機能

することが認められた。しかし、1/500復元模型の制
作と活用が市民の復興まちづくり意識にどれほどの

効果をもたらしているのかについての客観的なデー

タの収集に関しては未だ十分とは言えない。また数

多くあるそれぞれの被災地において、コミュニティ

再生や復興まちづくりのプロセスや条件が異なるた

め、1/500復元模型の一般的な活用方法を確立するに
は、引き続き継続的な支援活動の中で検証していく

必要がある。また、１／５００，1m四方で復元模型
の仕様を統一する目的である被災地の相互理解に関

しても、これから明らかにするべき課題が多い。 
今後は気仙沼市の多地域や、その他の都市・集落に

おける事例にも目を向けながら、多地域型のコミュ

ニティ再生方法の可能性について探っていきたいと

考える。 
 
６．	
 おわりに	
 

 
	
 2011年3月2日、復興庁により第１回目の復興交付
金の配分計画が発表され、私たちが復元模型ワーク

ショップを契機として活動支援を行ってきた気仙沼

市・大沢地区(大沢Ａ、大沢Ｂの二地区)について「防
災集団移転促進事業」と「防災集団移転に伴う道路

整備事業」が決定された。「大沢A地区」「大沢B地区」
と２箇所に移転を行うに至る過程には、私たちが大

沢地区における防災集団移転事業の合意形成を進め 
る大沢地区期成同盟会による「大沢みらい集会」に

アドバイザーとして参加し、復元模型を用いて行っ

たワークショップの中で市民からでてきた意見が反

映されている。 

 
 

写真７	
 「記憶の街ワークショップ」(大沢地区) 
 

復興後の地域が被災前と同様コミュニティの一体性

を維持していくために、また災害時の避難経路に冗

長性をもたせるために、市民からの意見を参加者全
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員で確認する過程で1/500復元模型は効果的に機能
したと思われる。同集会は、現在は集団移転の方針

が固まり、移転する個々人の要望の取りまとめ、造

成計画など、より具体的な調査の段階に入っている。 
	
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
	
 

	
 

写真８	
 大沢みらい集会の様子[平成24年1月22日]	
 

（復元模型に並べた移転後の模型を囲む）	
 

	
  
７．	
 謝辞	
 

	
 本計画を進めるにあたり、模型制作には神戸大学

大学院工学研究科槻橋研究室の他、横浜市立大学鈴

木伸治研究室や武庫川女子大学、神戸芸術工科大学、

大阪大学の有志学生の協力を得た。また気仙沼での

ワークショップにおいては気仙沼311まるごとアー
カイブ事務局との共催で進めることが出来た。そし

て３ヶ月にわたる復元模型ワークショップの遂行に

あたっては、会場提供、情報提供に関して気仙沼市

役所危機管理課、および鹿折復興市民会議、大沢地

区期成同盟会の皆さんの多大なる助けを得た。そし

て今後、より地域を拡大して復元模型制作を展開し

ていくにあたり、アーキエイド（東日本大震災にお

ける建築家による復興支援ネットワーク）7)とのプロ

ジェクト連携を図り、より多くの大学研究室や建築

学生の協力を得て進めていく予定になっていること

を付記する。 
 
補註	
 

1）警察庁緊急災害対策本部：平成２３年10月28日広報資

料	
 

2)	
 中越地震震災復興基金集落再生デザイン策定支援事業

(2008年度〜2009年度)：十日町市芋川集落を対象	
 

3）国土地理院「津波浸水域の土地利用別面積（暫定値）

について」平成23年4月18日	
 

4）震災前後の空中写真が公開されているGoogleEarth等の

サービスにおいて、震災前後の写真を比較し、目視にて

家屋が７割以上流出または明らかな移動が認められる

場合を「大半」、約４割を超え７割未満で流出・移動が

認められるものを「半数程度」、４割未満の流出・移動

が認められるものを「一部」として評価を分類した。	
 

5）心理療法の一種でsandplay	
 therapyやplay	
 therapy等

と呼ばれる。我が国でふるくからある箱庭遊びに似てい

ることから、河合隼雄がこの訳語をつけ、日本に導入し

たとして知られている。	
 

6)「記憶の街ワークショップ」主催：神戸大学槻橋修研究

室＋横浜市立大学鈴木伸治研究室（気仙沼みらい計画）、

協力：気仙沼市、三陸河北新報社、気仙沼ボランティア

センター、参加：神戸大学槻橋研究室／横浜国立大学鈴

木研究室／武庫川女子大学有志学生／神戸芸術工科大

学有志学生／県内外高校生ボランティア／地元の有志

の方々 

7)Archi	
 Aid:東日本大震災を受け、被災地コミュニティ支

援、復興支援、被災地における建築教育支援などを活動

目的に掲げ、建築家や建築教育に携わる人々のネットワ

ークによって復興に取り組むことを意図してつくられ

たプラットフォーム。全国270名を超す建築家・研究者

が賛同者となっている。 
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復興都市計画による市街地再編と居住実態の変容に関する研究 

阪神・淡路大震災における神戸市長田区の事例 

A Study on Changes of Habitation Conditions and Restructuring of Devastated Urban Area 

by the Disaster Reconstruction Project 

A Case of Nagata Ward, Kobe City after the Great Hanshin-Awaji Earthquake 

 
 
 
 

本稿は，阪神・淡路大震災による被災市街地を対象に，住宅及び居住実態の変容過程を追跡し，復興都市計画事

業が地域にもたらした影響を分析する。神戸市長田区を事例に，国勢調査を用いた統計分析を行う。主な結果は以

下の通り。1）総じて長屋建の住宅被害が大きいが，その残存率の高い街区ほど震災時からの居住継続率も高い。2）
人口回復は特に区画整理事業区域で遅れており，震災前の5割に満たない街区が37％を占める。3）全壊率の高さは

人口回復率を低減せず，逆に人口の受け入れ要因となる側面がうかがえる。ただし区画整理区域のうち，元々老朽

化・高齢化が進んでいた街区は人口がより戻りにくい傾向にある。自営層・ブルーカラー層にとっての就業の場や

長屋建のストックが再生されないことが背景にあるとみられる。4）復興事業適用に際しては，老朽化や被災度，基

盤整備状況だけでなく，年齢構成，住宅ストック構成，就業形態等の居住実態を考慮すべきである。 
 

キーワード：復興都市計画事業，阪神・淡路大震災，住宅復興，国勢調査 
Keywords: Reconstruction Project, the Great Hanshin-Awaji Earthquake, Housing Recovery, National Census Data 

 

１．はじめに 

本稿は，被災都市における空間再生のあり方を検

討するための基礎的研究である。阪神・淡路大震災

（1995年1月17日発生）の被災市街地を対象に，住宅

及び居住実態の変容プロセスを地区レベル・街区レ

ベルの双方から追跡し，復興都市計画事業が地域に

もたらした影響を分析する。国勢調査データを用い

た統計分析を行う。 
阪神・淡路大震災から16年が経過した現在，その

住宅復興の状況をめぐっては以下のような論点があ

り得る。第一に，既にほとんど完了したとみられる

物的な再建は，被災者の生活や生業の再建に適切に

連動してきたのかという点，第二に，その間，復興

の格差はなぜ，どのように発現し，拡大／是正され

てきたのかという点である。第三に，それらの動向

に復興都市計画事業はどう関与してきたのか，より

戦略的に言えば，どのような特性を持つ地区におい

て事業を適用することが望ましい／望ましくないの

か，という点である。 
 これらの論点はいずれも，市街地の姿という面か

らみれば，それを震災前の状況に戻すべきかどうか

という問いを含んでいる。実際，阪神・淡路震災復

興計画では「創造的復興」が目指されたように(1)，

元の姿に戻すことが必ずしも復興ではないという見

解があり得る。ただし被災者の生活という視点に立

った場合，震災前のそれが継続できるかどうかがま

ず重要であろう。市街地の姿を元に戻すのではない

復興が公正性を持ち得るとすれば，それはすべての

被災者に対して，元通りの居住／生業を継続すると

いう選択肢が保障される限りにおいてであると考え

られる。つまり，元に戻すべきかどうかという議論

は，その前提として元に戻さなければならない要素

は何かという問いへのアプローチを必要としている。 
阪神・淡路大震災後の住宅復興研究の蓄積は多い。

ただし発災以降の長期的な変化を捕捉したものは限

られている。代表的な調査報告としては，「復興カ

ルテ（1996-2005）」が，神戸・阪神間各地の典型地

区等において定点観測的に詳細なケーススタディを

重ねている(2)。これらは上記の3つの論点を考察する

上での個別・具体の手がかりを提示している。また，

越山（2010）は，神戸から阪神間にわたる全被災都

市圏域の住宅復興の数量的算定と地理的変化を1k㎡
メッシュ単位でトレースしたものである(3)。震災後

の住宅再建のマクロな動向とそれによる都市全体へ

○田中正人*1，小川知弘*2
Masato TANAKA, Tomohiro OGAWA
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の影響が示されており，とりわけ第一，第二の論点

における物的復興の側面が検証されたと言える。 
本稿は，これらの知見に依拠しながら，新たに地

区の居住者像という人的なデータを重ね合わせ，さ

らにはその変化が街区レベルのミクロな単位におけ

る空間変容のプロセスといかに関係し合ってきたの

かという点に着目する。具体的には，神戸市内の激

甚被災地区を多く抱える長田区を対象に，①市街地

の再編過程における人口回復や居住継続の状況を追

跡するとともに，居住者の年齢構成や就業状況の変

容実態を捕捉し（第一の論点への接近），②復興状

況の差異を，復興都市計画事業の種別と街区単位の

２つの側面から検証する（第二の論点への接近）。

さらに，③復興都市計画事業，特に土地区画整理事

業の適用がそれらの差異とどのように関連するのか

を検討し，事業適用上の留意点を考察する（第三の

論点への接近）。 
被災市街地の発現は必然である。その復興プログ

ラムとして，法定都市計画事業は不可欠であり，と

りわけ土地区画整理事業は今後も有効な復興施策の

ひとつと考えられる。ただし，どのような場合に事

業を適用すべきなのか，すべきでないのかについて

は必ずしもクリアにはなっていない。 
確かに，事業の必要性に関しては，例えば都市基

盤の脆弱性やオープンスペースの不足など判断材料

はそろっている。だが必要性それ自体は，事業スキ

ームの適切さや結果の妥当性を確約するものではな

い。その確約のための判断材料を用意しておく必要

がある。復興都市計画がもたらした影響を，物的・

人的な側面から長期的に追跡する本稿の試みは，そ

の要請に対して有用な知見を与えると言える。 
 
２．調査対象と方法 

2.1 復興都市計画事業と対象地区の概要 

 阪神・淡路大震災の被災地は淡路島北部から神

戸・阪神間にわたり，その中心的な復興メニューは

土地区画整理事業（以下，区画整理）と市街地再開

発事業（以下，再開発）であった。 
神戸市においては，区画整理11地区，再開発2地区

が施行されている［図1・表1］。またそれらを含む

市街地の広範囲が重点復興地域に指定されている。 
 総じて復興事業は長期間を要した。発災からの経

過年数をみると，区画整理では最短で6年1ヶ月（鷹

取東第一地区），最長で16年2ヶ月（新長田駅北地区）

に及んでいる。再開発では，六甲道南地区が9年2ヶ
月で全地区完了に至っている一方，新長田駅南地区

は未だ多くのブロックが未完了である。 
 調査対象である長田区は，これら区画整理11地区

中の5地区（うち2地区は須磨区にまたがる），再開

発2地区のうち1地区を含んでいる。事業適用地区の

多さから分かるように，震災被害は甚大であり，区

内の全壊建物は12,515棟（全市の22.8％），全焼建物

は3,986棟（同56.0％）を数える(4)。 
 
 
 
 
 
 
図1 復興都市計画事業エリア 
（出所）神戸市都市計画総局ウェブサイトより作成 

表1 事業概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 2005年時点における区の人口は103,791人，46,635
世帯である。高齢化率（65歳以上人口割合）は26.6％，

高齢単身または高齢夫婦のみの世帯割合は28.2％を

占める。住宅の所有形態では持家が55.4％で最多で

あるが，公的借家も2割近くみられる。震災前に多く

存在した長屋建は7.5％にとどまり，一戸建が4割弱，

共同住宅が半数以上を占める。職業形態は「事務系」

が48.5％，「ブルーカラー」が37.8％，「ホワイトカ

ラー」が13.7％という順になっている。就業場所は

「自宅勤務」が1割強，「区外勤務」が6割以上とな

っている［表2］(5)。 
 
 
 
 
 
 
図2 長田区の位置 

面積 事業計画 仮換地開始 換地処分 地震からの 総事業費
（ha） 決定 経過年数 （円）

森南第一 6.7 1997.9.25 1998.3.12 2003.2.14 8年1ヶ月 約57億
森南第二 4.6 1998.3.5 1998.11.25 2003.2.14 8年1ヶ月 約23億
森南第三 5.4 1999.10.7 2000.5.31 2005.3.14 10年2ヶ月 約21億
六甲道駅北 16.1 1996.8.116 1997.2.28 2006.3.29 11年2ヶ月 約353億
六甲道駅西 3.6 1996.3.26 1996.11.29 2001.7.24 6年6ヶ月 約100億
松本 8.9 1996.3.26 1996.11.30 2004.12.24 9年11ヶ月 約250億
御菅東 5.6 1996.11.6 1997.10.16 2003.4.11 8年3ヶ月 約105億
御菅西 4.5 1997.1.14 1998.1.8 2005.3.24 10年2ヶ月 約102億
新長田駅北 59.6 1996.7.9 1997.1.20 2011.3.28 16年2ヶ月 約1034億
鷹取東第一 8.5 1995.11.30 1996.8.28 2001.2.21 6年1ヶ月 約100億
鷹取東第二 19.7 1997.3.5 1997.9.6 2008.3.24 13年2ヶ月 約361億

面積 事業計画 地震からの 総事業費
（ha） 決定 経過年数 （円）

六甲道駅南 5.9 約892億
第1地区 0.7 1996.3.28 5年3ヶ月
第2地区 2.0 1998.8.12 9年2ヶ月
第3地区 1.5 1997.11.20 6年11ヶ月
第4地区 1.7 1998.3.12 8年8ヶ月

新長田駅南 20.1 約2710億
第1地区 8.1 1996.10.31 未完了
第2地区 0.9 1997.1.14 5年6ヶ月

第2-B地区 5.0 1999.1.14 未完了
第2-C地区 1.4 2000.1.14 未完了

第3地区 2.4 1997.10.28 未完了
第3（大橋4）地区 0.8 1999.10.4 13年2ヶ月
第3（大橋3）地区 1.2 2003.11.27 未完了

（出所）神戸市都市計画総局ウェブサイトより作成

土
地
区
画
整
理

市
街
地
再
開
発

2008.3.28
2013年度（予定）

2013年度（予定）

施行完了

2000.4.17
2004.3.31
2001.12.21
2003.9.26

2013年度（予定）
2000.7.7

2011年度（予定）
2012年度（予定）
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表2 長田区の概要 

 
 
 
 
 
 
 
2.2 調査方法 

 主な調査データは国勢調査の小地域（町丁目別）

集計結果である。表3に示す3時点（1995年，2000年，

2005年）の住宅および居住者に関するデータを取得

した。 
国勢調査は各年10月に実施される。調査時点の復

興事業の状況をみておくと，1995年調査は震災から9
ヵ月後であり，まだいずれの事業も事業計画決定に

は至っていない段階にある。2000年は，区画整理5
地区では仮換地指定が開始されている一方，未だい

ずれの地区も換地処分には至っていないことから，

徐々に恒久住宅が再建されつつある時期とみられる。

再開発の新長田駅南地区に関しては，「第2地区」の

み完了しているが，残りの大半は施行途中であり，

「第3（大橋3）地区」は事業計画決定前である。2005
年には，区画整理3地区で事業が完了している。再開

発はなおも「第2地区」以外は施行中である。概括す

れば，1995年は応急復旧期から復興の初期段階，2000
年は本格的な再建が進みつつある時期，2005年は既

に物的な復興が完了した区域とそうでない区域が混

在する時期と言える。 
 
表3 国勢調査の各年使用データ 

 
 
 
 
 
 
 なお，震災時（1995.1.17以前）の情報を追加する

ため，人口・世帯数については1990年国勢調査結果

を，建物被害状況については「阪神・淡路大震災被

害実態緊急調査被災度別建物分布状況図集」（日本

都市計画学会関西支部・日本建築学会近畿支部都市

計画部会震災復興都市づくり特別委員会，1995）を

用い，あわせて住宅地図（ゼンリン，1995）より住

宅形式別被害戸数を算出した。 
 分析にあたり，区内を「被災エリア」（概ね重点

復興地域に一致）と相対的に被害の少ない「非被災

エリア」に分け，さらに被災エリア内を「区画整理

エリア」，「再開発エリア」，その他の「白地エリ

ア」の3つに区分した［図3］(6)。また街区（町丁目）

を分析の単位として用いる。その理由として，被災

エリアの大半は，公道に囲まれた概ね100mグリッド

の街区が形成されており，それが１つの町丁目を構

成していること，復興都市計画はそのグリッドに配

慮して基盤整備がなされていること，概ね 1～2街区

が最小のコミュニティ単位（自治会組織） となって

いることが挙げられる。加えて，先行研究によれば，

近隣関係やソーシャル・ミックスの状況を維持する

ためには，街区レベルの身近な空間への視点が重要

とされる(7)。 
各エリアの概要を表4に示す。人口比でみると，非

被災エリアが57.0％，白地エリアが29.9％，区画整理

エリアが8.7％，再開発エリアが4.4％となっている。

街区数は区全体で402，うち白地エリアが164，区画

整理エリアが44，再開発エリアが18である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図3 エリア位置図 

表4 各エリアの人口・世帯数・街区数 

 
 
 
 
 
 
 
３．人口の回復状況とその背景 

 本章は，まず震災後の人口の回復動向を確認し，

エリア及び街区ごとの差異を把握する。またその差

異をもたらす背景を探るべく，居住者の移動や住宅

被害，それに伴う住宅ストック構成の変化との関係

について分析を行う。 
3.1 人口の回復状況 

震災前（1990年）を100とした場合の人口動態をみ

ると［図4］，再開発エリアを除いて回復の程度は低

エリア名 人口 （構成比） 世帯数 （構成比） 街区数 （構成比）

非被災エリア 59,202 57.0% 25,639 54.8% 176 43.8%

白地エリア 31,006 29.9% 14,767 31.6% 164 40.8%

区画整理エリア 9,003 8.7% 3,958 8.5% 44 10.9%

御菅西 521 0.5% 212 0.5% 2 0.5%

御菅東 410 0.4% 184 0.4% 4 1.0%

新長田駅北 5,831 5.6% 2,570 5.5% 28 7.0%

鷹取東第一 1,540 1.5% 698 1.5% 8 2.0%

鷹取東第二 701 0.7% 294 0.6% 2 0.5%

再開発エリア 4,580 4.4% 2,418 5.2% 18 4.5%

計 103,791 100.0% 46,782 100.0% 402 100.0%

（注）人口・世帯数は国勢調査（2005年）

1995年 2000年 2005年

1 年齢（5歳階級），男女別人口，世帯数 ○ ○ ○

2 住宅の種類・住宅の所有関係別一般世帯数 ○ ○ ○

3 住宅の建て方別住宅に住む主世帯数 ○ ○ ○

4 職業（大分類），男女別15歳以上就業者数 ○ ○ ○

5 常住地による従業地・通学地 ○ ○ ○

6 居住期間(6区分) ○

7 5年前の常住地(6区分) ○

（注）6，7のデータは1995年調査，2005年調査には存在しない。

年齢 若年層（15歳未満） 11,281 10.9% 住宅 一戸建 18,042 39.6%

構成 生産年齢層 64,754 62.4% 形式 長屋建 3,409 7.5%

高齢層（65歳以上） 27,584 26.6% 共同住宅 24,103 52.9%

計（人） 103,791 99.8% 計（世帯） 45,554 100.0%

世帯 高齢単身・夫婦 13,129 28.2% 職業 ホワイトカラー 5,909 13.7%

構成 非高齢単身・夫婦 13,596 29.2% 形態 事務系 20,950 48.5%

2世代以上・その他 19,910 42.7% ブルーカラー 16,301 37.8%

計（世帯） 46,635 100.0% 計（人） 43,160 100.0%

住宅 持家 25,275 55.4% 就業 自宅勤務 4,708 10.8%

所有 民間借家 11,745 25.8% 場所 区内勤務 12,710 29.0%

形態 公的借家 8,573 18.8% 区外勤務 26,368 60.2%

計（世帯） 45,593 100.0% 計（人） 43,786 100.0%

（出所）国勢調査（2005年）
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く，70前後にとどまっている。区画整理エリアに関

しては，震災後の1995年に40にまで下落し，その後，

増加傾向にあるものの，相対的には2005年時点で最

も低い回復率となっている。 
 ただ，こうした人口回復の状況は，必ずしも従前

居住者が同じ場所で生活再建を果たしたということ

を示すわけではない。そこで，2000年調査における

「5年前の常住地」データをもとに，居住継続率（震

災後に同じ場所で5年以上居住を続けている人口割

合）を算出すると［図5］(8)，非被災エリアで65.4％，

白地エリアで58.3％が該当する一方，区画整理エリ

アでは43.0％，再開発エリアでは37.3％にとどまる。

半数以上の居住者は別の場所から移転してきたこと

になる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図4 エリア別人口回復状況 

 
 
 
 
 
図5 エリア別居住継続率 

 
 さらに，街区ごとの人口回復率（1990年人口に対

する2005年人口の割合）と居住継続率の関係をみる

と［図6］，非被災エリア，白地エリアについては居

住継続率の高さと人口回復率の高さがある程度連動

しており，例えば居住継続率が50％を超える場合に

は，多くの街区で人口回復率も50％を超えている。

しかしながら，区画整理エリア，再開発エリアに関

しては，そのような法則性はみられない。 
ここで，図6中の街区の分布を表5のように3つに分

類した。第一に，人口回復率が50％未満のグループ

である。未だ人口が流出したまま戻っておらず，こ

れらを以下「人口未回復」街区と称する。第二に，

人口回復率，居住継続率ともに50％以上のグループ

である。これらは震災後の人口の流出と入れ替わり

がともに相対的に少ないことから，居住者構成が維

持される傾向にあると言える。これらを「コミュニ

ティ維持」街区と称する。第三に，人口回復率は50％
以上であるものの，居住継続率は50％未満にとどま

るグループである。これらは震災後，居住者が入れ

替わりつつ人口が回復してきた街区とみられること

から，「コミュニティ変動」街区と称する。なお，

区画整理や再開発の場合，換地や事業用仮設への入

居などの過程を考慮すると，入れ替わりとはいえ，

ごく近距離圏でのそれであるケースが一定数含まれ

ている点に留意する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図6 街区ごとの人口回復と居住継続 
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これらのエリアごとの構成比をみると［図7］，非

被災エリアの75.3％，白地エリアの60.0％は「コミュ

ニティ維持」街区となっており，「人口未回復」街

区は6.9～11.0％にとどまる。他方，区画整理エリア

や再開発エリアでは「コミュニティ維持」街区が20.9
～27.8％にとどまり，「人口未回復」街区が27.8～
37.2％を占めている。「コミュニティ変動」街区が

最多で41.9～44.4％となっている。 
 

表5 人口回復と居住継続からみた街区類型 

 
 
 
 
 
 
 
 
図7 コミュニティ維持街区と人口未回復街区(9) 

 

 

3.2 被災状況と人口回復状況 

 人口の回復は，当然ながら被災の程度とも関連が

あると考えられる。図8は，街区内の全壊率（震災時

における全住宅戸数に対する全壊戸数の割合）と人

口回復率の関係を示す。これによれば，全壊率が高

いほど人口回復率は低いという，一般に予想される

逆相関の傾向はほとんどみられない。むしろ，全壊

率の高さはその後の復興過程において人口の受け入

れ要因となる側面がうかがえる。 
 ただし，その傾向は多くの街区にみられるとして

も，そうではない街区，すなわち家屋が壊滅すると

ともに，人口がまったく回復しない街区も決してレ

アケースではないという点に注意が必要である。と

りわけ区画整理エリアでそのケースの存在が目立っ

ている。こうした街区間の格差の背景については第4
章で検討したい。 
3.3 被災状況と住宅ストックの変化 

 被災の程度が街区間で異なる背景には，従前の住

宅ストック構成の違いがある。住宅形式別の被災度

をみると［図9］，いずれのエリアにおいても「長屋

建」の全壊率が最も高くなっており，特に区画整理

エリア，再開発エリアのそれは圧倒的である。また

「一戸建」に関しても，白地エリアの全壊率が33.9％
であるのに対し，再開発エリアでは77.4％，区画整

理エリアでは85.6％を占める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図8 街区ごとの全壊率と人口回復率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図9 エリア別住宅形式別被災度（戸数ベース） 

 
長田区における「長屋建」は，震災前から行政課

題としても認識されていたように，老朽かつ密集し

ており，いわゆるインナーシティを形成していた(10)。

また，その主たる居住者は多くの借家層を含む高齢

層・低所得層であった。平山（1998）は「長田区は

インナーシティとしての性格をより強く備え，住宅

の老朽，所得の低さ，高齢者の増加が目立っていた」

とし，住宅被害が「差別的に発生している」ことを
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指摘している。 
つまり，ここでの結果は，多くの社会的弱者が居

住していたインナーシティの中でも，とりわけ壊滅

的被害を受け，住宅復興に対する支援をより必要と

するエリアに復興都市計画事業の網が設定されたと

いうことを意味している。ただし，このあとにみる

ように，住宅再建過程は震災前の状況を復元する方

向にはほとんど向かってはいない。住宅ストック構

成は著しく変化し，「共同住宅」への極度の偏在が

生じている。 
図10は，「一戸建」「長屋建」「共同住宅」の混

在状況を三角グラフで表している。3つの住宅形式が

混在する（いずれか1つの住宅形式が全体の半数を超

えて存在しない）街区は，被災時に3～4割弱を占め

ていた（グラフ中の網掛け部分）。ところが2005年
時点において，そのような街区は区画整理エリアで

2.4％，再開発エリアで0％となっている。「一戸建」

に関しては，区画整理エリアで再生されているもの

の，「長屋建」はほぼ皆無に近く，再開発エリアに

ついては，（事業の性格上当然であるが）ほとんど

すべて「共同住宅」に占められている。 
 他方，白地エリアに関しては今なお「長屋建」を

含む街区が多く存在している。図11は，街区の全壊

率と現在の長屋率（2005年時点における街区内総戸

数に対する「長屋建」戸数の割合）の関係を示して

いる。全壊率が70％を超えた街区などの長屋率は低

いが，そこまで壊滅的な被害を受けていない場合に

は，3割以上を占めるケースも多く分布していること

が分かる。 
 実は，そのような「長屋建」ストックが高い割合

で残されている街区ほど居住継続率が高い［図12］。
長屋率が10％未満の街区における居住継続率は5割
に満たないのに対し，長屋率が30％以上では7割，

50％以上では8割を超える居住継続率を示している。 
 このことから，「長屋建」ストックが震災後の居

住の安定確保に貢献してきたことがうかがえる。ま

た同時に，「長屋建」居住者の多くはそこに住み続

けるしかない，居住選択のオプションをほかに持た

ない層であったことが示唆される。 
区画整理エリアや再開発エリアには，そういった

オプションを持たない層が不在であったとは考えに

くい。だとすれば，「長屋建」ストックが消滅し，

その後もほとんど再生されてこなかったそれらのエ

リアにおいて，かつての「長屋建」居住者は従前居

住地に住み続けるというオプションを持ち得なかっ

たということになる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図10 住宅ストック構成の変化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図11 全壊率と長屋率（白地エリア） 

 
 
 
 
 
 
図12 長屋率と居住継続率（白地エリア） 

 
４．復興都市計画と人口未回復の背景 

ここまでの結果をみる限り，復興都市計画事業の

導入は，必ずしも人口の回復・受け入れを促進して

こなかった。再開発エリアに関しては，数の上では

すでに回復しているものの，街区間の格差は激しい。

もっとも，ほとんどの地区において事業が未完了で

あるため，断定的な評価は避けるべきであるが，区

画整理エリアはそうではない。直近の調査時点（2005
年10月）で換地処分完了が5地区中3地区あり，他の2
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地区についても仮換地指定開始からは8年以上が経

過している。 
大量のコストとマンパワーの投じられたエリアが，

そうでないエリアよりも人口が戻らないのはなぜか。

本章では，区画整理エリアに限定し，この問いにつ

いて検討したい。 
4.1 震災前の特性と被災度 

 図4でみたように，区画整理エリアの人口回復率は

震災前（1990年）の7割に満たない。もっとも，その

割合は街区によってばらつきがある。ここで，人口

回復率が50％以上の場合を「人口回復街区」，50％
未満の場合を「人口未回復街区」とする(11)。その分

布を図13に示す。 
 「人口未回復街区」と「人口回復街区」の震災前

の状況を比較すると，まず年齢構成で有意な差がみ

られる［図14］。高齢層の割合は，「人口回復街区」

で16.9％，一方，「人口未回復街区」では21.0％を占

める。連動して，15歳未満の若年層の割合にも差が

みられる。 
 住宅ストック構成の違いはより顕著である［図15］。
「人口未回復街区」では「長屋建」が45.7％で最多，

「共同住宅」が最少であるのに対し，「人口回復街

区」では逆に「共同住宅」が38.0％で最多となって

いる。 
 

 

 

 

 

 

図13 区画整理エリアの人口未回復街区 

 
 
 
 
図14 震災前の年齢構成の比較 

 
 
 
 
図15 震災前の住宅ストック構成（戸数）の比較 

 
 
 
 
図16 被災度の比較 

 被災度を比較すると［図16］，「人口未回復街区」

の全壊率は9割を超えており，「人口回復街区」の

65.0％を大きく上回っている。つまり，高齢化が進

み，長屋の多い街区ほど大きく被災し，結果的に人

口回復が進んでいないという動態を読み取ることが

できる。 
4.2 居住者像の変化 

ただ前章でみたように，全般的には全壊率の高さ

は必ずしも人口回復率を低減しない。したがって，

「人口未回復街区」というカテゴリの生成には，お

そらく区画整理が適用されたことに基づく固有の要

因がある。 
そこでまず居住者の就業形態に着目する。図17は，

自宅勤務率（15歳以上就業者数に対する「自宅で従

業」の割合）の変化を示す。自宅勤務率は「人口未

回復街区」で高く，2000年にかけて「人口回復街区」

との差は20ポイント前後を保っている。総じて減少

傾向にあるが，2000年以降，「人口未回復街区」の

それがやや加速している。 
次に，職業を「ホワイトカラー」「ブルーカラー」

「事務系」に分類し，そのうち「ブルーカラー」の

割合をみると［図18］，「人口未回復街区」のそれ

は1995年時点で44.4％を占め，「人口回復街区」と

のあいだに差が生じている。しかしその後減少し，

2000年以降，両者はほぼ同じ割合で推移している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図17 自宅勤務率の推移 
 
 
 
 
 
 
 
図18 ブルーカラー率の推移 

 
 
 
図19 居住継続率の比較 
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 他方，震災後の居住継続率は「人口未回復街区」

の方が高い［図19］。居住継続率の高さは，前章で

も述べたように，住み続けるしか他に選択肢がない

というケースの存在を示唆するものである。だとす

れば，ここでみた自宅勤務やブルーカラー層の割合

低下という動向は，従来，そこに住み続けることで

生業を維持してきた居住者層が，次第に資源を失い，

転出を余儀なくされた結果であり，その集積が「人

口未回復街区」を生み出してきたという仮説が見出

される。 
 
５．考察とまとめ 

本稿は，主に人口回復という視点を軸にして，住

宅ストックという物的な側面，居住継続や就業形態

といった人的な側面から，エリア別，街区単位で復

興都市計画の影響をみてきた。もっとも，人口回復

を指標としてきたのは，それ自体で復興事業を評価

するためではない。未回復という状況を作り出して

きた前提と経緯に注目し，それらを明らかにするこ

とによって，事業適用の条件や留意点を見出すとこ

ろに本稿の意図がある。これまでの結果に考察を加

え，まとめとしたい。 
5.1 復興事業適用の妥当性 

すでに指摘されてきたことであるが，震災による

住宅被害は，従前の住宅ストック構成を著しく変化

させた(12)。特に区画整理／再開発エリアでは長屋建，

一戸建がともに壊滅的であり，健全なストックは一

部の共同住宅に限定される傾向にあった。このこと

は，住宅復興に対する公的支援の網が，より被害の

大きい，すなわちより必要性の高いエリアに設定さ

れたことを追認する結果と言える。ただし，その後

の経過が妥当であったかどうかは疑問が残る。 
第一に，従前居住者の受け皿が再生されたのかど

うかという点である。共同住宅に偏在したストック

構成は，その後の住宅再建過程において従前の状況

に戻る傾向を示さず，一戸建と共同住宅への二分化

（区画整理エリア）もしくは共同住宅への純化（再

開発エリア）が進展してきた。 
長屋建のストックは，被災エリア内ではほとんど

白地エリアのみに残存し，その残存率の高い街区ほ

ど居住継続率が高い。長屋の残存率が1割未満の場合，

居住継続率は49％にとどまるが，3割以上の街区で

70％，5割以上の街区で85％が同じ場所に住み続けて

いる。言い換えれば，居住者の多くはそこに住み続

けるしかない，居住選択のオプションを他に持たな

い層であったことが示唆される。長屋建のストック

が壊滅した区画整理／再開発エリアでは，そのよう

な居住者層の受け皿が再生されてこなかった可能性

がある。 
第二に，人口回復率の低さである。特に区画整理

エリアでは，震災前の5割に満たない街区が37％を占

めている。もっともそれは遅れているだけであり，

回復の途上にあるという見方もできるだろう。ただ

仮にそうだとしても，被災から10年を経た回復は，

地区レベルの再活性という点では評価できるとして

も，従前居住者の生活・生業再建とはほとんど無関

係の現象であるように思われる。 
5.2 区画整理における人口未回復の要因 

全壊率の高さは必ずしも人口回復率を低減してお

らず，逆に人口の受け入れ要因となる側面がうかが

える。区画整理エリアにおいてもそういった街区は

多い。しかし他方で，壊滅的な状況の後，基盤整備

が進むも人口が戻らない街区が存在し，それがエリ

ア全体の回復率を引き下げている。 
その要因は，第一に，震災前の街区特性に求めら

れる。元々，高齢化が進展し，長屋の多い（共同住

宅の少ない）街区ほど人口回復率が低い傾向にある。

そこは，同じインナーシティにあってさらに住宅更

新が進んでいない街区であったと言える。いわば事

業の必要性に関しては疑いようのない住環境特性を

有していたところである。にもかかわらず，そのこ

とが人口回復率を引き下げる要因であるという可能

性は十分に強調されるべきであろう。 
 なぜ高齢化・老朽化街区における区画整理が人口

回復率を引き下げるのかは，前節で述べたとおり，

主要な従前居住者，端的には老朽化した長屋（借家

も多いと推測される）に暮らす高齢層にとっての受

け皿が再生されなかったためであると考えられる。

もっとも，いわゆる従前居住者用受皿住宅はいくつ

かの区画整理エリアにおいて整備されたが，田中他

（2008）によれば，入居募集時期が遅く，本来の役

割を十分果たしえなかったことが報告されている(13)。 
第二の要因は，生活・生業再建と事業スキームの

間のミスマッチである。自宅勤務（≒自営層）やブ

ルーカラー層の割合が高い街区での人口回復率が低

い。自営層やブルーカラー層は，被災によって住宅

だけでなく就業場所も失った可能性が高い。区画整

理の目的は公共施設整備である。事業は一般に長期

間を要し，その間，権利者には仮住まいや移転が求

められる一方，生業維持を支えるしくみは組み込ま

れていない。自営層やブルーカラー層が住み続ける

ための資源（自らの事業所，雇用先，取引先等）が
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再生されない限り，居住地自体を別の場所に求めざ

るを得ない。その集積が人口回復率を引き下げてき

たとみられる。 
5.3 提言と今後の課題 

 以上を踏まえ，若干の提言と今後の課題について

言及しておく。 
第一に，被災によって従前の住宅ストック構成が

大きく歪んだ場合には，その復元に向けた公的なコ

ントロールが必要なのではないか。復興事業はそう

したコントロール機能を担うべきであろう。ただし，

復元すべき構成要素は，単純に住宅形式に還元され

るものではないと思われる。どのような要素が復元

される必要があるのか，その追究が求められる。 
 第二に，老朽化や被災度，基盤整備状況等は復興

事業適用の主要な判断基準であるが，それに加えて

居住者の年齢構成や就業形態等の居住実態を考慮す

る必要がある。高齢化の進展した街区，自営層やブ

ルーカラー層を含む街区，長屋（借家）居住層の多

い街区などに復興事業を適用する場合には，それぞ

れに応じた居住選択のオプションをあらかじめ用意

しておくことが不可欠である。現時点では受皿住宅

がそれに該当するが，それと同列に自営層やブルー

カラー層の生業再建に寄与するしくみが検討される

べきであろう。 
 最後にその他の課題を2点挙げておく。本稿は長田

区を事例としたものであるが，被災地は広範にわた

り，その性格は多様である。本稿が一端を示した復

興都市計画事業適用の留意点は，他市区町を網羅的

に追跡することで普遍性を持ちうるものと思われる。 
また，主に扱った調査データは1995年～2005年の

ものであるが，1995年前後はポスト・バブル期に差

し掛かった頃でもある。それ以前からの動向を踏ま

えるべく，震災前に遡ったデータを取得し，さらに

は公表が待たれる最新（2010年）調査の小地域集計

を加えたより長期的な視点での分析が望まれる。 
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補注 

(1)「阪神・淡路震災復興計画」（兵庫県，1995年7月）の

「基本方針」において，次のような記述がみられる。

「復興にあたって重要なことは，単に1月17日以前の状

態を回復するだけではなく，新たな視点から都市を再

生する『創造的復興』を成し遂げることである」。 

(2) 神戸市内被災6区のうち兵庫区を除く5区，芦屋市，西

宮市，一宮町などが取り上げられている。参考文献5）

参照。 

(3) 本稿に先んじて実施された国勢調査データに基づく住

宅復興研究であり，手法上においても多くを負ってい

る。参考文献1）。 

(4) 神戸市消防局による。 

(5) 表中の用語と国勢調査の項目の対応関係は次の通り。

以下の本文，図表中も同様。 
世帯構成 高齢単身・夫婦 65歳以上の「単独世帯」「夫婦のみの世帯」

非高齢単身・夫婦 「単独世帯」「夫婦のみの世帯」から上記を差し引いた世帯
2世代以上・その他 「夫婦と子どもからなる世帯」「3世代世帯」，その他の世帯

住宅所有形態 持家 「持ち家」
民間借家 「民営の借家」「給与社宅」
公的借家 「公営・都市機構・公社の借家」

職業形態 ホワイトカラー 「専門･技術職業」「管理的職業」
事務系 「事務従事者」「販売従事者」「サービス職業」
ブルーカラー 「保安職業従事者」「運輸・通信従事者」「生産・労務作業者」

就業場所 自宅勤務 「自宅で従業」
区内勤務 「自宅外の自市区町村で従業」
区外 「自市区他区で従業」「県内他市区町村で従業」「他県で従業」  

(6) 町丁目が異なる2つのエリアに含まれる場合は面積の

大きい側に属するものとした。また，再開発区域にお

けるいわゆる除外地は「再開発エリア」に含めている。 

(7) 例えば，田中他（2007）は，「居住空間の変化がマイ

ナス要素となる人びとの･･･関係性の喪失･･･を生じさ

せないためには，できるだけ狭域のレベルでのソーシ

ャル･ミックスが保障されることが重要である」と述べ

ている。参考文献2）。 

(8) 「5年前」は1995年10月であるため，震災前からの居住

者であるかどうかは不明である。そこで，同じく2000

年調査における「居住期間（6区分）」のうち，同じ場

所に「5～10年」住んでいる居住者数の割合を算出する

と，両者の差は0.9ポイント以下，「10～20年」の割合

との差でも10ポイント未満であった。以上のことから，

ここで言う「居住継続率（震災後に同じ場所で5年以上

居住を続けている人口割合）」は，震災前からのそれ

に近似できる値とみられる。 

(9) 本稿では，統計上の有意水準p値＜0.01とし，それを満

たす数値に*を付した。独立性の検定（カイ2 乗検定）

による。以下の図も同様。 

(10) 神戸市震災復興本部の報告書（2000年3月）は次のよ

うに述べている。「平成元年にはインナーシティ総合

整備基本計画が策定され，インナーシティ問題の解決

に向けての公・民協調の施策が進められてきたが（･･･）

長屋・木賃アパートなど老朽木造密集地区が残ること

17
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となった」。また神戸市住宅局の報告書（1987年3月）

によれば，代表的なインナーシティのひとつである「長

田南部地区」における住宅形式別の戸数割合は「長屋

建」が4,182戸（62.0％），そのうち借家は1,942戸（46.4％）

を占めている。 

(11) 区画整理エリアでは公共施設整備がなされるため，例

えば防災公園の整備によって街区全体が非可住地とな

り，それが人口未回復の要因となるケースが考えられ

る。実際，新長田駅北地区の「水笠通公園」がそれに

該当する。ただし，直近の2005年調査時点において，

まだ公園整備はなされておらず，非可住地とはなって

いないため，特に影響は考慮しないものとした。 

(12) 例えば，平山（1998）など。 

(13) 本稿が対象としている長田区内の復興区画整理エリ

アである御菅西地区のケーススタディとして実施され

たものである。参考文献3）。 
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地方型災害における生業支援制度の再検討 

―岩手県沿岸部聴取り調査からの考察― 

Issues of Livelihood Assistance in the Rural-type Disaster Recovery  
―Findings from Fieldworks in Iwate Prefecture― 

○金子由芳*1 

Yuka KANEKO 

   

和文要約：東日本大震災の被災特性として、住宅被災のみならず生業被災が顕著であるが、復興計画の遅れから

生業再建が長期に停止し、この間をつなぐ生業支援ニーズは強い。しかし阪神淡路大震災以来の現行の被災者支援制

度は都市型災害対応であり、地方型災害の生業支援ニーズに対応しえていない。一方、今次震災ではグループ補助金、

特別融資、二重債務解消スキームなどの譲許性の強いアドホックな公助措置が導入されたが、筆者が継続的に行なっ

た被災地聴取り調査によれば、これら諸措置は「産業復興」の文脈で中堅・大手グループや間接被災者に向かい、零

細事業者のニーズに届かぬものとなっている。零細事業者向けの数少ない措置として仮設施設無償提供事業があるが、

関連措置が有機的にリンクしていない。今後、被災事業者個々のニーズに寄り添う仮設事業への資金支援、また将来

へ向けた地域産業復興構想に事業計画を連結させてゆく高度なアドバイス機能が求められよう。 

 

Keywords: characteristics of damages in rural-type disaster; delayed recovery planning, 

assistance for livelihood; economic recovery; disaster law reform 

 

 

１． 課題と方法 

1.1 問題の所在：復興計画の遅れと生業支援ニーズ 

 東日本大震災の復興過程で、生業支援の制度設計

が一課題として浮上している。地方型災害では一般

論としても、第一次産業に連関する零細な川下産業

を中核とする経済構造ゆえに、都市型災害における

雇用支援とは別の文脈で、生業支援を被災者支援の

中心的課題として位置づける必要性が示唆されよう。

さらに大規模な津波災害たる今次災害の特殊事情と

して、広範な被災地域の帰趨を定める復興計画の策

定に長期を要し、土地利用制限が 1 年余にも及んで

長引いていることから、この間、多くの生業被災者

が生業再建活動の停止を余儀なくされている事実が

あり、被災者支援あるいは土地利用制限の遅延補償

の趣旨で、生業支援ニーズはことさら高まっている。

しかし現行の被災者支援制度は、阪神淡路大震災を

嚆矢とする都市型災害を基準に形成され、東日本大

震災におけるような、地方型経済の生業被災状況に

必ずしも対応しえていない。一方、制度化された措

置の不足を補うべく、今次震災では各種アドホック

の産業支援措置が登場し、譲許性の著しさが目を引

いたが、しかし立上がりの早い中堅・大手企業や間

接被災者向けの運用が進み、零細事業者は埒外に置

かれがちである。本稿はこのような生業支援をめぐ

るニーズと制度との乖離点を明らかにし、改善への

方向性を論じることを目的とする。 

 土地利用制限の長期化は、東日本大震災の復興プ

ロセスの一つの特色を成している。阪神淡路大震災

の神戸では建築基準法 84 条による２ヶ月の建築制

限期間中に都市計画決定を行い、しかもそれは併せ

て 151 ヘクタールに過ぎず、以後その余の被災地域

では住宅・生業再建が可能となっていった。これに

対して東日本大震災では、広範な津波浸水地域全般

で法的ないし事実上の土地利用制限・自粛が１年余

に及んで継続している。宮城県下では建築基準法 84

条による建築制限を特例法で６～８ヶ月に延長し、

この期限到来後は、防災集団移転を想定する一部地

域で条例によって建築基準法 39 条の無期限の建築

制限が設定されたほか、多くの地域で土盛り嵩上げ

工事のための区画整理を想定した被災市街地復興特

別措置法による２年間の建築制限に移行した。岩手

県下では当初から建築基準法 39 条の厳格な建築制

限を予定したが、被災自治体は法的拘束力を伴う条

例を設けず、建築自粛の呼びかけ・行政指導で運用

している。もちろんこれら長期の建築制限には法規

の認める例外余地があるが、具体的な土地利用計画

の遅れにより事実上、仮設はともかく恒久的な生業

再建は阻まれている。災害発生６～９ヶ月にかけて、

「復興計画」を称する行政決定が各地で成立したが、

内容的には国・県による明治三陸大津波対応の（し

かしレベル２クラスの今回津波には対応できない）

巨大な防潮堤を前提する以外の点では抽象論にとど

*1 神戸大学大学院国際協力研究科教授 Professor, Graduate School of International Cooperation Studies, Kobe University 
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まり、集団移転か嵩上げかの選択や、防潮堤に伴う

用地収用などの具体論は、年度末にかけての地区別

土地利用計画をめぐる各論交渉に委ねられた。した

がって災害１年を経てなお、被災者の本格的再建の

基礎をなす復興の具体像は明らかではない。 

 こうした復興・土地利用計画の遅れの原因究明は

それ自体が独立の研究テーマであるが（筆者 20122）
）、

一方で、よりよい復興ビジョンを合意していくため

にある程度の長期に亘る住民議論が必要であること

もまた、阪神淡路大震災以来の学びである。本稿で

は復興計画プロセスの遅れを避けられない前提とし

たうえで、この間をつなぐ必須の被災者支援として

の文脈で、生業支援を考察する。 

 

1.2 方法：制度分析と被災地調査 

本稿は、まずは以下２．で現行の生業支援をめぐ

る静的な制度設計の点検を通じて、今次災害の被災

特性との対応性について仮説を引き出す。以下３．

では複数回の被災地調査を通じて実証的検証を行な

う。４．でこれら実証的結果に基づき今後の制度改

革の改善点について考察を行う。 

このうち筆者の被災地調査は、神戸大学都市安全

研究センターの傘下における災害応急調査および災

害復興調査であり、岩手県沿岸部被災地域（野田村・

岩泉町・宮古市・山田町・大槌町・釜石市・大船渡

市・陸前高田市他）を中心に、2011 年 5 月上旬、6

月上旬、7 月下旬、８月上旬、10 月上旬、12 月下旬、

2012 年２月下旬、３月上旬の現地調査を行い、避難

所・仮設住宅における被災住民、水産加工業・小売

業等の被災事業者、被災自治体の災害対策本部・災

害復興本部・産業振興部門、漁業協同組合・商工会

議所・商工会・商店街振興組合・金融機関等の団体、

また弁護士・生活相談員・土地家屋調査士等の専門

家へ聴取り調査を行なった。また岩手県庁生活再建

支援部門・復興計画部門・産業振興センター、岩手

県産業復興相談センター、政府系金融機関盛岡支店、

岩手県弁護士会等に、沿岸被災地への往復時を利用

して面談した。また国レベルの関連機関では中小企

業庁・中小企業基盤整備機構・日本政策金融公庫・

日本政策投資銀行等の各災害対策部門に面談した。

このうち被災者・被災事業者への聴取り調査では、

仮設住宅集会所や仮設店舗で毎回 30 名程度への無

作為・非構造的な聴取りが主であったが、７月下旬

（47 名）・10 月上旬（50 名）・２月下旬（被災事業

者 35 名,被災住民 45 名）の調査では現地研究協力者

の支援を得ながら質問用紙を介した半構造的な聴取

りを試みた。 

 

２．現行の生業支援制度 

2.1 制度化された公助の隘路 

現行の日本の被災者支援は、1947 年「災害救助法」

を中核とする応急支援の公助体系を有するが、公共

性・公平性等の支給原則に発する厚労省通達類が硬

直的に運用され、その柔軟化が言われてきた。一方

で、制度的公助の限界を補う各省庁や自治体独自の

アドホックな公助措置が目立ち、また復興基金や義

援金などの共助もまた公助の限界を補完する（山崎

20118）
）。他方で公助・共助への依存ゆえに地震保険

等の自助が浸透しないとする体系的問題も指摘され

てきた（内閣府経済社会総合研究所 20097）
）。 

このようなつぎはぎ状の応急支援体系のもとで、

生業支援は、制度の隘路ともいうべき不足領域とな

っていると見られる。災害救助法 23 条の想定する

支援射程そのものは文言解釈的には広く、金銭給付

を伴う生業支援にも言及がある。しかし厚労省通達

類は「災害救助法」の運用を衣食住の現物給付を中

心に画し、生業支援は私有財産への公金支出に当た

るとして戒める。住宅被災者向けの現物給付は、災

害救助費の大半を占める仮設住宅の提供をはじめ、

ガレキ処理・応急修理等と手厚く、支給基準も災害

毎に青天井に高まっているが、事業者向けの公助は

限られ、ガレキ処理ですら特措法を待つ必要がある。

一口に事業者といっても資本力のある中堅・大企業

と家族経営の零細事業とでは性格が異なるが、原理

原則論に拘束されている。 

一方、1962 年「激甚災害法」が一定の生業支援措

置を集約しているが、しかし主に農林水産の一次産

業への現物給付であり、事業者支援は中小企業融資

保証の緩和など若干措置にとどまる。また阪神淡路

大震災以降に定着した雇用調整助成金や失業保険の

休業補償化などの雇用支援策や緊急雇用制度は、被

用者を対象とする措置であり、零細といえども自営

業者を中核とする今次被災地域の生業支援としては

適合的でない。 

金銭給付措置としては、生計維持者の死亡等を原

因とする見舞金である 1973 年「災害弔慰金法」、ま

た阪神淡路大震災後の市民運動を経て成立した

1998 年「被災者生活再建支援法」による住宅被災を

原因とする支援金給付があり、相次ぐ改正で使途自

由な渡切り方式が採用され見舞金化した（生田 

20081）
）。生活再建支援金の支給原因である住宅被災

の判定には立法根拠がなく、阪神淡路大震災以来の
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行政現場の慣行である「罹災証明」によって住宅全

壊・半壊等の認定がなされる。また義援金配分も同

じく「罹災証明」を基準として住宅被災者向けに運

用されている。以上のような生計維持者の死亡ない

し住宅全壊等の要件に合致しない被災者は、いかに

生活の礎を喪失しようとも、金銭給付の対象となら

ない。 

このように現行の被災者支援制度は住宅被災者・

被用者中心の性格を帯び、阪神淡路大震災のように

住宅ローンを抱えたサラリーマン家庭中心の都市型

災害には妥当するとしても、今次津波被災地のよう

に海浜に立地せざるを得ない漁業・水産加工業・零

細商工者等が軒並み生業基盤を喪失した被災特性に

鑑みれば、ニーズに噛み合っているとは言いにくい。 

 

2.2 応急段階から復興段階への断絶 

現行の被災者支援制度の運用面の特色として、災

害段階論に沿った機械的なフェイドアウトが挙げら

れよう。「災害救助法」に基づく衣食住等の現物支給

は応急段階にとどまり、復興段階では被災者の自立

を前提に打ち切られ、ただ福祉的支援を必要とする

被災者のみが平時の社会保障との接点で見守り体制

に入るという、いわば災害から平時への階段状の移

行方式がマニュアル化されている（内閣府 20106）
）。

東日本大震災の運用においても、被災者が避難所を

出て仮設住宅へ移行した災害３ヶ月前後に、多くの

被災自治体で軒並み「災害対策本部」の看板を下ろ

し、あるいはこれと併置して「災害復興本部」を立

ち上げ、災害が応急段階から復興段階へ移ったこと

を印象づけるとともに、被災者対応を保健福祉部門

に特化する体制移行を行なった。これに伴い被災者

支援の内容面でも、現物支給が停止し、支援金・義

援金等の金銭給付の第一次渡切りを最後に、福祉的

な見守り支援へと移行した。こうした階段状の対応

の背景に、「災害援助法」が被災自治体にとって国・

県の指示を受ける法的委任事務であることも作用し

ていよう。なお国・県のガイドライン類は復興段階

における被災者支援の一定の継続を強調するが、そ

の内実は、被災者台帳システム形成や雇用状況調査

などのいわゆる見守りの域を出るものではない。 

こうした応急支援から自立への階段状の移行方式

は、今次震災のように復興計画策定が遅れる状況下

では不適切と考えられる。仮設入居が進み「災害復

興本部」の看板が据えられた災害３ヶ月時点でも復

興計画は端緒も見えず、災害１年を経て具体的な土

地利用が決まらない状況で、被災者の生活再建は停

止したままであり、実質的な復興段階には至ってい

ない。収入の道を絶たれたまま復興計画を待つ間の

被災者に、一定の生業支援は不可欠と考えられる。 

なおかつて津波災害に特化した復興対策マニュア

ルの試みであった平成 12 年公表の国土庁防災局「復

興対策マニュアル津波災害対策編」では、津波災害

特有の生業被災の深刻さや復興計画・土地利用方針

決定の困難を見越して、応急段階から復興段階へと

継続的な支援の必要性を強調していたことは特筆さ

れる（国土庁防災局 19993）, p.1, 28, 35-36, 59-61）。 

 

2.3 アドホックな補助金型措置 

 生業基盤の津波による破壊という今次震災の被災

特性に対して、行政対応が無策であったわけではな

く、発災直後から様々な模索が開始された。しかし

それら措置は「災害救助法」との体系的関連性を問

わず、個々ばらばらに起こったアドホック措置であ

る。すでに 2011 年 5 月初旬の第一次補正予算で、

政府系金融機関による特別融資等の資金繰り支援策、

水産庁の漁業者支援、中小企業基盤整備機構の仮設

施設無償提供、などの一連の生業・産業支援措置が

提起されていった（政府広報 20114）
）。 

これら今次震災のアドホックな措置群を、試みに

同じく激甚災害指定を契機として各種のアドホック

措置が模索された阪神淡路大震災当時と比較すると、

補助金的性格の強さが特筆される。第一に、政府系

金融機関による特別融資は一般枠・特別枠あわせて

一件当たり上限が 10 億円を上回り、融資期間は 20

年（据置５年）、超低利の金利設定であるのみならず

県・中小企業基盤整備機構による利子補給を通じて

実質無利子化も可能であり、担保保証については信

用保証協会の補填率 100％の緊急保証を無担保で

1.6 億円まで利用可能など、阪神淡路大震災当時と

の対比で大幅な優遇化が見られる。このような特別

融資の性格は、新規融資というよりも、旧債務リス

トラを見込んだ実質的な二重債務対策であり、金融

の範疇を超えた「補助金的金融」とも呼ぶべき大胆

な公的支援枠組みであったと考えられる。 

第二に、事業者への直接かつ多額の補助金措置が

新規に登場したことは特筆される。とくに中小企業

庁によるグループ施設等復旧支援補助事業（以下「グ

ループ補助金」）は、中小企業数社の緩やかな連携単

位毎に数億円規模の補助金を給付する大胆な枠組み

で、第一次 179 億円（28 グループ）、第二次 234 億

円（38 グループ）、第三次 1,651 億円（106 グルー

プ）と時間経過と共に急拡大した。また中小企業基



日本災害復興学会論文集 No.2, 2012.3 
 

 22 

盤整備機構による仮設店舗･仮設工場の無償貸与事

業も災害１ヶ月で公表され、将来の恒久施設として

の払下げ余地も組み込まれており、これは阪神淡路

大震災当時においては有償措置として２年間の時限

的導入であったこととの対比で補助金的性格の深化

が著しい。このほかにも、中小企業基盤整備機構に

よる復興支援アドバイザー派遣制度など、人・情報

の無償派遣を伴うソフト事業が今次災害で充実した。 

第三に、漁業者向けには上記「激甚災害法」のも

とで水産庁の多様な補助金措置（共同利用の小型漁

船・漁具・養殖棚復旧など）が従来から存在するが、

今次震災ではとくに柔軟な運用（たとえば共同の要

件を拡張解釈し漁協組合員の頭数に見合う発注を許

容するなど）が目立った。 

このように今次震災で、制度化された生業支援の

不足を補って登場したアドホックな措置群は、全般

に補助金的性格の強さが特筆されるが、被災者支援

の総合体系におけるその意味づけは明らかではない。

過度な公助が事業者の自助による災害対策を阻害す

るモラルハザードの懸念は否定できまい。 

 

３．生業支援措置の運用実態 

３.1 被災事業者の不公平感 

ではつぎに、前節で整理した生業支援の制度設計

は、東日本大災害の運用現場でどのような実態を呈

しただろうか。本節では筆者の実施した被災地調査

に基づき検討する。 

まず応急段階であった 2011 年５月上旬、岩手県

宮古・田老・山田における避難所の観察や弁護士等

への筆者聴取りでは、現物支給措置が災害対応の中

心であり、在宅被災者の問題などが浮上していたが、

生業支援の問題はいまだ顕在化していなかった。 

つぎに６月上旬時点、避難所から仮設住宅への移

行開始の時期に、筆者が岩手県宮古・田老・山田・

大槌・釜石の浸水地域で試みた被災者約 30 名への

聴取りでは、住宅被災を基準とする現行の被災者支

援制度（とくに金銭給付措置）に対する強い不公平

感が語られた。その具体的内容は、第一に、住宅が

「全壊」認定を受けた者は支援金・義援金とも満額

支給され、かつ応急修理の現物支給をも併給されて

居住再開している者すらあるのに、「半壊」認定の者

は家屋を意図的に解体しないかぎり支援金の支給は

なく、義援金も半額のみであり、全壊・半壊という

罹災証明の紙一重の差（浸水が天井に達したか否か）

で支援に天と地の開きがあるとする不公平感である。

第二に、生活再建支援金も義援金も住宅被災者にし

か支給されず、生業が深刻に被災しても住宅が残っ

た者には一切支援がないとする不公平感である。 

つぎに名目上は復興段階である７月下旬、筆者は

宮古市鍬ケ崎・山田町長崎・釜石市中妻町他の仮設

住宅団地周辺で質問用紙を用いた半構造的な聴取り

を行なった。回答 47 名中、生業被災を伴わない被

災者は 10 名、生業被災を伴う被災者は 37 名であっ

たが、うち 19 名が支援措置（とくに金銭給付面）

への強い不満を訴えた。また生業被災者 37 人中 14

名が、金銭給付の受給資格を得る目的で、半壊家屋

を意識的に解体する選択を行っていた。これは、復

興計画でいずれ高台移転が決まり浸水地域を立退く

ことを見越して、公費で家屋解体・ガレキ処理を賄

われる間に解体を選択したものである。 

 

3.２ アドホック支援措置への期待と挫折 

今次震災では既述のようにアドホックな産業救済

措置が多数登場した。しかし霞が関の机上の思惑と

被災者ニーズははたして合致していたのか。筆者は

2011 年６月上旬および７月下旬に、岩手県宮古市・

山田町・釜石市において自治体の産業振興部門、商

工会議所・商工会、地元金融機関、水産加工業等の

中堅事業者数社に聴取りを行ったところ、「全てを流

出した事業者にとって二重債務はありえない」とし

てひたすら補助金を要求する空気が根強かった。と

くに７月下旬調査時はグループ補助金の内示直後で

あり、期待額に満たないなどとして関係者が怒号を

強める姿に遭遇した。主な批判は以下のとおり： 

(i)グループ補助金の支給対象の不公平～ 早期に再

建を決めることのできた被災の比較的軽度な事業に

配分され、全壊被災の事業者は取り残された焦りや

諦めを募らせている。中堅事業者向けの支援であり、

零細事業者は埒外に置かれている。 

(ii)グループ補助金の金額面の不公平～ 配分額が

地域中核産業である水産加工業の期待額（１社当り

数千万～億円単位）の 1/3 にも満たないとする不満。

ただし国民の血税である補助金への過剰依存を戒め、

補助金はあくまで金融スキームの呼び水に留めるべ

しとする自戒、また災害対応は自助を旨としあえて

補助金申請に加わらないとする経営哲学も聞いた。 

(iii)仮設店舗・仮設工場無償提供の遅れ～ ４月

早々喧伝されたが用地取得に手間取り動きがない。 

(iv)運転資金の困難～ 津波で在庫を流失したが震

災３ヶ月から売掛金回収が動き出した。営業再開で

きないので運転資金融資が受けられない。 

(v)設備資金の困難～ 公庫等の特別融資は復興計
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画の目処が立たず事業計画が立たぬので受けられな

い。民間金融機関は旧債務の処理なくして新規融資

に応じてくれない、などの厳しい内容であった。 

 

３.３ 国策側の２つの文脈～産業振興 vs.生業支援 

これら被災地の問題に対する中央サイドの受け止

めを知るべく、筆者は 2011 年８月中旬に中小企業

庁経営支援部、中小企業基盤整備機構震災緊急復興

事業推進部、日本政策金融公庫中小企業相談センタ

ー、日本政策投資銀行地域振興グループ・金融法人

部他への聴取りを行なった。前節(i)(ii)のグループ補

助金の問題について、中小企業庁は、今後の補正予

算でパイを拡大していくので配分や金額の不公平感

は解消可能であろう、雇用吸収力などで地場経済へ

の貢献度の大きい中堅企業に支援が回ることは国策

としてやむを得ない、零細事業者は目下立ち上げ中

の産業再生機構による二重債務解消スキームで拾っ

ていくしかない、などとした。(iii)の仮設店舗・工

場の進捗について、中小企業基盤整備機構では、44

市町村 312 地区の申請を受け、現状 81 地区の建設

が決定したが、うち建築確認を経た着工は 13 地区

にとどまるとした。このような遅れの最大の理由は

被災自治体サイドの用地確保の遅れであり、仮設住

宅の建設で公有地が絶対的に不足したこと、復興計

画の遅れで土地利用方針が決まらず、これとの調整

が被災自治体のマンパワー不足で進まないことが障

害だとした。加えて、仮設施設でありながら建築確

認等の厳密な許認可手続を要したこと、また恒久的

払下げ含みで被災事業者の多様なニーズが噴出し

（たとえば特殊機械の搬入のための床強度変更や特

殊排水設備など）設計変更に時間を要したこと、な

どが挙げられた。(iv)(v)の金融面の問題について、

日本政策金融公庫は、激甚災害指定を契機に導入さ

れた超優遇条件による特別融資制度は旧債務をリス

ケジュールしながら新規資金を注入していく事実上

の二重債務救済スキームであるが、公庫といえども

金融機関であるから無制限の事業者救済は引き受け

かねるとした。いっぽう日本政策投資銀行は、被災

地の中核的金融機関と結んで産業再生ファンドを推

進中だが、国策を受けて中堅以上の企業を対象とし

てくとした。 

このように、東京サイドでは、地域経済でプレゼ

ンスの大きい中堅以上の事業者や間接被災事業者に

補助金や金融を流していく産業振興・景気対策の文

脈と、零細事業者の仮設事業や二重債務救済などの

生業支援の文脈との二分化が見出される。被災地の

現場サイドでは、この２つの文脈の違いが十分受け

止められておらず、無用な混乱（産業振興向けのグ

ループ補助金を零細事業者が申請して却下されるな

ど）を生じたことも懸念される。しかし国策サイド

にも、中小企業支援の名のもとに、産業振興・景気

対策が優位し、生業支援の文脈が後手に回る問題も

見出される。 

 

３.４ 被災地における支援機関の運用実態 

次にこれら諸措置の被災地現場での運用姿勢を知

る意図で、筆者は 2011 年 10 月上旬および 12 月下

旬に、中小企業基盤整備機構東北支部中小企業復興

支援センター盛岡支所、日本政策金融公庫盛岡支

店・国民生活系および中小企業系、および岩手県産

業復興相談センターへの聴取りを行なった。 

中小機構盛岡支所では、今次震災で零細事業者向

け生業支援措置の中核を担う仮設店舗・工場無償提

供事業とこれに伴う支援措置の運用を束ねているが、

一時は批判が高まった工事・入居の遅れそのものは

解消し秋以降に順調に進むいっぽう、入居事業者の

設備費等の資金ニーズに応えきれているか懸念が表

明された。中小機構から県を介して提供される 20

年の長期融資である高度化融資制度は、仮設事業者

も利用可能であるが件数が伸びていないと指摘し、

岩手県下で11月末現在延べ1,500件の数字があるも

これはグループ補助金に伴う 1/4 自己負担分を補完

する利用が中心である。零細事業者向けには、県・

市町村が行う小口の特別融資に対する 100%利子補

給がせめてもの支援となっている実態が示唆された。 

一方、日本政策金融公庫盛岡支店は災害緊急特別

融資制度を運用しているが、このうち中小企業事業

部門（旧中小企業金融公庫系）では中堅企業向けの

運用を重視しており、零細事業者向けは被災地の商

工会等でのワンストップ相談窓口を介した旧債務リ

スケジュールのみの対応だとした。他方、日本政策

金融公庫盛岡支店の国民生活事業部門（旧国民生活

金融公庫系）では、旧債務管理と新規融資相談をあ

えて別個の窓口でオペレーションしており、被災者

の新規事業計画がしっかりしていれば旧債務と切り

分けて対応することも、あるいは要望があれば旧債

務をも組み込んだ条件組み換えにも応じていくこと

も柔軟に行なっているとした。また仮設施設事業者

であっても将来的な恒久事業への連続的成長性を評

価できる場合は担保保証要件を緩和して長期融資に

前向きに応じるとするなど、金融の体裁が成り立つ

範囲内で零細事業者支援に前向きに任じる一般方針
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を強調した。ただし実際の特別融資制度の利用は、

直接被災者よりも間接的影響を被った内陸事業者が

中心であるという実態が語られた。盛岡にあって沿

岸の被災事業者からの距離感は否めず、地場金融機

関との連携で沿岸での巡回相談会も行なっているも

のの、被災事業者へのアドバイスは公庫の任務では

ないとした。 

他方、岩手県産業復興相談センターは、盛岡商工

会議所内部に設置され、中小企業庁の肝いりによる

二重債務救済スキームの切り札たる産業復興機構の

旧債務買取・塩漬けスキームの実施部門である。宮

城・茨城・福島に先駆けて一早く 10 月初旬に専門

家 35 人体制で鳴り物入りの活動を開始し、12 月下

旬までの３ヶ月間に 478 件の相談を受け付けたが、

このうちようやく年末に買取要請第一号（製菓店）

が動き出したに過ぎない。この遅れの原因として、

センター側では、沿岸被災地の商工会議所等に置か

れた支所が十分認知されていないことを指摘した。 

以上のように、被災事業者の頼みの綱というべき

仮設店舗・工場は建ったものの、それに伴って嵩む

資金面の支援措置や情報提供・助言活動が必ずしも

連携していない問題が浮かび上がる。資金的支援の

ルートとして、県・市町村の小口融資は十全に機能

していないおそれがあり、また金融機関は事業性の

高い中堅・内陸企業に向かいがちで沿岸の零細事業

者には届きにくいことが伺われ、他方で産業復興相

談センターによる二重債務救済スキームは十分な機

能を開始していないという、あたかも制度運用の袋

小路が観察された。 

 

３.５ 発災１年の被災事業者の実態 

 震災発生から１年、被災事業者がどのような状況

に置かれているかを知る意図で、2012 年２月下旬か

ら３月上旬に、宮古市田老・山田町長崎・柳沢・大

槌町第 23 地割周辺において地元協力者との連携に

より、仮設店舗および自前バラック等において事業

再開済みの小売事業者 35 名に対し、質問用紙を介

した半構造的な聴取りを行なった。いずれも震災に

より営業設備・在庫一式を全壊流失し、その被害額

は時価で数百万円から１億円と開きはあるものの、

震災前の従業員雇用数はいずれも０～７名規模の零

細事業者である。主な回答結果は以下のとおり： 

(i)収益が上がらない～ 35 名中 30 名が仮設の営業

を開始したものの震災前の収益水準に達しないとし、

うち震災前の半分にも達しないとする回答は 19 名

であった。傾向として飲食店・服飾店・製菓業など

で収益回復が悪く、ガソリン・建設資材・家電・タ

バコ雑貨などでは回復が見られる。被災事業者の顧

客が基本的に被災者であり、外食や嗜好品など不要

不急の出費を切りつめ生活必需品だけを買い揃えよ

うとする、被災地の閉鎖経済の姿が浮かび上がる。 

(ii)販路不足～ 35名中 12名が再建の障害として販

路を挙げた。被災地の閉鎖経済の限界を感じ、被災

地外の需要とつながる術を求めていることが見える。

若手ではブログ販売や遠隔地直送サービスを試みる

動きもあるが、回答者中６名が後継者不在を挙げた。 

(iii)復興計画の遅れ～ 35 名中 25 名が、復興計画の

具体像の遅れゆえに恒久的な事業計画を描けない問

題を事業再建の根本的障害として挙げた。うち７名

がこの原因で金融獲得に失敗したとし、また３名が

この原因で補助金の獲得に失敗したとした。また２

名は、単に土地利用計画の遅れから事業立地が定ま

らないというにとどまらず、街づくりの中心となる

べき商店街コミュニティの未来像が行政からも商工

会等からも示されず復興の希望が持てないとし、商

店街復興構想と具体的な支援措置をパッケージ化し

た戦略的な産業復興計画を何らかの主体が責任をも

って牽引するべきであると強調した。 

(iv)資金面への支援不足～ 35 名中 17 名が資金不

足を手当する支援措置への不満を表明した。第一に

設備資金の不足があり（14 名）、仮設店舗といえど

も営業開始に伴って内装工事等の設備費を必要とす

るが、この不足を支援すべき県・市町村の補助金が

極めて少額しか支給されない（１件 30 万円前後）、

あるいは物品が支援対象外であるとか新規雇用を伴

わないなどの理由で却下されたとする不満が 11 名

に及んだ。関連して、震災後に住宅が半壊認定であ

った者は生活再建支援金や義援金の配分がないため、

いっさいの金銭支援から漏れたとして、現行の被災

者支援制度を批判した（3 名）。第二は運転資金不足

であり、回答しにくい内容のためか明言は７名のみ

であったが、仮設営業再開と同時に震災前からの売

掛金の取立てが厳しくなり、収益が上がらぬため新

たに負債を負ったとする深刻な内容ばかりであった。 

(v)グループ補助金の不透明運用～ 国のグループ

補助金の名を聞いて申請したが回答が来ないとする

不満は３名あった。一方、獲得に成功したとする３

名では、その配分額は 300 万円から１億円と極めて

バラツキがあり、中堅・大手企業グループに連なる

か否かで同事業の採否・金額が決まってくる運用の

不透明さ、また被災が軽度な事業者ほど支援を優先

的に獲得していく運用のありかたに、厳しい批判が



日本災害復興学会論文集 No.2, 2012.3 
 

 25 

向けられた。 

(vi)金融獲得の困難～ 仮設営業の開始とともに資

金不足に陥りながらも補助金を得られない多くの事

業者は、金融機関に相談を持ちかけざるを得ない。

回答 35 名中、融資獲得に成功した 9 名あるいっぽ

うで、融資を拒否されたと明言した例が 4 件あり、

この他にも融資獲得の失敗を仄めかす回答は少なく

なかった。これら拒否の例では、事業計画の助言を

期待したが得られず適切な融資申請ができなかった

とする不満が強く語られた。融資を得た例のなかに

も明暗があり、ガソリン・自動車部品販売・建材販

売・老舗製菓業など需要の見込まれる業種では一件

２千～３千万円の融資が容易に付いているが、一般

の小売業では融資金額は２百～３百万円程度に留ま

る。なかでも、民間金融機関の新規融資とは名ばか

りで旧債務解消目的の相殺であった例（1 名）、公庫

融資で事業計画のアドバイスを求めたが受けられな

かった例（1 名）、産業復興機構の二重債務解消スキ

ームの利用を要請したが拒否された例（1 例）、など

金融面の不満は尽きない。 

(vii)雇用支援の不足～ 35名中 2名と少数ではあっ

たが、現行の雇用支援政策のありかたについて、震

災直後に導入された雇用支援措置（事業者への雇用

調整助成金・被災者雇用開発助成金や被用者への失

業手当）は営業資産を全壊流失した被災事業者にと

って無意味な制度であったとし、別途、全壊事業者

が仮設施設で事業再開を図っていこうとする今後の

段階でこそ、利用可能な雇用促進策を提供してほし

いとするニーズが強調された。 

(viii)商工会の情報提供不足～ 35 名中 11 名が、地

元の商工会議所・商工会等に設置される震災アドバ

イザー等の情報提供窓口が、適切なアドバイス・情

報発信力を欠く、また一部の情報通の者のみが有利

な措置を得ており不公平である等の不満を語った。

満足の声は２名にとどまった。また二重債務解消ス

キームや高度化融資などの制度措置を知らない向き

が大半であった（34 名）。 

以上の回答傾向から、被災事業者は仮設施設事業

により再建への一歩は踏み出しえたものの、当該事

業のみでは片肺であって、立上り時期の設備資金・

運転資金や雇用コストをある程度圧縮する並行的な

支援措置なくしては、再建は画餅に帰し、被災事業

者をむしろ新たな重債務状態へ突き落とすおそれも

懸念される。金融機関の融資行動はおのずと被災軽

度な事業へ向かっていることが伺われる。それだけ

に、被災が重度であり、それゆえに復興計画が遅れ

事業計画が立てられない浸水地域の零細事業者にこ

そ、公助措置が振り向けられていくべきであるとこ

ろ、現実には県レベルの細々とした支援措置のみで、

それとて遅れ・拒否などの問題を露呈させている。

このような生業支援の脆弱さと対照的に、グループ

補助金を嚆矢とする産業再建の文脈では機械設備発

注向けに億円単位の公金投入が進んでおり、あたか

も被災地支援に名を借りた景気対策のごとくであり、

零細被災者の不公平感が惹起されている。 

 

４．制度改善へ向けた課題 

４.１ 被災者支援体系における生業支援 

 上記２．で整理した現行の公助による被災者支援

制度を、前節３．の被災地調査から見出された被災

地現場の実施実態と照合することで、下表のように、

現行制度が被災者ニーズに対応しえていない問題領

域が浮かび上がる。ここでは試みに住宅被災（縦軸）

と生業被災（横軸）の兼合いから被災者のタイプ分

けを行い、各タイプに対応する現行の公助措置（下

線部は今次災害の新規措置）への被災者の評価・反

応をマトリクスで整理した。まず表の横軸の生業被

災分類でみると、漁業者などの第一次産業従事者に

は既存の公助措置があり（激甚災害法で一括された

現物給付等）、また被用者に対しても阪神淡路大震災

以来の雇用支援策が振り向けられているが、一方こ

れら被用者を雇用すべき地域中核産業である水産加

工業者やその川下産業に対しては既存措置がなかっ

た。そこで今次震災後では 5 月の第一次補正予算以

降にグループ補助金・特別融資制度・二重債務救済

スキームなど一連の超優遇・多額のアドホックな支

援措置が登場したが、しかしこれら措置の運用実態

は、被災が軽度で立ち上がりの早い生業半壊事業や

被災地外の間接被災企業に活用され、真に支援を渇

望している生業壊滅型事業者は、復興計画の遅れゆ

えに事業計画を描けないことから支援措置の埒外に

置かれた。生業壊滅型事業者にとって唯一の希望は

中小機構による仮設施設無償提供事業を活用した暫

定的な営業再開であったが、店舗・工場というハコ

モノが提供されただけで必要な設備資金・運転資金

に行き詰まり、新たな債務を抱え込む事業者の姿が

見出された。以上の整理から、生業壊滅型事業者の

ニーズに焦点を絞った、生業支援措置の再構築の必

要性が示唆されよう。 

このような生業支援措置の再構築は、住宅被災者

を対象として構築されてきた従来の被災者支援制度

の体系的連続性のなかで検討を要しよう。表の縦軸
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の住宅被災分類に注目すれば、現行の応急支援制度

は住宅全壊世帯にことさら手厚く、仮設住宅の無償

提供、生活再建支援金や義援金の満額供与、復興計

画に伴う元地収用などと幾重にも支援され、しかも

所得水準に拘らず形式的公平が優位し、真に支援を

必要としている被災者ニーズの見極めがない。いっ

ぽうで近年「在宅難民」の見守り支援を強調する世

論の高まりによって住宅非被災世帯には柔軟な福祉

的対応が向けられている。問題は、住宅が被災しな

がらも「半壊」認定にとどまった被災者の苦境が見

落とされる点であり、支援措置は皆無に近い。紙一

重の判定による支援格差や、半壊住宅を解体して初

めて全壊と同様に支給する制度設計の弊を解消し、

真の被災者ニーズに沿った改善が求められる。 

そのような真の被災者ニーズとして、現行の現金

給付措置からもアドホックな産業支援措置からも漏

れた零細事業者のニーズが注目されるべきである。

またそのような支援は応急から復興への連続性を旨

とすべきであり、震災 3 カ月で「復興」の声ととも

に俄に震災前の売掛金やリース債務の取立て再開に

苦しむ被災事業者の現実に目を向ける必要がある。 

 

 

表１： 被災者タイプ分類でみた公的支援制度への評価 

生生生生    業業業業    壊壊壊壊    滅滅滅滅    生業半壊生業半壊生業半壊生業半壊    生業無被災生業無被災生業無被災生業無被災      生業被災 

 

 

 

 

住宅被災 

漁漁漁漁    業業業業    

～激甚法の既存

支援策（共同船

給付等） 

～緊急雇用 

水産加工業水産加工業水産加工業水産加工業    

～ｱﾄﾞﾎｯｸな

新規措置の

獲得困難 

・仮設施設 

川下事業者川下事業者川下事業者川下事業者    

～ｱﾄﾞﾎｯｸな新

規措置の獲得

困難 

・仮設施設 

被用者被用者被用者被用者    

～雇用支援策

（雇用調整金･

失業保険他） 

～ｱﾄﾞﾎｯｸな新規

措置を先行享受 

・ｸﾞﾙｰﾌﾟ補助金 

・特別融資 

・二重債務ｽｷｰﾑ 

 

住宅全壊住宅全壊住宅全壊住宅全壊    

～ 多 重 支 援

(仮設住宅・支

援金･義援金･

公営住宅他） 

 

▸さらなる 

補助金要求へ 

 

▸支援措置へ

の乗遅れに

不公平感 

 

▸支援措置への

乗遅れに不公

平感 

 

▸当面は金銭的

満足、将来不安 

 

▸さらなる 

補助金要求 

 

▸当面は金銭

的満足 

住宅半壊住宅半壊住宅半壊住宅半壊    

～解体せねば

支給なし 

(←罹災証明) 

 

 

 

▸半壊解体への 

不公平感 

▸支援措置へ

の乗遅れに

不公平感 

▸半壊解体の 

不公平感 

▸支援措置への

乗遅れに不公

平感 

▸半壊解体への 

不公平感 

 

 

 

▸半壊解体への 

不公平感 

▸さらなる 

補助金要求 

 

▸半壊解体への

不公平感 

 

 

 

▸半壊解体の 

不公平感 

住宅無被災住宅無被災住宅無被災住宅無被災    

～在宅被災見

守り 

▸さらなる 

補助金要求へ 

▸支援措置へ

の乗遅れに

不公平感 

▸支援措置への

乗遅れに不公

平感 

▸当面は金銭的

満足、将来不安 

▸さらなる 

補助金要求 

▸満足 

 

 

４.２ 生業支援と産業振興計画の連続性 

生業被災者のニーズは「復興」が名実ともに進み

出す段階以降も捨象されるべきでない。前節３．で

みたように、今次震災で果敢に導入されたグループ

補助金や特別融資等のアドホックな公助措置は、実

際には大手グループと連携した被災企業や被災地外

の間接被災者に大量の補助金を流し込む産業振興策

ないしは景気対策として運用され、真に支援を必要

とする被災事業者の生業支援として機能していない。

さらに、今次震災の復興計画における防災まちづく

りは、住宅被災者の高台移転に一定程度は配慮しな

がらも、被災した商工事業者に対しては自力による

元地再建を運命づける方向で進んでいる。結果とし

て零細な被災事業者は、応急段階での「生業支援」

の文脈でまともな支援を欠き、復興段階では「産業

振興」の文脈で埒外に置かれ、さらに「防災まちづ

くり」の文脈でも何らの支援なく丸腰で臨まねばな

らず、まさに公助の隘路に佇んでいる。 

このように日本の現行の復興過程では、被災した

零細事業者を放置する「新自由主義」的ともいうべ

き政策態度と、他方で公共事業・産業振興・景気対

策には巨額な補助金が流れる土建国家的な「介入主

義」が、二元的に同居しているかのようにみえる。

これはまさに発展途上国の災害復興研究において、
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巨額の国際災害復興援助が被災者の手に渡らず利権

主義的な開発事業に振り向けられていく「災害復興

と開発」の論点を想起させる（IFRC 20059）
他）。 

このような災害復興の利権化を避け、真の生業被

災者ニーズに応える復興過程を実現していくうえで、

一つの方向性は、産業振興・景気対策の文脈による

補助金型措置を濫用することなく、被災地の地域経

済にとって真に直接的に有効な「産業復興計画」の

立案過程に組み込むことにより、科学的に統制する

道であると考えられる。グループ補助金は形式ばか

りの「グループ」を受け皿に我勝ちに群がる半壊企

業の旧態依然たる再建に億円単位でばらまかれ、地

域経済の高付加価値化を促す水平・垂直方向の共同

化などの実質的議論を何ら欠いている。水産加工業

のような装置産業へ公金投入すれば全国規模で機械

産業が潤う景気対策となるであろうが、被災地の産

業復興には直結しない。遠隔地の間接被災への特別

融資も、巨大防潮堤建造への公金支出も同様に、マ

クロ経済的には乗数効果をはじき出せるとしても、

被災地経済の将来に直結する有効性が立証されない。

むしろ被災地経済の宝である海洋環境とそれを守る

エコロジカルな経済環境に根ざし、漁業→水産加工

業→川下産業→販路拡大・輸出増進へ向けた産業連

関の高付加価値化を促す具体的な産業復興ビジョン

を描き出し、そのような計画の一隅で有効に貢献す

る被災事業者に対してのみ、事業規模・雇用規模を

問わず、グループ補助金他の産業振興措置を提供し

ていくという、生業支援と産業復興計画との体系的

な連結が待たれていよう。 

震災１年を経て、被災自治体の復興計画は、都市

計画部門主導のタテ割り構造のもと、防潮堤を中心

とする防災まちづくり・住宅再建に追われ、産業復

興計画は先送りされている（金子 2012２）

）。産業復

興のビジョンは断片的に語られることはあっても

（関 20115）
）、被災地主体の具体的立論は遅れている。

筆者は 2012 年３月上旬に、宮古市・山田町・野田

村の商工会議所・商工会・商店街振興組合等に聴取

りを行なったところ、これら被災地の商工団体は、

地元行政による産業復興計画の遅れに業を煮やし、

被災商店街一体での復興構想やその元手としてのグ

ループ補助金申請などの戦略的取り組みに動き出し

ていた。生業支援と産業振興の一体化は、国・県の

司令を待つ末端行政意識ではなく、被災商工者のボ

トムアップの発案を尊重し支援する地方自治力を必

要としている。 

 

４.３ 生業支援措置の改善へのヒント 

 産業復興計画の具体化を待つ間、当面のつなぎ措

置としての生業支援を、実効性あるものとすること

が課題である。ここでは生業壊滅型事業者にとって

当面唯一の頼みの綱となっている、仮設店舗・工場

の無償提供事業、およびこれとリンクした運用が期

待される資金支援スキームの改善課題に言及する。 

(1) 仮設施設事業と復興計画のシークエンス 

生業壊滅型事業者の早期の営業再開を可能にする

うえで、発災１ヶ月で一早く公表された中小企業基

盤整備機構の仮設店舗・仮設工場の無償提供事業は

注目された。当該事業は阪神淡路大震災時に神戸市

による有償の貸与制度として取り組まれたが、今次

は実質的な無償事業として質量ともに大量供給が予

定され、多くの事業者が期待を寄せた。しかし上記

のように実施過程でもろもろの障害に直面して進捗

が遅れ、しびれを切らせた被災事業者の不満が噴出

した。その最大の理由は上記の用地確保であり、そ

の根本的なネックは復興計画の遅れにより浸水地域

の土地利用方針が決まらない点であった。おそらく

最大の教訓は、復興計画とのシークエンスの調整で

あったろう。 

中小企業基盤整備機構『仮設施設整備事業ガイド

ブック』によれば、仮設施設整備事業の政策意図と

して、①純然たる非常時対応のほかに、②無償貸与

期間の終了後に市町村に無償移管し恒久的店舗・工

場として払い下げていく、いわば現物給付的な二重

債務対策の趣旨も含まれていたことに留意を要する。

そこで実施に当って、まずは被災者毎のニーズが①

当面のつなぎ営業か、②恒久的払下げ含みかの見極

めが肝心であった。被災者ニーズが①であればあく

まで非常時対応として、復興計画の土地利用制限が

予想される津波浸水地域であっても仮設施設の設置

を可能にし、かつ建築許可などの平時の煩瑣な許認

可基準を軽減する特例対応が必要であった。いっぽ

う被災者ニーズが②恒久設備への期待含みであれば、

恒久的立地の選択のために、被災自治体の復興計画

担当部門と産業振興部門との迅速な「すりあわせ」

が求められたと考えられる。たとえば水産加工業は

独特な装置産業であり一度設置すると移転が困難な

ことから、恒久的立地を志向するので、復興計画部

門はこうした被災事業者の事情を理解し、できるだ

け早い段階で土地利用の基本方針（たとえば一定地

区における一定の業種の恒久的仮設施設や元地再建

を一定の防災対策を条件として可能とする）を開示

する責任があった。 
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このようなシークエンス判断を被災自治体だけで

は行い得ない現実に鑑みれば、中央サイドで、国土

交通省と中小企業庁が対面しタテ割りの解消に乗り

出す責任があったはずである。しかし縦割り官僚シ

ステムは机上で立案・司令を発するばかりで、実施

責任は実働部門の中小機構に転嫁し、同機構は被災

事業者の批判の矢面に立たされ続けた。また被災事

業者側としても、②恒久施設を想定するならば復興

計画とのすり合わせに一定の時間を要することを冷

静に認識すべきで、その待ち時間を事業計画強化な

どに有効に用いるべきであった。 

 

(2) 架橋的金融を実現する事業計画 

今次震災においては、津波災害の特性から、多く

の被災事業者が荷揚げ・流通に便利な海浜に立地す

る事業所と倉庫をともに流失し、結果として設備一

式に加えて 1 年分の在庫資産を流失したため、設備

資金のみならず運転資金の深刻な不足に陥った。政

府は金融機関に設備資金の回収猶予を指導したが、

筆者聴取りでは、売掛金やリース債権といった運転

資金の取立ては震災３カ月で動き出していた。また

仮設施設での営業再開と同時に、この種の取立てが

再び強化された実態は上記のとおりである。まずは

このような生業被災者の資金的逼迫の現実を直視す

る公助措置が必須と考えられる。その手段として、

今次災害では、各種の補助金、補助金的金融ともい

うべき特別融資、また暫定的な旧債務塩漬け措置が

登場したが、しかし上記聴取り結果にみたように、

零細事業者に届く補助金はごく少額に留まり、金融

は政府系特別融資といえども市場の原理で動き、あ

たかも新自由主義的な運用実態である。 

こうしたなか資金面の唯一の頼みの綱は、旧債務

塩漬けスキームを活用し、新たな金融の呼び水とし

ていく方向性であった。しかし類似する複数の政府

措置が入り乱れ、利用者の間での認知も混乱せざる

を得なかった。2011 年 7 月政府公表「二重債務問題

への対応方針」は、中小企業基盤整備機構の中小企

業再生ファンドによる被災事業者への「出資」を中

心として、上記の特別融資や補助金を組み込み総合

的な資金供給スキームを実現するいわば市場メカニ

ズム主導の再建枠組みであったといえ、中堅企業や

被災の軽度な企業にとっては十分な措置であったと

考えられる。被災状況・債務状況の深刻な個人・小

規模事業者向けの枠組みとしては、同「対応方針」

が金融庁主管「私的整理ガイドライン」を設けたが、

これは既存の倒産法制を技術的に簡素化した枠組み

に過ぎず、中央政界ではより救済色の強い枠組みを

求めて政治抗争が生じた。2011 年８月以降に政府は

被災県毎に「産業復興機構」を設置し、旧債務買取

と５年超の塩漬けを行う枠組みを公表したが、いっ

ぽう自民党・公明党他の提案による「事業者再生支

援機構」は、旧債務をさらに 15 年の長期に亘って

塩漬けし買取価格にも配慮するなど、より積極的な

救済を強調した。しかし「産業復興機構」もこれに

競うように零細事業者支援を強調する調整を繰り返

したことから、両者は重複しあい、2012 年２月発足

後もなお両者の棲分けや実施体制は不明である。ま

た旧債務塩漬けスキームといえども一定の金融措置

であることから野放図な補助金的運用はできず、

2011 年 10 月発足から半年間で買取り実現３件とい

うペースの遅さがその証左である。 

 復興計画の遅れから事業計画を描き得ない全壊型

事業者にとっては結局、補助金的金融も、旧債権塩

漬けスキームも、ともに利用しにくい現実が直視さ

れる必要がある。このままではこれらアドホック措

置は最も必要とする重度被災者の手に何ら渡ること

のないまま、措置期間が終了してしまう恐れがある。

このような現実への対処として、改めて、呼び水と

しての一定の補助金措置が必要と考えられる。上記

聴取り結果からして、支援制度の隘路に苦しむ零細

事業者にとって、必要な立上り資金は設備資金・運

転資金ともに 200~300 万円程度で、うち補助金期待

は半額程度と質素なものである。億円単位のグルー

プ補助金や特別融資が動く「産業振興」策の背後で、

小規模ながらも被災地の地元経済を支え続ける零細

被災者の「生業支援」に向けて、若干の補助金を振

り向けていく制度論が不可能であるとは思えない。 

そしてこのような少額の補助金を呼び水としつつ、

仮説事業から将来の恒久的再建へと橋渡す金融スキ

ームを組成するために、地場金融機関や、産業復興

相談センター等の果たすべきアドバイザー機能が期

待される。しかし筆者が 2012 年３月上旬に岩手県

沿岸某商工会議所で面談した産業復興相談員は、地

場金融機関は被災者支援趣旨での公金投入を受けて

もなお腰が引けているとし、金融獲得のためには結

局のところ事業計画が全てであるとした。そこで産

業復興相談センターの沿岸支所で初めに粗い事業計

画を下書きし、これを盛岡在の産業復興相談センタ

ーの専門相談員に繋いで、金融機関に有無を言わせ

ぬ精緻な事業計画に仕上げてもらう連携体制で臨む

とする熱意を語った。たしかに被災事業者毎のニー

ズに寄り添う事業計画の立案支援こそ、当面の仮設
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事業と将来の恒久的再建とを架橋する長期的金融ス

キームを可能にする実効的な支援と考えられる。た

だしそのような助言機能を、自らも被災し公金投入

を受けた被災者支援を重荷と感じる地場金融機関や、

鳴り物入りで設置された二重債務解消スキームの前

線を一手に担わされた自らも被災者であるパートタ

イムの産業復興相談員が、すべて担い切れるとは思

われず、公的措置が不可欠と考えられる。被災地の

産業振興行政部門に後方から専門的人材と資金を投

入し、産業復興計画の立案と有効にリンクさせつつ

個別の助言を行う体制構築が待たれよう。 

なお筆者が 2012 年 1 月に訪問したニュージーラ

ンドのクライストチャーチ震災復興局（CERA）で

は、2011 年 2 月の彼地震災直後から、地元商工会議

所の提案により、被災事業者に無償で小切手を手渡

し、専門性の高い会計士等による事業計画の立案を

全額支援する補助金措置として運用し、筆者の聴取

りでは被災事業者のきわめて高い評価を得ていた。

日本の生業支援の再構築は、こうした被災事業者の

ニーズに寄り添った目線を必要としていよう。 

 

５．総括―被災特性に見合った被災者支援体系へ 

地方型災害の被災特性に見合った生業支援の再構

築は、今次震災の投げかけたテーマである。阪神淡

路大震災以来の被災者支援制度は都市型被災特性に

対応し、今次震災のように一次産業を川上とする零

細自営業で成立つ地方経済の被災状況に対応しえて

いない。既往の生業支援措置としては、農漁業者向

けの激甚災害法の適用や、被用者の雇用促進策が存

在するが、被災地の就業・雇用構造の中核をなす零

細商工業はこれら措置の対象外である。現行制度と

被災者ニーズとのミスマッチは、被災事業者の抱く

強い不公平感として立ち現れている。このような被

災地の実態は、改めて、災害毎の被災特性や地域社

会経済の実態分析を受けた、被災者支援ニーズの客

観的な把握と、被災者支援の再検討を促していよう。 

また今次災害の特色として、復興計画・土地利用

方針決定が遅れるなか、全壊事業者は恒久的な事業

計画が描けず長期にわたって生業再建活動の停止を

余儀なくされ、その間をつなぐ生業支援のニーズは

ことさら強いことが挙げられる。応急から復興への

断絶的な支援対応を越えて、長期的支援が課題であ

る。こうしたニーズは「支援」という以上に、復興

計画の遅れに対する「補償」の側面も有しよう。 

たしかに今次災害では、グループ補助金、特別融

資制度、二重債務解消スキームなどのアドホックな

支援措置が導入されたが、筆者の現地調査はこれら

諸措置が産業復興・景気対策の文脈で中堅・大手企

業グループや内陸部の間接被災者向けに運用される

傾向にあり、最も支援を必要とするべき被災重度の

零細事業者の「生業支援」に届いていないことを示

唆した。数少ない措置として、中小機構による仮設

店舗・工場の無償提供事業があるが、有効な資金支

援とリンクしていないことから、当面の資金繰りに

行き詰まった被災事業者を過重債務に陥れかねない

危険もある。今後は、仮設事業から恒久的再建へ橋

渡す資金調達スキームを可能にするために、呼び水

としての一定の補助金措置、また魅力的な事業計画

の立案への助言型支援が求められよう。これら助言

は個々の事業者ニーズに寄り添いながらも、地域の

産業復興構想に有意義に連結させ、域外・海外市場

までをも視野においた高度な構想力を必要としてい

る。各種の二重債務解消スキームの前線を担う被災

地商工会議所・商工会や地場金融機関だけでは担い

切れぬものがあり、産業復興計画の立案を担う行政

部門を介して、人材・資金の後方支援が待たれよう。 
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岩手県沿岸地域における住宅被災世帯推定のための基礎的研究 

－東北地方太平洋沖地震被災地における小地域レベルの居住関係のクロスデータの推計－ 

A Fundamental Study for Estimation of Housing Damaged Households in Iwate Coastal Area 
-Estimation of habitation micro data of Tohoku Region Pacific Coast Earthquake disaster area- 

 

 

 

 

 

きめの細かい住宅復興施策を検討するためには、住宅被災世帯の状況をできるかぎり詳細に把握する必要が

ある。本研究では、東北地方太平洋沖地震被災地である岩手県沿岸地域の自治体を対象に、住宅被災世帯の

推定の前提となる住宅居住世帯の状況を明らかにするため、宮古市、大船渡市、陸前高田市、釜石市を対象

に町丁目レベルの領域における居住関係のクロスデータを推計し分析するとともに、大船渡市を対象に住宅

被災世帯の推定をケーススタディしたものである。 

 

Keywords : Tohoku Region Pacific Coast Earthquake, Iwate Coastal Area, Habitation Structure, Housing Reconstruction 

 

 

１．はじめに 

1.1.研究の背景 

平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地

震は、我が国の観測史上最大のMw9.0を記録し、地

震による激しい揺れと大津波によって、東北地方を

中心に広範にわたって被害が発生した。この地震に

よる住家被害は、平成24年3月6日時点で全壊128,411

棟、半壊245,538棟であるが、いまだ全容把握には至

っていない(1)。平成7年1月17日に発生した阪神・淡

路大震災では、半壊以上の住宅被害棟数が確定した

のは平成17年12月22日であった(2)が、東北地方太平

洋沖地震の場合も、住宅被害量の確定に相当の時間

がかかると予想される。 

阪神・淡路大震災では、兵庫県は、全壊･全焼･半

焼住宅の全数と半壊住宅の1/3を要再建住宅とし、住

宅統計調査を活用し空家住宅分10%分を除外して住

宅再建必要戸数を125,000戸と推計するとともに、住

宅被災世帯の状況を把握するために、1970年以前に

建設された住宅を被災住宅とし住宅統計調査等を活

用して被災世帯の持家・借家割合、世帯収入階層等

を推計し、それをもとに住宅建設必要戸数125,000

戸の内訳を種類別（持家､民間賃貸住宅､公営住宅､

再開発系住宅ごとの供給戸数）で算定し、供給計画

を決定した1)。兵庫県内の住宅被害量については、

全壊104,004棟･182,751世帯、半壊136,952棟･256,857

世帯、火災による全焼棟数7,035棟と確定2)されたが、

住宅供給実績についても125,000戸から最終的には

173,300戸（うち災害復興公営住宅等は計画戸数

24,000戸に対して42,137戸）3)と膨らんだ。また、日

を追うごとに自力再建困難者や自力移転困難者の増

加が明らかになり、復興区画整理事業区域内では資

金調達が困難なために地域から出ていかざるを得な

い被災者も出てくる4)など、住宅復興にあたっての

問題が表出した。復興基金によって多様な支援策が

実施されたものの、結果として災害復興公営住宅偏

重の復興であったことは否めない5)。 

東北地方太平洋沖地震の被災自治体では、住宅復

興の基本方針・計画を示し、本格的な住宅復興に向

けて既に動き始めている。災害復興公営住宅の計画

供給戸数は、岩手県で約4,000~5,000戸(3)、宮城県で

約12,000戸(4)という数字が示され、また、高台の住

宅供給、集団移転事業、土地区画整理事業等の施策

が計画されているが、何よりも被災者のための、き

めの細かい住宅復興施策を推進していくためには、

その前提として被災世帯の状況をできるかぎり詳細

に把握する必要があり、住宅被害が甚大であった地

区やほとんど被災しなかった地区など、住宅被害の

出方や大きさは地区によって異なるため、都道府県

○山田美由紀*1，糸井川栄一*2，佐藤隆雄*3

Miyuki YAMADA, Eiichi ITOIGAWA, Takao SATO
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あるいは市町村といったレベルよりも小さい領域の

レベルのデータを把握することが重要と考える。 

 

1.2.研究の目的 

本研究は、東北地方太平洋沖地震の被災地である

宮古市、大船渡市、陸前高田市、釜石市の沿岸４市

を対象に、町丁目及び大字レベルで居住関係のクロ

スデータを推計し、当該地域に居住する世帯の状況

を明らかにすることにより、住宅被災世帯の推定及

び被災者のためのきめの細かい住宅復興施策の立案

に寄与するための基礎的資料とすることを目的とし

たものである。 

対象とした4市の住宅被害棟数は、平成23年3月14

日時点で、宮古市4,675棟、大船渡市3,629棟、陸前

高田市3,341棟、釜石市3,648棟である(5)。 

 

２．研究の方法 

2.1.居住関係のクロスデータの推計方法 

我が国の既存の社会統計で、市町村よりも小さい

領域のデータを得ることのできるものは、国勢調査

小地域集計や住民基本台帳に基づく人口移動報告な

どごく一部に限られている。その中でも、町丁目レ

ベルで住宅居住世帯に関連する集計結果が得られる

のは国勢調査小地域集計だけであるが、これについ

ては単純集計結果は公表されているものの、どのよ

うな住宅にどのような世帯が住んでいるのかという

ことを知るためのクロス集計結果は、平成17年国勢

調査以降は公表されていない。このような未知の分

割表を求める方法として、IPFP（Iterative Proportional 

Fitting Procedure）がある。これは、周辺分布を制約

条件とし収束計算により同時分布を求めるもので、

Deming & Stephan6)により発表され、Fienberg7)8)、

Bishop et al.9)、Darroch & D. Ratcliff10)、Kullback & 

Gokhale11)などにより数学的手順が説明されている。

IPFPではオッズ比が保持されるため、その推計値は

母集団の再現性が高いとされている。浅見ら12)13)、

五十嵐ら14)、吉田ら15)などが国勢調査小地域集計と

IPFPを用いた推計を行っているが、国勢調査小地域

集計からは住宅の構造や建築時期、世帯の経済状況、

世帯主年齢に関する情報は把握できないため、国勢

調査小地域集計とIPFPによる方法のみでは町丁目

レベルで住宅居住世帯の状況を詳細に把握するには

限界がある。 

住宅及び居住世帯に関する統計として住宅・土地

統計調査があるが、集計単位が都道府県及び市町村

であるため、より小さい空間単位や境界の異なる単

位でデータを把握することはできない。そのために、

都道府県又は市町村データを、町丁目の面積、人口、

世帯数で比例按分する方法がとられることがあるが、

全ての町丁目が住宅立地特性あるいは居住世帯特性

に関して同質ということは考えにくく、この方法は

適切とはいえないと考える。 

そこで、本研究では、以下の方法により、居住関

係のクロスデータを算出した。 

 

(1) センサスベースの推計値の算出・補正 

最初に、町丁目レベルのクロス集計結果 ௜ܲ௝が公表

されておらず、町丁目の単純集計結果ܳ௜ା、ܳା௝が判

明している国勢調査データとIPFPを用いて、センサ

スベースの推計値を生成する。IPFPによる二次元分

割表の求め方は次のとおりである。三次元以上への

拡張も可能である。最初にt=0として、 

௜ܲ௝
ሺ௧ାଵሻ ൌ ௜ܲ௝

ሺ௧ሻ ܳ௜ା

௜ܲା
ሺ௧ሻ … ሺstep1ሻ	,  ௜ܲ௝

ሺ௧ାଶሻ ൌ ௜ܲ௝
ሺ௧ାଵሻ ܳା௝

ାܲ௝
ሺ௧ାଵሻ 		… ሺstep2ሻ	 

 
収束基準を満たすまで、上記のステップをn回繰り

返す。収束基準は次のとおりとした。 

෍ቂ൫P୧ା
ሺଶ୬ିଵሻ െ Q୧ା൯

ଶ
൅ ൫Pା୨

ሺଶ୬ሻ െ Qା୨൯
ଶ
ቃ ൏

୧,୨

εଶ				ሺεଶ ൌ 10ିଵ଴ሻ	

݅:行項目，݆:列項目， ௜ܲ௝
ሺ଴ሻ:初期分布， ௜ܲା:行合計， ାܲ௝:列合計， 

ܳ௜ା, ܳା௝:周辺分布൫事前に定義された行合計,列合計൯，݊:繰り返し回数， 

௜ܲା ൌ ܳ௜ା, ାܲ௝ ൌ ܳା௝:	収束条件 
 
本研究では、周辺分布に国勢調査小地域集計の町

丁目データを、初期分布に当該町丁目が属する市の

データを、それぞれ設定した。なお、投入するデー

タにゼロが存在する場合は、10-10を代入した。 

次に、推計値の誤差をより小さくするために、国

勢調査の市のクロス集計結果 ௜ܲ௝
ሺ଴ሻのセル൫ ௫ܲ௜

ሺ଴ሻ, ௬ܲ௝
ሺ଴ሻ൯と推

計した各町丁目のクロス集計結果 ௜ܲ௝のセル൫ ௫ܲ௜, ௬ܲ௝൯

の合計との誤差を測定し、この差を ௜ܲ௝の各セル

൫ ௫ܲ௜, ௬ܲ௝൯に配分した。推計値 ௜ܲ௝の各セル൫ ௫ܲ௜, ௬ܲ௝൯への乗

率を、ここでは補正係数とした。 

補正係数 ൌ
൫ ௫ܲ௜

ሺ଴ሻ, ௬ܲ௝
ሺ଴ሻ൯ െ ∑ ሺ ௫ܲ௜, ௬ܲ௝ሻ௜,௝

∑ ሺ ௫ܲ௜, ௬ܲ௝ሻ௜,௝

 

 
国勢調査とIPFPによる推計値の精度については、

兵庫県神戸市東灘区、灘区、長田区を対象とした評

価結果が得られており、平成12年国勢調査小地域集

計の各町丁目のクロス集計結果を観測値とし、IPFP

による推計値との誤差を次の式で求められるRMSE

（Root Mean Square Error，平均二乗平方根誤差）で

評価した結果、①最頻値は補正なしの推計値で0.010、

補正ありの推計値で0.007及び0.012になったこと、

②推計対象とした町丁目の90%が、補正なしの場合

は0.028未満に、補正ありの場合は0.026未満にRMSE

が収まったこと、③補正の有無でRMSEを比較した
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ところ補正推計値の方がRMSEが小さくなる町丁目

が多くなったことが明らかになっており、精度が高

いことが確認されている。 

ܧܵܯܴ ൌ ඩ
1
ܰ
෍ሺ ෠ܺ௜ െ ௜ܺሻଶ
ே

௜ୀଵ

	

෠ܺ௜:推計値、	 ௜ܺ :観測値、N:データ数 

 

(2) センサスベースの推計値へのサンプル調査の構

成比の分配 

センサスベースの推計値は、国勢調査の調査項目

に限定されることから、国勢調査から得られない項

目を含む分割表データを推計するために、住宅・土

地統計調査等の信頼性の高い標本調査から得られる

構造比を、センサスベースの推計値に乗じることに

より、居住関係のクロスデータを算出した。 

具体的には、(n+1)次元分割表を求める場合、セン

サスベースの推計により求めたn次元分割表（n≧2）

に、サンプル調査から当該町丁目が属する市の構成

比Sሺn൅1ሻ/Sሺnሻを得て、それをセンサスベースの推

計値に乗じることにより、居住関係のクロスデータ

R(n+1)を算出した。本研究では、住宅・土地統計調

査を活用し、当該町丁目が属する市のクロス集計結

果から構成比を求め、これをセンサスベースの推計

値に乗じることにより、居住関係のクロスデータを

推計した。 

ܴ௜௝௞ ൌ ௜ܲ௝ା
௜ܵ௝௞

௜ܵ௝ା
…（三次元分割表），	ܴ௜௝௞௟ ൌ ௜ܲ௝௞ା

௜ܵ௝௞௟

௜ܵ௝௞ା
…（四次元分割表） 

ܴ௜௝௞, ܴ௜௝௞௟: 居住関ミクロデータ（IPFP×住宅・土地統計調査等で集計さ

れた居住関係要因）， ௜ܲ௝ା, ௜ܲ௝௞ା: IPFPによる推計値（P(n)がIPFPにより求

められない場合はR(n)=P(n-1)×(S(n)/S(n-1))を算出し、これをP(n)と置き

換え）， ௜ܵ௝ା, ௜ܵ௝௞ା, ௜ܵ௝௞௟: 住宅･土地統計調査等サンプル調査から得られ

るデータ，݅, ݄, ݇, ݈: データ構成項目 
 
センサスベースの推計値へのサンプル調査の構成

比の分配による推計値について、兵庫県神戸市東灘

区､灘区､長田区を対象とした評価結果が得られてお

り、平成12年国勢調査小地域集計の各町丁目のクロ

ス集計結果を観測値とし、(A)IPFPによる推計値、(B)

国勢調査の区データを、区全体に占める各町丁目の

住宅に住む一般世帯数比で比例按分した場合、(C)

各町丁目の所有関係別世帯数に、住宅・土地統計調

査の区の所有関係別建て方別世帯構成比を乗じた場

合、との誤差をRMSEにより評価した結果、町丁目

が属する市のクロス集計結果を町丁目の世帯数で比

例按分して求めた数値(B)や各町丁目の単純集計結

果にサンプル調査から得られる構成比を乗じた数値

(C)では誤差が大きく、(A)では格段に精度が上がる

ことが確認できている。 

2.2. 居住関係のクロスデータの推計項目 

本研究では、宮古市、大船渡市、陸前高田市、釜

石市の全町丁目及び大字ごとに、①所有関係×建て

方、②所有関係×建て方×構造、③所有関係×建て

方×構造×建築時期、④所有関係×家族類型、⑤所

有関係×家族類型×世帯主年齢、⑥所有関係×家族

類型×世帯年収、の世帯数を推計した。本稿では大

字ごとの推計結果を示している。 

使用した統計データは、平成22年国勢調査及び平

成20年住宅・土地統計調査である。 

 

３．岩手沿岸域の居住構造 

3.1.住宅建物特性 

(1) 住宅の所有関係・建て方 

宮古市のなかでも宮町、南町、西町、実田、磯鶏、

保久田は、戸建持家が50％未満と他の地区に比べ低

く、借家が50％以上と市全体の借家割合26.9％を大

きく上回る。磯鶏は中層以上の共同住宅が24.3％と

他地区よりも高いが、それ以外の地区の借家は低層

共同住宅形式のものが中心である。大船渡市では、

三陸町越喜来で借家割合が40.5％と同市の他地区に

比べて高く、低層共同住宅形式が中心である。越喜

来には北里大学三陸キャンパスが所在することから、

学生・職員向けの賃貸住宅が多いためと考える。盛

町と大船渡町でも借家割合が高く、いずれも30％を

超える。盛町では中層以上の共同住宅が12.3％、大

船渡町では低層共同住宅と戸建借家がそれぞれ

9.8％である。陸前高田市では、高田町が借家32.6％

と同市の他地区に比べて借家割合が高いが、その他

の地区は戸建持家割合の方が高い。釜石市では、釜

石湾沿岸の大町、千鳥町、中妻町、上中島町で、戸

建持家50％未満、借家40％以上（上中島町は50％以

上）と、市全体の借家割合28.5％を大きく上回る。 

津波避難ビルの構造的要件(6)の一つに建物の高さ

があるが、平成20年住宅・土地統計調査によると、4

市の住宅総数に占める3階建以上の割合は、宮古市

6.1％、大船渡市5.2％、陸前高田市2.5％、釜石市

13.5％、平成22年国勢調査では、宮古市5.9％、大船

渡市5.1％、陸前高田市2.3％、釜石市14.4％である。 

推計結果から大字別で3階建以上の住宅に住む一

般世帯割合をみると、宮古市では和見町21.5％、磯

鶏24.4％、向町13.1％、鴨崎町13.4％、釜石市では只

越町21.3％、大町37.5％、嬉石町37.5％、千鳥町24.0％、

中妻町24.1％、上中島町40.4％、大渡町18.2％、片岸

町15.9％、浜町15.6％、大字平田15.1％が、他の地区

に比べて高い水準にある。大船渡市と陸前高田市で

は3階建以上が10％を超える地区はない。 
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このように4市における住宅に住む一般世帯は、戸

建持家に居住する世帯が中心であるものの、宮古湾

沿岸や大船渡市三陸町越喜来及び陸前高田市高田町

では低層共同住宅形式の借家、釜石湾沿岸地区では

中層以上の共同住宅形式の借家層が分布しているこ

とがわかる。 
 

表１ 所有関係別建て方別世帯割合（推計値） 

 
参考 所有関係別建て方別世帯割合（平成22年国勢調査） 

   
(2) 住宅の構造 

宮古市では、宮町、南町、西町、実田、磯鶏、保

久田で借家割合が高いが、これらの借家は木造が中

心である。住宅に住む一般世帯に占める非木造住宅

（持家・借家の非木造計）の割合が20％を超えるの

は宮町と南町のみである。 

大船渡市では、戸建・長屋の借家では木造が中心

であるが、共同住宅形式の借家では非木造の割合の

方がわずかに高く、盛町14.1％、大船渡町10.8％で

ある。三陸町越喜来は共同住宅形式の非木造借家の

割合が22.0％と同市の他地区に比べて高い。陸前高

田市でも、低層共同住宅形式の借家については非木

造の割合の方が木造よりもわずかに高い。 

釜石市は、大町、中妻町、上中島町、嬉石町で非

木造の共同住宅形式の借家が30％を超え、只越町、

大渡町、千鳥町でも20％を超えている。釜石市は、

他の３市に比べて非木造の共同住宅形式の借家が多

い点が特徴である。 
 
表２ 所有関係別建て方別構造別世帯割合（推計値,大字） 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11

向町 56.2 0.3 0.1 0.2 0.0 7.2 4.4 15.8 12.9 0.0 2.9 100.0 (140)
大通 60.5 0.0 0.3 0.1 0.0 5.9 0.3 24.7 7.0 0.0 1.3 100.0 (300)
宮町 35.0 0.2 0.3 0.0 0.1 5.8 3.3 47.9 6.3 0.3 0.9 100.0 (570)
南町 44.0 0.3 0.6 0.0 0.4 3.8 2.6 47.2 0.0 0.5 0.6 100.0 (331)
舘合町 64.2 0.1 0.1 0.0 0.0 10.1 2.5 20.4 0.0 0.0 2.6 100.0 (113)
鴨崎町 61.8 0.0 0.3 0.1 0.0 3.7 1.1 17.9 13.3 0.0 1.7 100.0 (175)
和見町 50.5 0.0 0.1 0.1 0.0 11.8 0.5 13.4 21.4 0.0 2.2 100.0 (180)
西町 47.7 0.1 0.4 0.1 0.1 5.3 1.3 38.9 4.6 0.1 1.5 100.0 (545)
泉町 55.7 0.2 0.3 0.0 0.0 7.2 2.6 32.8 0.0 0.0 1.3 100.0 (317)
保久田 46.7 0.3 0.4 0.0 0.0 4.7 4.3 39.9 3.1 0.0 0.5 100.0 (188)
緑ケ丘 64.7 0.1 0.3 0.0 0.0 5.9 1.7 22.2 5.2 0.0 0.0 100.0 (169)
黒田町 57.8 0.0 0.2 0.0 0.7 7.2 0.7 28.3 0.0 1.2 3.8 100.0 (131)
築地 71.6 0.1 0.2 0.0 0.9 6.8 0.8 15.2 0.0 1.8 2.7 100.0 (111)
愛宕 83.1 0.0 0.1 0.0 0.1 8.1 0.0 5.4 0.5 0.5 2.2 100.0 (183)
鍬ケ崎上町 79.8 0.1 0.1 0.0 0.0 7.8 0.7 9.0 0.0 0.0 2.5 100.0 (121)
鍬ケ崎下町 77.0 0.3 0.1 0.0 0.0 8.8 3.1 7.9 0.0 0.0 2.9 100.0 (138)
蛸の浜町 92.9 0.1 0.0 0.0 0.0 4.9 0.6 0.7 0.0 0.0 0.7 100.0 (133)
日立浜町 78.7 0.1 0.0 0.4 0.0 5.5 0.6 1.6 9.2 0.0 4.0 100.0 (127)
藤原 62.9 0.1 0.1 0.0 0.0 12.0 2.1 21.1 0.5 0.2 1.0 100.0 (418)
小山田 69.7 0.1 0.2 0.1 0.0 6.0 1.4 18.0 3.6 0.0 0.9 100.0 (317)
高浜 80.6 0.2 0.1 0.1 0.0 3.8 2.5 2.2 9.1 0.0 1.6 100.0 (308)
金浜 89.7 0.1 0.2 0.0 0.0 3.1 1.2 5.7 0.0 0.0 0.0 100.0 (221)
津軽石 87.0 0.3 0.1 0.0 0.0 4.3 2.7 3.7 0.3 0.1 1.4 100.0 (1180)
赤前 87.2 0.3 0.0 0.0 0.2 4.0 5.7 1.9 0.3 0.1 0.3 100.0 (351)
磯鶏西 68.8 0.2 0.1 0.0 0.0 9.5 3.6 17.8 0.0 0.0 0.0 100.0 (127)
上村 63.2 0.1 0.1 0.0 0.1 8.4 1.9 17.2 7.8 0.5 0.5 100.0 (201)
磯鶏石崎 57.4 0.1 0.2 0.0 0.0 10.1 1.8 25.5 3.0 0.0 1.9 100.0 (156)
磯鶏沖 64.4 0.3 0.1 0.1 0.0 8.3 3.7 17.1 4.6 0.0 1.4 100.0 (145)
実田 44.8 0.0 0.1 0.0 0.0 21.6 0.7 32.0 0.7 0.0 0.0 100.0 (135)
磯鶏 47.5 0.1 0.1 0.1 0.0 9.8 1.3 15.2 24.3 0.0 1.7 100.0 (356)
田老 88.6 0.2 0.0 0.0 0.0 4.5 4.3 1.1 0.7 0.0 0.6 100.0 (1459)
盛町 68.4 0.1 0.1 0.1 0.1 7.0 2.2 12.3 9.3 0.1 0.4 100.0 (1427)
大船渡町 64.8 0.1 0.0 0.0 0.1 9.8 7.4 6.7 9.8 0.1 1.0 100.0 (3803)
末崎町 94.0 0.1 0.0 0.0 0.0 3.6 0.9 1.1 0.0 0.0 0.3 100.0 (1520)
赤崎町 78.6 0.3 0.0 0.0 0.1 4.4 7.1 6.1 3.1 0.0 0.2 100.0 (1696)
三陸町越喜来 58.4 0.2 0.2 0.0 0.1 4.1 2.5 31.0 2.9 0.0 0.6 100.0 (1404)
三陸町綾里 94.2 0.0 0.0 0.0 0.0 4.6 0.1 0.0 0.6 0.0 0.5 100.0 (830)
三陸町吉浜 92.1 0.0 0.0 0.0 0.2 3.5 2.2 0.4 0.0 0.1 1.4 100.0 (421)
竹駒町 95.3 0.1 0.0 0.0 0.0 3.7 0.1 0.0 0.0 0.0 0.8 100.0 (399)
気仙町 87.7 0.4 0.0 0.0 0.0 3.2 1.8 4.5 1.5 0.0 0.7 100.0 (1036)
高田町 65.9 0.1 0.0 0.0 0.0 10.7 3.8 12.1 5.9 0.0 1.3 100.0 (2749)
米崎町 87.9 0.6 0.0 0.0 0.0 4.3 5.7 0.9 0.0 0.0 0.6 100.0 (895)
小友町 96.2 0.1 0.0 0.0 0.0 2.3 0.3 0.0 0.0 0.0 1.0 100.0 (600)
広田町 97.4 0.1 0.0 0.0 0.0 1.7 0.4 0.0 0.0 0.0 0.4 100.0 (1061)
東前町 86.7 0.0 0.1 0.0 0.0 5.7 0.0 2.8 1.1 0.0 3.6 100.0 (166)
浜町 65.7 0.0 0.1 0.1 0.0 8.7 0.0 5.0 15.6 0.0 4.9 100.0 (426)
只越町 61.8 0.2 0.1 0.2 0.1 7.1 2.3 5.3 21.1 0.2 1.6 100.0 (318)
大只越町 61.0 0.2 0.1 0.0 0.0 10.4 3.5 10.4 12.4 0.0 1.9 100.0 (361)
大町 49.2 0.1 0.1 0.2 0.0 6.1 1.4 5.0 37.3 0.0 0.7 100.0 (278)
大渡町 55.8 0.4 0.2 0.2 0.0 6.2 3.9 13.5 18.0 0.0 1.8 100.0 (285)
松原町 59.3 0.5 0.3 0.0 0.0 9.4 7.1 22.1 0.0 0.0 1.4 100.0 (219)
嬉石町 53.0 0.0 0.1 0.0 0.0 3.8 0.0 5.7 37.1 0.0 0.3 100.0 (357)
大字平田 71.3 0.4 0.2 0.1 0.0 4.3 2.6 5.2 15.1 0.0 0.9 100.0 (1386)
唐丹町 96.3 0.2 0.0 0.0 0.0 3.0 0.4 0.0 0.0 0.0 0.1 100.0 (713)
千鳥町 49.7 0.4 0.1 0.1 0.0 11.4 7.4 6.3 23.9 0.0 0.7 100.0 (143)
中妻町 48.4 0.3 0.2 0.2 0.0 6.2 2.8 14.7 23.9 0.1 3.3 100.0 (927)
上中島町 46.9 0.0 0.1 0.3 0.0 6.2 0.0 6.4 40.1 0.0 0.0 100.0 (378)
鵜住居町 72.2 0.5 0.1 0.0 0.0 7.1 5.2 4.9 9.1 0.0 0.8 100.0 (1334)
片岸町 71.7 0.5 0.0 0.0 0.0 6.6 4.1 0.0 15.9 0.0 1.2 100.0 (331)
箱崎町 94.7 1.9 0.1 0.0 0.0 0.6 1.1 0.3 0.0 0.0 1.4 100.0 (437)
両石町 92.2 0.9 0.0 0.0 0.0 3.4 3.0 0.0 0.0 0.0 0.4 100.0 (246)

単位：％、括弧は世帯数
注：100世帯未満の大字及び内陸部の大字は表示を省略

total

宮
古
市

大
船
渡
市

陸
前
高
田
市

釜
石
市

表頭： 1 持家*一戸建 2 持家*長屋建 3 持家*共同1-2F 4 持家*共同3F-
5 持家*その他 6 借家*一戸建 7 借家*長屋建 8 借家*共同1-2F
9 借家*共同3F- 10 借家*その他 11 間借り

持家*一戸
建

持家*長屋
建

持家*共同
住宅1～2F

持家*共同
住宅3F～

持家*その
他

宮古市 71.6 0.1 0.2 0.0 0.0
大船渡市 74.4 0.1 0.1 0.0 0.0
陸前高田市 83.6 0.3 0.0 0.0 0.0
釜石市 69.7 0.4 0.1 0.1 0.0

借家*一戸
建

借家*長屋
建

借家*共同
住宅1～2F

借家*共同
住宅3F～

借家*その
他

間借り 計

宮古市 5.5 3.2 12.2 5.8 0.1 1.1 100.0 (22267)
大船渡市 6.2 4.7 8.7 5.1 0.1 0.6 100.0 (14475)
陸前高田市 5.6 2.3 5.0 2.3 0.0 0.9 100.0 (7711)
釜石市 5.7 2.8 5.7 14.3 0.0 1.1 100.0 (16020)
単位：％、括弧は世帯数

1 2 3 4 5 6 7 8 9 total

向町 55.9 0.6 0.3 0.0 10.4 1.2 16.4 12.3 2.9 100.0
大通 59.9 0.6 0.3 0.0 5.5 0.7 18.1 13.6 1.3 100.0
宮町 34.8 0.4 0.4 0.0 8.1 1.0 31.1 23.4 0.9 100.0
南町 43.8 0.5 0.9 0.1 5.7 0.7 27.3 20.5 0.6 100.0
舘合町 63.6 0.7 0.1 0.0 11.2 1.3 11.6 8.7 2.6 100.0
鴨崎町 61.2 0.6 0.4 0.0 4.3 0.5 17.9 13.4 1.7 100.0
和見町 50.0 0.5 0.1 0.0 11.0 1.3 19.9 14.9 2.2 100.0
西町 47.3 0.5 0.5 0.0 5.9 0.7 24.9 18.7 1.5 100.0
泉町 55.3 0.6 0.3 0.0 8.8 1.0 18.7 14.1 1.3 100.0
保久田 46.5 0.5 0.4 0.0 8.1 1.0 24.5 18.4 0.5 100.0
緑ケ丘 64.1 0.7 0.3 0.0 6.7 0.8 15.6 11.7 0.0 100.0
黒田町 57.3 0.6 0.9 0.1 7.0 0.8 16.9 12.7 3.8 100.0
築地 71.0 0.8 1.0 0.1 6.8 0.8 9.7 7.3 2.7 100.0
愛宕 82.3 0.9 0.2 0.0 7.2 0.9 3.7 2.8 2.2 100.0
鍬ケ崎上町 79.0 0.8 0.1 0.0 7.6 0.9 5.2 3.9 2.5 100.0
鍬ケ崎下町 76.4 0.8 0.1 0.0 10.6 1.3 4.5 3.4 2.9 100.0
蛸の浜町 92.0 1.0 0.0 0.0 4.9 0.6 0.4 0.3 0.7 100.0
日立浜町 77.9 0.8 0.4 0.0 5.5 0.6 6.2 4.6 4.0 100.0
藤原 62.4 0.7 0.1 0.0 12.6 1.5 12.4 9.3 1.0 100.0
小山田 69.1 0.7 0.3 0.0 6.6 0.8 12.3 9.3 0.9 100.0
高浜 79.9 0.8 0.1 0.0 5.6 0.7 6.5 4.9 1.6 100.0
金浜 88.9 0.9 0.2 0.0 3.9 0.5 3.2 2.4 0.0 100.0
津軽石 86.4 0.9 0.1 0.0 6.3 0.7 2.3 1.8 1.4 100.0
赤前 86.5 0.9 0.2 0.0 8.7 1.0 1.3 1.0 0.3 100.0
磯鶏西 68.3 0.7 0.1 0.0 11.7 1.4 10.1 7.6 0.0 100.0
上村 62.7 0.7 0.2 0.0 9.3 1.1 14.6 11.0 0.5 100.0
磯鶏石崎 56.9 0.6 0.2 0.0 10.6 1.3 16.3 12.2 1.9 100.0
磯鶏沖 64.0 0.7 0.2 0.0 10.8 1.3 12.4 9.3 1.4 100.0
実田 44.4 0.5 0.1 0.0 20.0 2.4 18.7 14.0 0.0 100.0
磯鶏 47.0 0.5 0.2 0.0 9.9 1.2 22.6 17.0 1.7 100.0
田老 87.8 0.9 0.1 0.0 7.9 0.9 1.0 0.8 0.6 100.0
盛町 67.5 1.0 0.1 0.1 7.9 1.3 7.6 14.1 0.4 100.0
大船渡町 64.0 0.9 0.1 0.1 14.7 2.4 5.8 10.8 1.0 100.0
末崎町 92.7 1.4 0.0 0.0 3.9 0.6 0.4 0.7 0.3 100.0
赤崎町 77.8 1.1 0.1 0.1 9.9 1.6 3.2 6.0 0.2 100.0
三陸町越喜来 57.8 0.8 0.1 0.1 5.6 0.9 11.9 22.0 0.6 100.0
三陸町綾里 92.9 1.4 0.0 0.0 4.0 0.7 0.2 0.4 0.5 100.0
三陸町吉浜 90.8 1.3 0.1 0.1 4.9 0.8 0.2 0.3 1.4 100.0
竹駒町 94.4 1.0 0.0 0.0 3.5 0.3 0.0 0.0 0.8 100.0
気仙町 87.3 0.9 0.1 0.0 4.6 0.4 2.5 3.6 0.7 100.0
高田町 65.4 0.7 0.0 0.0 13.4 1.2 7.4 10.7 1.3 100.0
米崎町 87.6 0.9 0.0 0.0 9.2 0.8 0.4 0.5 0.6 100.0
小友町 95.3 1.0 0.0 0.0 2.5 0.2 0.0 0.0 1.0 100.0
広田町 96.5 1.0 0.0 0.0 1.9 0.2 0.0 0.0 0.4 100.0
東前町 83.6 3.1 0.0 0.0 5.2 0.5 0.7 3.1 3.6 100.0
浜町 63.4 2.4 0.1 0.1 7.9 0.8 3.9 16.7 4.9 100.0
只越町 59.8 2.2 0.2 0.2 8.5 0.8 5.0 21.6 1.6 100.0
大只越町 59.0 2.2 0.1 0.1 12.7 1.3 4.3 18.5 1.9 100.0
大町 47.5 1.8 0.1 0.1 6.8 0.7 7.9 34.4 0.7 100.0
大渡町 54.2 2.0 0.2 0.2 9.2 0.9 5.9 25.6 1.8 100.0
松原町 57.7 2.2 0.1 0.1 15.0 1.5 4.1 17.9 1.4 100.0
嬉石町 51.1 1.9 0.1 0.1 3.5 0.3 8.0 34.8 0.3 100.0
大字平田 69.2 2.6 0.1 0.1 6.2 0.6 3.8 16.5 0.9 100.0
唐丹町 93.0 3.5 0.0 0.0 3.1 0.3 0.0 0.0 0.1 100.0
千鳥町 48.3 1.8 0.1 0.1 17.1 1.7 5.7 24.6 0.7 100.0
中妻町 46.9 1.8 0.2 0.2 8.1 0.8 7.3 31.4 3.3 100.0
上中島町 45.2 1.7 0.2 0.2 5.7 0.6 8.7 37.8 0.0 100.0
鵜住居町 70.2 2.6 0.1 0.1 11.2 1.1 2.6 11.4 0.8 100.0
片岸町 69.5 2.6 0.0 0.0 9.8 1.0 3.0 12.9 1.2 100.0
箱崎町 93.1 3.5 0.0 0.0 1.5 0.2 0.1 0.2 1.4 100.0
両石町 89.8 3.4 0.0 0.0 5.8 0.6 0.0 0.0 0.4 100.0

単位：％
注：100世帯未満の大字及び内陸部の大字は表示を省略

宮
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市

大
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渡
市

陸
前
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市

釜
石
市

表頭： 1 持家*一戸建・長屋建*木造 2 持家*一戸建・長屋建*非木造
3 持家*共同住宅・その他*木造 4 持家*共同住宅・その他*非木造
5 借家*一戸建・長屋建*木造 6 借家*一戸建・長屋建*非木造
7 借家*共同住宅・その他*木造 8 借家*共同住宅・その他*非木造
9 間借り
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(3) 住宅の建築時期 

昭和55年以前に建築された木造住宅の割合が50％

以上となる地区は、宮古市愛宕、蛸の浜町、金浜、

津軽石、赤前、田老、大船渡市末崎町、三陸町綾里、

三陸町吉浜、陸前高田市竹駒町、気仙町、米崎町、

小友町、広田町、釜石市唐丹町、鵜住居町、箱崎町、

両石町であるが、非木造も含めて昭和55年以前に建

築された住宅の割合が60％を超えるのは、釜石市大

町、嬉石町、千鳥町、上中島町、鵜住居町、片岸町

など全て釜石市である。 
 

表３ 建築時期別世帯割合（推計値） 

 
 

津波避難ビルの構造的要件(6)として「耐震性が確

保されていること又は新耐震設計基準に適合してい

ること」、「原則としてRC又はSRC構造であること」

が示されているが、この4市では木造戸建持家が中心

であり、非木造住宅は主要湾沿岸に分布する共同住

宅形式の借家に概ね限られ、また、釜石市にみられ

るように昭和55年以前のものも多い。住宅系に限る

と、この要件に合致する非木造住宅は多くはないと

考える。ただし、新耐震基準以前の住宅であっても

基礎が強固な住宅については、今回の大津波でも流

されずに残存している事例がある。 
 

表４ 所有関係別家族類型別世帯割合（推計値） 

 

 
3.2.居住世帯特性 

(1)家族類型・世帯主年齢 

4市の所有関係別家族類型別世帯割合をみると、核

家族世帯及びその他の親族世帯の持家層が地区の世

帯構造の中心となっている大字が多いが、宮古市宮

町、南町、和見町、西町、保久田では単身借家層が、

宮古市磯鶏石崎、磯鶏沖、実田、磯鶏、田老、釜石

市鵜住居町、片岸町、箱崎町、両石町では単身持家

所有区分別 構造別
1 2 3 4 1 2 3 4

向町 30.8 26.0 18.0 22.3 向町 42.5 40.4 6.3 7.9
大通 33.0 27.8 15.7 22.1 大通 42.2 41.6 6.6 8.3
宮町 19.3 16.3 26.1 37.4 宮町 34.4 40.0 11.1 13.7
南町 24.6 20.6 22.0 32.2 南町 36.9 40.8 9.7 12.0
舘合町 35.0 29.5 15.4 17.5 舘合町 45.6 41.0 4.7 6.0
鴨崎町 33.8 28.4 14.8 21.3 鴨崎町 42.1 41.6 6.4 8.2
和見町 27.5 23.2 20.7 26.4 和見町 40.7 40.3 7.5 9.3
西町 26.3 22.1 20.5 29.7 西町 37.9 40.7 8.9 11.1
泉町 30.5 25.7 18.4 24.2 泉町 41.9 41.1 7.0 8.7
保久田 25.8 21.7 21.8 30.2 保久田 38.7 40.9 8.9 11.0
緑ケ丘 35.3 29.8 15.0 20.0 緑ケ丘 44.4 42.3 5.8 7.4
黒田町 32.0 26.8 16.0 21.4 黒田町 41.7 40.3 6.3 7.9
築地 39.5 33.2 11.1 13.5 築地 46.8 41.7 3.8 5.0
愛宕 45.2 38.1 7.4 7.1 愛宕 50.7 42.6 1.9 2.6
鍬ケ崎上町 43.4 36.6 8.6 8.9 鍬ケ崎上町 49.6 42.3 2.4 3.2
鍬ケ崎下町 41.9 35.4 10.3 9.5 鍬ケ崎下町 49.9 41.8 2.3 3.1
蛸の浜町 50.4 42.6 3.7 2.6 蛸の浜町 53.4 44.0 0.7 1.2
日立浜町 42.9 36.2 7.8 9.1 日立浜町 48.2 41.7 2.6 3.5
藤原 34.3 28.9 16.9 19.0 藤原 46.1 41.5 5.1 6.4
小山田 38.0 32.1 12.7 16.3 小山田 46.0 42.3 4.7 6.1
高浜 43.8 37.0 8.1 9.4 高浜 49.2 42.8 2.7 3.7
金浜 48.8 41.2 4.8 5.2 金浜 52.1 44.1 1.6 2.3
津軽石 47.4 40.0 5.9 5.3 津軽石 51.9 43.2 1.4 2.1
赤前 47.6 40.1 6.8 5.2 赤前 53.2 43.5 1.2 1.8
磯鶏西 37.5 31.6 14.7 16.1 磯鶏西 48.0 42.3 4.3 5.5
上村 34.5 29.1 16.0 19.9 上村 44.9 41.9 5.6 7.1
磯鶏石崎 31.3 26.4 18.1 22.3 磯鶏石崎 43.1 40.9 6.3 7.9
磯鶏沖 35.2 29.7 15.6 18.2 磯鶏沖 45.8 41.5 5.0 6.3
実田 24.4 20.5 26.1 29.0 実田 42.9 40.2 7.6 9.3
磯鶏 25.9 21.8 21.7 28.9 磯鶏 39.3 40.4 8.3 10.3
田老 48.2 40.6 6.1 4.5 田老 53.2 43.6 1.0 1.6
盛町 37.5 31.2 9.7 21.3 盛町 43.2 39.9 4.0 12.5
大船渡町 35.6 29.6 13.9 19.9 大船渡町 45.1 39.6 4.4 9.9
末崎町 51.4 42.7 3.1 2.5 末崎町 53.2 43.7 1.3 1.5
赤崎町 43.2 35.9 9.0 11.8 赤崎町 49.2 41.7 2.9 5.9
三陸町越喜来 32.2 26.7 10.0 30.5 三陸町越喜来 37.2 38.2 5.0 19.0
三陸町綾里 51.5 42.7 3.1 2.2 三陸町綾里 53.4 43.7 1.2 1.2
三陸町吉浜 50.4 41.9 3.8 2.5 三陸町吉浜 52.8 43.2 1.4 1.1
竹駒町 52.8 42.7 2.9 0.9 竹駒町 55.1 42.9 0.6 0.7
気仙町 48.7 39.5 5.3 5.8 気仙町 52.5 41.9 1.6 3.4
高田町 36.5 29.6 15.5 17.1 高田町 48.3 37.9 3.8 8.8
米崎町 48.9 39.6 7.8 3.1 米崎町 55.8 41.4 0.9 1.3
小友町 53.3 43.1 2.0 0.7 小友町 54.7 43.0 0.5 0.7
広田町 53.9 43.6 1.5 0.5 広田町 54.9 43.5 0.5 0.7
東前町 51.4 35.4 6.3 3.3 東前町 53.3 36.3 4.4 2.4
浜町 39.1 26.8 19.1 10.1 浜町 44.8 30.4 13.3 6.6
只越町 37.1 25.3 23.5 12.5 只越町 43.9 29.6 16.7 8.2
大只越町 36.4 25.0 24.0 12.7 大只越町 45.6 30.4 14.8 7.3
大町 29.4 20.1 32.4 17.3 大町 37.1 25.3 24.8 12.2
大渡町 33.7 22.9 27.2 14.5 大渡町 41.5 28.0 19.3 9.4
松原町 35.7 24.4 25.2 13.3 松原町 46.3 30.6 14.6 7.1
嬉石町 31.5 21.6 30.3 16.3 嬉石町 37.0 25.6 24.8 12.3
大字平田 42.7 29.3 17.7 9.4 大字平田 47.2 32.1 13.2 6.6
唐丹町 57.1 39.4 2.2 1.2 唐丹町 57.0 39.1 2.3 1.4
千鳥町 29.8 20.4 32.1 17.0 千鳥町 42.9 28.2 18.9 9.2
中妻町 29.2 19.9 31.1 16.6 中妻町 37.3 25.2 23.0 11.2
上中島町 28.2 19.1 34.3 18.4 上中島町 35.5 24.3 27.0 13.2
鵜住居町 43.2 29.7 17.2 9.1 鵜住居町 50.3 33.7 10.1 5.0
片岸町 42.7 29.4 17.4 9.2 片岸町 49.2 33.1 11.0 5.5
箱崎町 57.3 39.4 1.3 0.7 箱崎町 56.1 38.6 2.4 1.5
両石町 55.2 38.0 4.2 2.2 両石町 56.9 38.7 2.5 1.5

単位：％
注：100世帯未満の大字及び内陸部の大字は表示を省略
注：間借りは表示を省略
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表頭： 所有区分別 1 持家*S55以前 構造別 1 木造*S55以前
2 持家*S56以降 2 木造*S56以降
3 借家*S55以前 3 非木造*S55以前
4 借家*S56以降 4 非木造*S56以降

1 2 3 4 5 6 7 8 9 total

向町 13.6 26.0 16.9 0.0 24.0 14.9 1.8 0.0 2.9 100.0
大通 16.6 29.0 14.8 0.6 23.2 12.2 1.2 1.0 1.3 100.0
宮町 9.6 21.0 4.9 0.1 36.4 25.4 1.1 0.6 0.9 100.0
南町 12.8 25.5 6.7 0.3 31.0 21.2 1.1 0.9 0.6 100.0
舘合町 13.2 35.8 14.9 0.7 16.2 14.4 1.1 1.1 2.7 100.0
鴨崎町 15.6 36.0 10.7 0.0 17.0 18.0 0.8 0.0 1.7 100.0
和見町 14.2 27.9 8.2 0.4 29.7 15.9 0.8 0.7 2.2 100.0
西町 12.8 24.3 11.0 0.3 29.6 18.1 1.7 0.8 1.5 100.0
泉町 11.1 35.5 9.3 0.1 19.5 22.0 1.0 0.2 1.3 100.0
保久田 15.0 24.2 8.2 0.3 32.6 17.4 1.1 0.8 0.5 100.0
緑ケ丘 14.0 35.8 15.1 0.2 19.7 13.8 1.0 0.3 0.0 100.0
黒田町 15.6 32.0 10.6 0.8 20.9 13.9 0.9 1.4 3.8 100.0
築地 18.8 39.8 14.5 0.0 14.3 9.1 0.7 0.0 2.7 100.0
愛宕 23.9 44.3 15.5 0.0 8.8 5.0 0.3 0.0 2.2 100.0
鍬ケ崎上町 26.0 37.4 16.9 0.0 11.1 5.6 0.4 0.0 2.5 100.0
鍬ケ崎下町 16.6 44.9 16.0 0.0 9.6 9.3 0.6 0.0 2.9 100.0
蛸の浜町 23.5 46.9 21.6 1.3 3.2 2.3 0.2 0.2 0.8 100.0
日立浜町 22.2 39.1 17.5 0.0 10.3 6.3 0.5 0.0 3.9 100.0
藤原 15.0 31.6 16.8 0.2 20.5 13.4 1.4 0.3 1.0 100.0
小山田 10.9 43.6 14.8 0.5 11.9 15.6 1.0 0.7 0.9 100.0
高浜 12.0 44.5 24.1 0.2 8.6 8.2 0.6 0.1 1.6 100.0
金浜 11.3 54.0 24.0 0.7 3.5 5.9 0.5 0.3 0.0 100.0
津軽石 12.5 49.0 25.7 0.2 4.5 6.0 0.5 0.1 1.4 100.0
赤前 17.1 45.8 24.8 0.0 5.0 6.5 0.6 0.0 0.3 100.0
磯鶏西 9.8 40.8 18.4 0.0 12.4 17.1 1.5 0.0 0.0 100.0
上村 10.0 37.7 15.8 0.0 16.7 18.1 1.2 0.0 0.5 100.0
磯鶏石崎 56.6 0.2 0.0 0.0 8.9 28.5 3.9 0.0 1.9 100.0
磯鶏沖 63.4 0.4 0.1 0.0 7.4 21.6 5.8 0.0 1.4 100.0
実田 44.8 0.1 0.0 0.0 19.7 34.5 0.9 0.0 0.0 100.0
磯鶏 44.7 0.1 0.1 0.0 8.4 16.4 28.7 0.0 1.6 100.0
田老 88.9 0.2 0.0 0.0 4.2 5.2 0.8 0.0 0.6 100.0
盛町 15.7 36.7 16.0 0.2 20.3 9.9 0.5 0.2 0.4 100.0
大船渡町 10.0 35.2 19.5 0.3 18.2 14.6 0.9 0.3 1.0 100.0
末崎町 13.3 48.0 32.4 0.3 2.9 2.5 0.2 0.1 0.3 100.0
赤崎町 11.6 37.3 29.9 0.2 10.9 9.1 0.8 0.1 0.2 100.0
三陸町越喜来 16.9 21.7 20.8 0.0 29.9 9.1 1.0 0.0 0.7 100.0
三陸町綾里 9.4 41.3 43.1 0.0 2.7 2.7 0.3 0.0 0.5 100.0
三陸町吉浜 12.3 40.4 39.4 0.0 3.3 2.9 0.3 0.0 1.4 100.0
竹駒町 15.7 47.0 32.6 0.2 1.5 2.1 0.1 0.0 0.8 100.0
気仙町 13.8 36.7 37.7 0.1 5.1 5.6 0.4 0.0 0.7 100.0
高田町 12.1 35.4 18.4 0.1 14.5 17.3 0.7 0.1 1.3 100.0
米崎町 12.7 46.0 29.7 0.2 4.3 6.2 0.3 0.0 0.6 100.0
小友町 12.9 44.0 39.4 0.0 1.1 1.5 0.1 0.0 1.0 100.0
広田町 11.6 41.7 43.8 0.4 0.8 1.2 0.1 0.0 0.4 100.0
東前町 20.4 50.5 15.9 0.0 4.4 4.9 0.3 0.0 3.6 100.0
浜町 18.0 36.9 10.7 0.4 13.9 14.1 0.8 0.3 4.9 100.0
只越町 17.4 32.1 12.4 0.2 19.5 15.6 1.2 0.1 1.6 100.0
大只越町 15.3 34.1 12.1 0.0 17.2 18.2 1.1 0.0 1.9 100.0
大町 14.3 25.4 10.0 0.0 26.0 22.0 1.6 0.0 0.7 100.0
大渡町 16.7 28.1 11.7 0.2 24.0 16.1 1.3 0.2 1.8 100.0
松原町 20.2 32.4 8.0 0.5 21.4 15.2 0.7 0.4 1.4 100.0
嬉石町 10.4 29.4 13.9 0.0 15.5 28.4 2.1 0.0 0.3 100.0
大字平田 12.3 44.7 14.9 0.1 8.8 17.3 0.9 0.1 0.9 100.0
唐丹町 18.0 49.6 28.8 0.0 1.4 1.7 0.2 0.0 0.1 100.0
千鳥町 15.5 24.8 10.1 0.0 29.7 18.1 1.1 0.0 0.7 100.0
中妻町 13.3 24.5 11.0 0.1 26.1 19.9 1.6 0.2 3.2 100.0
上中島町 8.2 30.4 8.0 0.0 17.8 34.0 1.5 0.0 0.0 100.0
鵜住居町 71.9 0.6 0.0 0.0 6.9 10.3 9.4 0.0 0.8 100.0
片岸町 71.1 0.5 0.0 0.0 6.5 4.4 16.3 0.0 1.2 100.0
箱崎町 94.8 2.1 0.0 0.0 0.6 1.2 0.0 0.0 1.4 100.0
両石町 92.6 1.0 0.0 0.0 3.3 2.7 0.0 0.0 0.4 100.0

単位：％
注：100世帯未満の大字及び内陸部の大字は表示を省略

宮
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市

大
船
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表頭： 1 持家*単身世帯 2 持家*核家族世帯 3 持家*その他の親族世帯 4 持家*非親族世帯
5 借家*単身世帯 6 借家*核家族世帯 7 借家*その他の親族世帯 8 借家*非親族世帯
9 間借り
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層が、他の地区に比べて高い水準にある。 

世帯主年齢とあわせてみると、高齢単身持家世帯

（「持家×単身世帯×世帯主年齢65歳以上」）の割合が

10％に満たない地区が多いなか、宮古市田老56.9％、

釜石市鵜住居町53.0％、片岸町52.4％、箱崎町69.8％、

両石町68.2％ではその割合が極めて高い。借家では、

宮古市宮町、南町、保久田、大船渡市三陸町越喜来

で、単身借家世帯が30％以上を占めるが、その多く

は若年（世帯主年齢35歳未満）及び中年（世帯主年

齢35歳以上65歳未満）で占められている。釜石市で

は、他の3市に比べると、高齢単身世帯と高齢核家族

世帯の割合が高い地区が存在する。 
 
表５ 所有関係別家族類型別世帯主年齢別世帯割合（推計値） 

 

 

(2) 世帯年収 

 年収300万円未満の単身持家世帯（「持家×単身世

帯×世帯年収300万円未満」）は、宮古市磯鶏沖52.1％、

田老73.0％、釜石市鵜住居町63.1％、片岸町62.4％、

箱崎町83.1％、両石町81.2％と、他の地区に比べて

大幅に高い。先述の所有関係別家族類型別世帯主年

齢別世帯割合の推計結果を踏まえると、これらの世

帯のほとんどは世帯主年齢65歳以上の高齢世帯であ

るといえる。 

年収300万円未満の単身借家世帯（「借家×単身世

帯×世帯年収300万円未満」）については、宮古市宮

町、南町、保久田で20％を超え、他の地区よりも高

い水準にある。これらの地区の年収300万円未満の単

身借家世帯には若年又は中年の単身世帯が多く含ま

れると考えられる。 
 

表６ 所有関係別家族類型別年収別世帯割合（推計値） 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

向町 0.1 4.8 8.7 14.0 11.6 11.5 4.5 7.4 12.0 4.6 4.1 9.2 1.6
大通 0.1 5.8 10.6 14.5 14.1 10.1 3.9 7.1 11.6 4.5 3.2 7.6 1.4
宮町 0.1 3.4 6.1 11.1 9.6 3.3 1.3 11.2 18.2 7.0 6.8 15.8 2.8
南町 0.1 4.5 8.2 13.7 11.3 4.6 1.8 9.5 15.5 6.0 5.8 13.2 2.2
舘合町 0.1 4.7 8.5 19.1 16.1 10.2 3.9 5.0 8.1 3.1 3.9 8.9 1.5
鴨崎町 0.1 5.5 10.0 19.4 15.9 7.3 2.8 5.2 8.5 3.3 5.0 11.2 1.8
和見町 0.1 5.0 9.1 14.8 12.7 5.6 2.2 9.1 14.8 5.7 4.3 9.9 1.7
西町 0.1 4.5 8.2 12.2 11.7 7.6 2.9 9.1 14.8 5.7 4.7 11.3 2.1
泉町 0.1 3.9 7.1 20.2 14.6 6.4 2.5 6.0 9.8 3.8 6.2 13.6 2.1
保久田 0.1 5.3 9.6 13.2 10.5 5.6 2.2 10.0 16.3 6.3 4.8 10.8 1.8
緑ケ丘 0.1 4.9 9.0 18.3 17.0 10.3 4.0 6.0 9.8 3.8 3.6 8.6 1.6
黒田町 0.1 5.5 10.0 16.3 15.2 7.3 2.8 6.4 10.4 4.0 3.7 8.7 1.6
築地 0.1 6.6 12.0 19.4 19.8 9.9 3.8 4.4 7.2 2.8 2.3 5.7 1.1
愛宕 0.2 8.4 15.3 23.0 20.6 10.6 4.1 2.7 4.4 1.7 1.3 3.1 0.6
鍬ケ崎上町 0.2 9.2 16.6 21.4 15.3 11.6 4.5 3.4 5.6 2.1 1.6 3.5 0.5
鍬ケ崎下町 0.1 5.8 10.6 24.8 19.2 11.0 4.2 3.0 4.8 1.9 2.6 5.8 0.9
蛸の浜町 0.2 8.3 15.1 26.3 19.6 14.8 5.7 1.0 1.6 0.6 0.7 1.4 0.2
日立浜町 0.2 7.8 14.2 20.9 17.6 12.0 4.6 3.2 5.2 2.0 1.7 3.9 0.7
藤原 0.1 5.3 9.6 16.2 14.8 11.5 4.4 6.3 10.2 3.9 3.5 8.4 1.5
小山田 0.1 3.8 7.0 23.6 19.1 10.2 3.9 3.7 6.0 2.3 4.3 9.7 1.6
高浜 0.1 4.2 7.7 22.5 21.2 16.5 6.4 2.7 4.3 1.7 2.1 5.1 0.9
金浜 0.1 4.0 7.3 28.5 24.5 16.4 6.3 1.1 1.7 0.7 1.6 3.6 0.6
津軽石 0.1 4.4 8.0 26.7 21.4 17.6 6.8 1.4 2.3 0.9 1.7 3.7 0.6
赤前 0.1 6.0 10.9 24.6 20.3 17.0 6.6 1.5 2.5 1.0 1.8 4.0 0.7
磯鶏西 0.1 3.5 6.3 21.8 18.2 12.6 4.9 3.8 6.2 2.4 4.7 10.7 1.8
上村 0.1 3.5 6.4 21.1 15.8 10.8 4.2 5.1 8.3 3.2 5.1 11.2 1.8
磯鶏石崎 0.4 19.9 36.3 0.1 0.1 0.0 0.0 2.7 4.5 1.7 8.7 17.5 2.3
磯鶏沖 0.5 22.3 40.6 0.2 0.2 0.0 0.0 2.3 3.7 1.4 6.2 13.4 2.0
実田 0.3 15.8 28.7 0.1 0.0 0.0 0.0 6.0 9.8 3.8 10.8 21.1 2.6
磯鶏 0.3 15.7 28.6 0.1 0.1 0.1 0.0 2.6 4.2 1.6 5.0 10.1 1.3
田老 0.6 31.3 56.9 0.1 0.1 0.0 0.0 1.3 2.1 0.8 1.0 3.3 0.9
盛町 0.0 5.4 10.3 21.0 15.1 12.2 3.3 9.2 8.9 2.2 2.9 6.1 1.0
大船渡町 0.0 3.4 6.6 20.2 14.4 14.9 4.0 8.3 8.0 2.0 4.3 9.0 1.4
末崎町 0.0 4.5 8.7 28.7 18.4 24.8 6.7 1.3 1.3 0.3 0.7 1.5 0.2
赤崎町 0.0 3.9 7.6 21.9 14.8 22.8 6.1 4.9 4.8 1.2 2.7 5.6 0.8
三陸町越喜来 0.0 5.8 11.1 12.8 8.5 15.9 4.3 13.5 13.1 3.3 2.7 5.6 0.8
三陸町綾里 0.0 3.2 6.2 24.9 15.6 33.0 8.9 1.2 1.2 0.3 0.8 1.7 0.2
三陸町吉浜 0.0 4.2 8.1 24.2 15.5 30.1 8.1 1.5 1.5 0.4 0.9 1.8 0.2
竹駒町 0.1 4.5 11.0 21.7 23.9 20.9 11.0 0.3 0.9 0.4 0.6 1.3 0.2
気仙町 0.1 4.0 9.7 17.8 17.7 24.1 12.7 0.8 3.0 1.2 1.6 3.6 0.4
高田町 0.1 3.5 8.5 16.1 18.3 11.8 6.2 2.4 8.7 3.4 4.8 11.0 1.5
米崎町 0.1 3.7 9.0 21.8 22.8 19.0 10.0 0.7 2.6 1.0 1.8 4.0 0.5
小友町 0.1 3.7 9.1 20.4 22.3 25.2 13.3 0.2 0.6 0.3 0.4 1.0 0.1
広田町 0.1 3.3 8.2 19.6 20.8 28.1 14.8 0.1 0.5 0.2 0.3 0.7 0.1
東前町 0.1 5.3 15.0 20.7 28.5 10.8 4.5 1.0 2.1 1.3 1.1 2.8 1.0
浜町 0.1 4.7 13.2 14.8 21.2 7.3 3.0 3.2 6.6 4.2 3.0 8.1 2.9
只越町 0.1 4.5 12.8 13.3 18.0 8.5 3.5 4.5 9.2 5.8 3.4 9.1 3.1
大只越町 0.1 4.0 11.3 14.6 18.4 8.3 3.5 3.9 8.1 5.1 4.0 10.9 3.4
大町 0.1 3.7 10.6 9.9 14.9 6.8 2.9 6.0 12.2 7.8 4.7 12.5 4.7
大渡町 0.1 4.3 12.3 11.0 16.4 8.0 3.3 5.5 11.3 7.2 3.5 9.1 3.5
松原町 0.1 5.2 14.8 13.4 18.1 5.4 2.3 4.9 10.1 6.4 3.3 8.9 3.0
嬉石町 0.0 2.7 7.7 12.4 16.2 9.5 4.0 3.5 7.3 4.6 6.2 16.9 5.3
大字平田 0.1 3.2 9.1 19.6 23.7 10.2 4.3 2.0 4.1 2.6 3.8 10.4 3.0
唐丹町 0.1 4.7 13.3 21.3 26.8 19.7 8.2 0.3 0.7 0.4 0.4 1.0 0.3
千鳥町 0.1 4.0 11.4 10.9 13.1 6.9 2.9 6.8 14.0 8.9 4.0 10.9 3.2
中妻町 0.1 3.5 9.8 10.4 13.4 7.5 3.2 6.0 12.3 7.8 4.3 11.8 3.7
上中島町 0.0 2.1 6.1 14.0 15.4 5.5 2.3 4.1 8.4 5.3 7.5 20.9 5.5
鵜住居町 0.3 18.7 53.0 0.2 0.4 0.0 0.0 1.6 3.3 2.1 2.2 5.6 2.5
片岸町 0.3 18.5 52.4 0.1 0.3 0.0 0.0 1.5 3.0 1.9 0.8 1.8 1.7
箱崎町 0.4 24.6 69.8 0.6 1.5 0.0 0.0 0.1 0.3 0.2 0.2 0.6 0.4
両石町 0.4 24.0 68.2 0.3 0.7 0.0 0.0 0.8 1.6 1.0 0.5 1.1 1.0

単位：％
注：100世帯未満の大字及び内陸部の大字は表示を省略
注：核家族世帯には夫婦のみ世帯を含む
注：借家*その他の親族世帯、非親族世帯、間借りは表示を省略
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表頭： 1 持家*単身*35歳未満 2 持家*単身*35～65歳未満
3 持家*単身*65歳以上 4 持家*核家族世帯*35～65歳未満
5 持家*核家族世帯*65歳以上 6 持家*その他の親族世帯*35～65歳未満
7 持家*その他の親族世帯*65歳以上 8 借家*単身*35歳未満
9 借家*単身*35～65歳未満 10 借家*単身*65歳以上

11 借家*核家族世帯*35歳未満 12 借家*核家族世帯*35～65歳未満
13 借家*核家族世帯*65歳以上

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

向町 11.2 2.4 12.3 13.7 5.0 11.9 15.7 8.2 6.8 8.1 0.7 1.1
大通 13.6 3.0 13.7 15.3 4.4 10.4 15.2 8.0 5.6 6.7 0.5 0.7
宮町 7.9 1.7 9.9 11.1 1.4 3.4 23.9 12.5 11.6 13.8 0.4 0.7
南町 10.5 2.3 12.0 13.5 2.0 4.7 20.3 10.7 9.6 11.6 0.4 0.6
舘合町 10.9 2.4 16.9 18.9 4.4 10.5 10.6 5.6 6.5 7.8 0.4 0.7
鴨崎町 12.8 2.8 17.0 19.0 3.2 7.5 11.2 5.9 8.2 9.8 0.3 0.5
和見町 11.7 2.5 13.2 14.7 2.4 5.8 19.5 10.2 7.2 8.7 0.3 0.5
西町 10.5 2.3 11.5 12.8 3.3 7.8 19.4 10.2 8.2 9.9 0.7 1.0
泉町 9.1 2.0 16.8 18.7 2.8 6.6 12.8 6.7 10.0 12.0 0.4 0.6
保久田 12.3 2.7 11.4 12.8 2.4 5.8 21.4 11.2 7.9 9.5 0.4 0.6
緑ケ丘 11.5 2.5 16.9 18.9 4.5 10.6 12.9 6.8 6.3 7.5 0.4 0.6
黒田町 12.8 2.8 15.1 16.9 3.1 7.5 13.7 7.2 6.3 7.6 0.4 0.6
築地 15.4 3.4 18.8 21.0 4.3 10.2 9.4 4.9 4.2 5.0 0.3 0.4
愛宕 19.6 4.3 20.9 23.4 4.6 10.9 5.8 3.0 2.3 2.7 0.1 0.2
鍬ケ崎上町 21.3 4.6 17.7 19.8 5.0 11.9 7.3 3.8 2.6 3.1 0.2 0.3
鍬ケ崎下町 13.6 3.0 21.2 23.7 4.7 11.3 6.3 3.3 4.3 5.1 0.3 0.4
蛸の浜町 19.3 4.2 22.1 24.8 6.4 15.2 2.1 1.1 1.1 1.3 0.1 0.1
日立浜町 18.2 4.0 18.5 20.7 5.2 12.4 6.8 3.6 2.9 3.4 0.2 0.3
藤原 12.3 2.7 14.9 16.7 5.0 11.8 13.4 7.0 6.1 7.3 0.6 0.8
小山田 9.0 1.9 20.6 23.0 4.4 10.4 7.8 4.1 7.1 8.5 0.4 0.6
高浜 9.9 2.1 21.0 23.5 7.1 17.0 5.7 3.0 3.7 4.5 0.2 0.4
金浜 9.3 2.0 25.5 28.5 7.1 16.9 2.3 1.2 2.7 3.2 0.2 0.3
津軽石 10.3 2.2 23.1 25.9 7.6 18.1 3.0 1.5 2.7 3.3 0.2 0.3
赤前 14.0 3.1 21.6 24.2 7.4 17.5 3.3 1.7 3.0 3.5 0.2 0.3
磯鶏西 8.1 1.8 19.3 21.6 5.4 12.9 8.1 4.3 7.8 9.3 0.6 0.9
上村 8.2 1.8 17.8 19.9 4.7 11.2 11.0 5.7 8.3 9.9 0.5 0.7
磯鶏石崎 46.5 10.1 0.1 0.1 0.0 0.0 5.9 3.1 13.0 15.5 1.5 2.3
磯鶏沖 52.1 11.3 0.2 0.2 0.0 0.0 4.8 2.5 9.8 11.8 2.3 3.5
実田 36.8 8.0 0.0 0.0 0.0 0.0 12.9 6.8 15.7 18.8 0.4 0.5
磯鶏 36.7 8.0 0.1 0.1 0.0 0.1 5.5 2.9 7.5 8.9 11.5 17.2
田老 73.0 15.9 0.1 0.1 0.0 0.0 2.8 1.5 2.4 2.8 0.3 0.5
盛町 13.6 2.1 14.7 22.1 2.0 14.0 13.4 6.9 3.8 6.2 0.1 0.4
大船渡町 8.7 1.3 14.1 21.1 2.4 17.0 12.1 6.2 5.6 9.1 0.2 0.6
末崎町 11.5 1.8 19.2 28.8 4.1 28.3 1.9 1.0 0.9 1.5 0.0 0.1
赤崎町 10.0 1.6 14.9 22.4 3.8 26.1 7.2 3.7 3.5 5.6 0.2 0.6
三陸町越喜来 14.6 2.3 8.7 13.0 2.6 18.2 19.7 10.1 3.5 5.6 0.2 0.7
三陸町綾里 8.2 1.3 16.5 24.8 5.4 37.7 1.8 0.9 1.0 1.7 0.1 0.2
三陸町吉浜 10.7 1.7 16.2 24.3 4.9 34.4 2.2 1.1 1.1 1.8 0.1 0.2
竹駒町 12.7 2.9 22.4 24.6 8.0 24.6 1.2 0.3 1.1 1.1 0.0 0.1
気仙町 11.2 2.6 17.4 19.2 9.3 28.4 4.0 1.0 2.8 2.8 0.1 0.3
高田町 9.8 2.3 16.8 18.6 4.5 13.9 11.5 3.0 8.6 8.6 0.2 0.4
米崎町 10.4 2.4 21.9 24.1 7.3 22.4 3.4 0.9 3.1 3.1 0.1 0.2
小友町 10.5 2.4 20.9 23.1 9.7 29.7 0.9 0.2 0.8 0.8 0.0 0.1
広田町 9.5 2.2 19.8 21.8 10.8 33.0 0.7 0.2 0.6 0.6 0.0 0.1
東前町 17.9 2.5 23.6 26.9 3.2 12.6 2.6 1.8 2.2 2.7 0.2 0.1
浜町 15.8 2.2 17.3 19.7 2.2 8.5 8.2 5.7 6.4 7.6 0.4 0.3
只越町 15.3 2.1 15.0 17.1 2.5 9.9 11.5 8.0 7.1 8.5 0.7 0.5
大只越町 13.4 1.9 15.9 18.1 2.5 9.7 10.1 7.0 8.3 9.9 0.7 0.5
大町 12.6 1.8 11.9 13.5 2.0 7.9 15.3 10.7 10.1 12.0 0.9 0.7
大渡町 14.7 2.1 13.1 14.9 2.4 9.3 14.1 9.8 7.4 8.7 0.8 0.5
松原町 17.7 2.5 15.1 17.2 1.6 6.3 12.6 8.8 6.9 8.2 0.4 0.3
嬉石町 9.1 1.3 13.8 15.7 2.8 11.1 9.1 6.3 13.0 15.4 1.3 0.9
大字平田 10.8 1.5 20.9 23.8 3.0 11.9 5.2 3.6 7.9 9.4 0.5 0.4
唐丹町 15.8 2.2 23.2 26.4 5.9 22.9 0.9 0.6 0.8 0.9 0.1 0.1
千鳥町 13.6 1.9 11.6 13.2 2.1 8.0 17.5 12.2 8.3 9.8 0.7 0.5
中妻町 11.7 1.6 11.5 13.0 2.2 8.8 15.4 10.7 9.1 10.8 0.9 0.7
上中島町 7.2 1.0 14.2 16.2 1.6 6.4 10.5 7.3 15.5 18.4 0.9 0.6
鵜住居町 63.1 8.8 0.3 0.3 0.0 0.0 4.1 2.8 4.7 5.6 5.5 3.9
片岸町 62.4 8.7 0.2 0.3 0.0 0.0 3.8 2.7 2.0 2.4 9.6 6.7
箱崎町 83.1 11.6 1.0 1.1 0.0 0.0 0.4 0.2 0.6 0.7 0.0 0.0
両石町 81.2 11.4 0.5 0.5 0.0 0.0 2.0 1.4 1.2 1.5 0.0 0.0

単位：％
注：100世帯未満の大字及び内陸部の大字は表示を省略
注：非親族世帯、間借りは表示を省略
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表頭： 1 持家*単身世帯*300万円未満 2 持家*単身世帯*300万円以上
3 持家*核家族世帯*300万円未満 4 持家*核家族世帯*300万円以上
5 持家*その他の親族世帯*300万円未満 6 持家*その他の親族世帯*300万円以上
7 借家*単身世帯*300万円未満 8 借家*単身世帯*300万円以上
9 借家*核家族世帯*300万円未満 10 借家*核家族世帯*300万円以上

11 借家*その他の親族世帯*300万円未満 12 借家*その他の親族世帯*300万円以上
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表７ 世帯年収別世帯割合（推計値） 

 

 

４．大船渡市における住宅被災世帯の推定 

4.1.住宅被災世帯の算出方法 

大船渡市の建物被害データによると、平成23年6

月時点で、全壊と大規模半壊をあわせた棟数は3,671

棟である。なお、総務省消防庁の調査(7)では、平成

24年3月11日時点で全壊が3,629棟とされている。 

本研究では、大船渡市をケーススタディに、大船

渡市の建物被害データを用い、表10に示す手順で住

宅被災世帯を推計した。 
 

表８ 用途別構造別住宅被害棟数（大船渡市） 

 

表９ 大字別用途別全壊・大規模半壊棟数（大船渡市） 

 
 

表10 住宅被災世帯の推定の流れ 

大船渡市建物被害データについて 

建物用途：専用住宅、共同住宅、店舗、事務所、工場、 

     倉庫、その他 

建物構造：木造、Ｓ造、ＲＣ造、その他、不明 

被災区分：全壊、大規模半壊、床上浸水、床下浸水 
 

住宅被災世帯推定にあたって 

○対象とする被災区分：全壊、大規模半壊 

○対象とする用途：専用住宅、共同住宅 

・建物用途「店舗」については、データからは併用住

宅か否か判断できないため、本ケーススタディでは

除外した。 

・国勢調査小地域集計から、大船渡市の長屋建に居住

する世帯は住宅に住む一般世帯の5％にも満たない

ことから、本ケーススタディでは専用住宅は全て一

戸建と仮定して計算した。 

○構造については木造と非木造（Ｓ造、ＲＣ造、その

他）に区分した。なお、構造が不明とされる住宅に

ついては、本ケーススタディでは木造として扱った。 
 

１．住宅被災戸数の算出 

○棟数には付属建築物等も含まれることから、本体被

災比率0.95と仮定し、これを被災建物棟数に乗じ、

被災住宅棟数を算出する。 

○上記により大字ごとの建て方別（一戸建、共同住宅）

構造別被災区分別棟数が得られるため、これに１棟

あたり住宅数を乗じて、被災戸数を算出する。 

 専用住宅（一戸建）:1棟=1戸 

 共同住宅:木造1棟=6.99戸、非木造1棟=10.24戸（住調） 
 

２．住宅被災世帯数の算出 

○被災住宅のなかには空家等居住世帯の存在しない住

宅が存在するため、住宅・土地統計調査から、（居住

世帯ありの住宅／住宅総数）を求め、これを居住世

帯比率とし、住宅被災戸数に乗じて、住宅被災世帯

数を算出する。 

・大船渡市には、甚大な被災を受けた大船渡湾沿岸エ

リアに人口集中地区を有することから、人口集中地

区の居住世帯比率を考慮した。 

 a.大船渡市の(居住世帯ありの住宅/住宅総数)=0.879 

 b.人口集中地区※の(居住世帯ありの住宅/住宅総数)=0.835 

  ※県内の人口集中地区の合算値のみ既知 

 居住世帯比率：上記aとbの平均：0.857 

持家*300
万円未満

借家*300
万円未満

単身世帯
*300万円
未満

核家族世
帯*300万
円未満

その他の親
族世帯*300
万円未満

非親族世
帯*300万
円未満

向町 28.5 23.2 26.9 19.1 5.7 0.0 51.7
大通 32.0 22.2 28.9 19.2 4.9 1.2 54.2
宮町 19.3 36.4 31.8 21.5 1.9 0.5 55.7
南町 24.7 31.2 30.9 21.7 2.4 0.9 55.9
舘合町 32.5 18.5 21.5 23.4 4.9 1.3 51.0
鴨崎町 33.0 19.7 24.0 25.2 3.5 0.0 52.7
和見町 27.5 27.6 31.1 20.4 2.7 0.8 55.1
西町 25.3 29.0 29.9 19.7 3.9 0.8 54.4
泉町 28.7 23.4 21.9 26.8 3.2 0.2 52.1
保久田 26.3 30.4 33.7 19.3 2.9 0.8 56.7
緑ケ丘 33.0 19.9 24.4 23.2 4.9 0.4 52.9
黒田町 31.5 21.7 26.5 21.4 3.5 1.7 53.1
築地 38.5 13.8 24.8 23.0 4.6 0.0 52.4
愛宕 45.1 8.2 25.4 23.2 4.7 0.0 53.3
鍬ケ崎上町 44.0 10.0 28.6 20.2 5.2 0.0 54.0
鍬ケ崎下町 39.5 10.8 19.9 25.4 5.0 0.0 50.4
蛸の浜町 48.4 3.5 21.4 23.2 6.5 0.8 51.9
日立浜町 41.9 9.9 25.0 21.3 5.4 0.0 51.8
藤原 32.3 20.3 25.7 21.0 5.5 0.3 52.6
小山田 34.2 15.9 16.8 27.7 4.8 0.9 50.1
高浜 38.1 9.7 15.5 24.7 7.4 0.2 47.8
金浜 42.2 5.4 11.6 28.1 7.3 0.5 47.5
津軽石 41.1 6.0 13.2 25.9 7.8 0.2 47.1
赤前 43.0 6.4 17.3 24.6 7.6 0.0 49.4
磯鶏西 32.8 16.5 16.2 27.1 6.0 0.0 49.3
上村 30.6 19.7 19.1 26.0 5.2 0.0 50.3
磯鶏石崎 46.6 20.4 52.3 13.1 1.6 0.0 67.0
磯鶏沖 52.3 17.0 56.9 10.0 2.3 0.0 69.3
実田 36.8 29.0 49.7 15.7 0.4 0.0 65.8
磯鶏 36.8 24.4 42.2 7.5 11.5 0.0 61.2
田老 73.1 5.5 75.8 2.4 0.3 0.0 78.6
盛町 30.4 17.5 27.0 18.5 2.1 0.3 47.9
大船渡町 25.3 18.2 20.7 19.6 2.7 0.4 43.4
末崎町 34.9 3.0 13.4 20.1 4.1 0.2 37.9
赤崎町 28.7 10.9 17.2 18.4 3.9 0.2 39.7
三陸町越喜来 25.9 23.4 34.3 12.1 2.9 0.0 49.3
三陸町綾里 30.1 2.9 10.0 17.5 5.5 0.0 33.0
三陸町吉浜 31.8 3.4 12.9 17.3 5.0 0.0 35.1
竹駒町 43.3 2.3 13.9 23.4 8.1 0.2 45.7
気仙町 38.0 7.0 15.2 20.3 9.4 0.1 45.0
高田町 31.3 20.5 21.3 25.5 4.8 0.2 51.8
米崎町 39.7 6.6 13.8 25.0 7.4 0.2 46.4
小友町 41.1 1.6 11.3 21.7 9.7 0.0 42.8
広田町 40.5 1.3 10.1 20.4 10.8 0.4 41.7
東前町 44.7 5.0 20.5 25.8 3.4 0.0 49.8
浜町 35.4 15.1 24.0 23.7 2.6 0.2 50.5
只越町 32.9 19.3 26.7 22.1 3.2 0.1 52.2
大只越町 31.8 19.1 23.6 24.3 3.1 0.0 51.0
大町 26.5 26.3 27.9 21.9 3.0 0.0 52.8
大渡町 30.3 22.3 28.8 20.5 3.2 0.1 52.6
松原町 34.7 20.0 30.3 22.1 2.1 0.2 54.6
嬉石町 25.7 23.3 18.2 26.7 4.1 0.0 49.1
大字平田 34.8 13.6 16.0 28.8 3.6 0.1 48.4
唐丹町 44.9 1.8 16.7 24.0 6.0 0.0 46.7
千鳥町 27.3 26.4 31.1 19.9 2.7 0.0 53.7
中妻町 25.4 25.4 27.1 20.5 3.2 0.1 50.9
上中島町 23.1 26.9 17.7 29.7 2.5 0.0 50.0
鵜住居町 63.4 14.3 67.2 5.0 5.5 0.0 77.7
片岸町 62.6 15.4 66.2 2.2 9.6 0.0 78.0
箱崎町 84.1 0.9 83.5 1.5 0.0 0.0 85.0
両石町 81.7 3.2 83.2 1.7 0.0 0.0 84.9

単位：％
注：100世帯未満の大字及び内陸部の大字は表示を省略

300万円
未満

所有区分別 家族類型別

宮
古
市

大
船
渡
市

陸
前
高
田
市

釜
石
市

全壊 大規模半壊 床上浸水 床下浸水 計
木造 2,702 385 489 170 3,746
S造 16 2 3 0 21
RC造 20 2 2 4 28
その他 136 28 20 6 190
不明 179 14 30 13 236
木造 97 9 28 5 139
S造 4 1 1 1 7
RC造 9 12 4 4 29
その他 33 5 0 5 43
不明 13 4 0 1 18

3,209 462 577 209 4,457
単位：棟
注：上記棟数には付属建築物も含む

計

専用住宅

共同住宅

全壊 大規模半壊 全壊 大規模半壊 全壊 大規模半壊 計
盛町 68 78 7 24 75 102 177
大船渡町 1,094 112 90 2 1,184 114 1,298
末崎町 713 85 0 0 713 85 798
赤崎町 708 113 26 5 734 118 852
三陸町越喜来 289 28 33 0 322 28 350
三陸町綾里 173 14 0 0 173 14 187
三陸町吉浜 8 1 0 0 8 1 9
計 3,053 431 156 31 3,209 462 3,671
単位：棟
注：上記棟数には付属建築物も含む

専用住宅 共同住宅 合計
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・１住宅あたりの世帯数を、住宅・土地統計調査で確

認する。大船渡市の場合、全ての住宅タイプで１住

宅数あたり１世帯であることが確認されている。 
 

３．住宅被災世帯の特性の推定 

○本研究で推計した大字ごとの所有関係別建て方別構

造別住宅に住む世帯数の推計値を用い、建て方別構

造別の所有関係比率（下表）を算出し、上記２で求

めた住宅被災世帯数に乗じ、所有関係別建て方別構

造別被災世帯数を算出する。 

 

○上記により、所有関係別建て方別構造別の住宅被災

世帯数が得られることから、この計算結果と本研究

で推計した大字ごとの世帯特性の推計値を用い、住

宅被災世帯の世帯特性についての推計を行う。 

 

4.2.住宅被災世帯の推定 

本ケーススタディによって求められた住宅被災世

帯数は、4,068世帯（全壊3,493世帯、大規模半壊575

世帯）である。 
 

表11 住宅被災世帯数（推計値） 

 
 

末崎町、三陸町綾里では住宅被災世帯のうち木造

戸建持家が90％以上である。大船渡町、三陸町越喜

来でも木造戸建持家が最も高いが、共同住宅形式の

借家が40％前後を占める。盛町は共同住宅形式の非

木造借家が最も高い。なお、大船渡市の建物被害デ

ータでは、盛町における大規模半壊の非木造共同住

宅の棟数は全壊の3倍以上と、他の地区に比べて極め

て高いが、これは雇用促進住宅等の比較的古い建築

年次の非木造住宅があるためと考える。盛町以外の

地区では、大規模半壊とされた非木造共同住宅はご

くわずかである。 

家族類型別世帯主年齢別では、盛町や三陸町越喜

来では共同住宅形式の借家の被害を受け、若年・中

年の単身借家層が他の地区に比べて高い。末崎町、

三陸町綾里、吉浜などは持家の中年核家族世帯とそ

の他の親族世帯の割合が高い。世帯年収では、盛町、

大船渡町、三陸町越喜来で300万円未満の単身借家層

の割合が他の地区に比べて高い。 

表12 所有関係別建て方別構造別世帯割合 
（推計値,住宅被災世帯） 

 
 
表13 構造別建築時期別世帯割合（推計値,住宅被災世帯） 

 
 

表14 所有関係別家族類型別世帯主年齢別世帯割合 
（推計値,住宅被災世帯） 

  
表15 所有関係別家族類型別世帯年収別世帯割合 

（推計値,住宅被災世帯） 

 
 
以上、建物被害データ（棟数）に基づき、被災戸

数・世帯数を算出し、その数値と居住関係のクロス

データを活用し、住宅被災世帯の推定を試みた結果

である。 

なお、表16は大船渡市復興計画策定委員会資料(8)

及び記者発表資料(9)から整理したものである。平成

24年2月20日現在で、全壊と大規模半壊の合計は

3,202世帯とされている。この数字は罹災災証明書発

行数をもとに作成されたものであるが、本ケースス

タディの住宅被災世帯数は、これよりも1.3倍ほど大

きくなった。大船渡市における罹災災証明書の新規

申請の期限は本年3月30日であるため、罹災証明書発

行数は現時点よりも増える可能性がある。なお、大

船渡市の建物被害データでは、全壊・大規模半壊あ

わせて3,671棟であったことからすると、本ケースス

タディで推計した住宅被災世帯数約4,000世帯とい

持家 借家 持家 借家 持家 借家 持家 借家
盛町 0.895 0.105 0.428 0.572 0.013 0.987 0.007 0.993
大船渡町 0.813 0.187 0.277 0.723 0.014 0.986 0.008 0.992
末崎町 0.960 0.040 0.679 0.321 0.016 0.984 0.009 0.991
赤崎町 0.887 0.113 0.410 0.590 0.020 0.980 0.011 0.989
三陸町越喜来 0.911 0.089 0.476 0.524 0.012 0.988 0.007 0.993
三陸町綾里 0.958 0.042 0.671 0.329 0.005 0.995 0.002 0.998
三陸町吉浜 0.949 0.051 0.621 0.379 0.331 0.669 0.211 0.789

一戸建*木造 一戸建*非木造 共同住宅*木造 共同住宅*非木造

全壊 大規模半壊 計
盛町 98 237 335
大船渡町 1,476 108 1,584
末崎町 580 69 649
赤崎町 737 126 863
三陸町越喜来 455 23 477
三陸町綾里 141 11 152
三陸町吉浜 7 1 7
計 3,493 575 4,068
単位：世帯

持家*一
戸建・長
屋建*木
造

持家*一
戸建・長
屋建*非
木造

持家*共
同住宅・
その他*
木造

持家*共
同住宅・
その他*
非木造

借家*一
戸建・長
屋建*木
造

借家*一
戸建・長
屋建*非
木造

借家*共
同住宅・
その他*
木造

借家*共
同住宅・
その他*
非木造

計

盛町 28.7 1.5 0.3 0.3 3.4 1.9 26.8 37.1 100.0
大船渡町 47.1 1.1 0.3 0.1 10.8 2.9 22.0 15.7 100.0
末崎町 91.1 3.5 0.0 0.0 3.8 1.6 0.0 0.0 100.0
赤崎町 64.9 1.8 0.3 0.1 8.2 2.6 15.5 6.7 100.0

 三陸町越喜来 46.6 1.4 0.3 0.1 4.5 1.5 24.7 20.8 100.0
 三陸町綾里 92.8 2.2 0.0 0.0 4.0 1.1 0.0 0.0 100.0
 三陸町吉浜 84.3 6.9 0.0 0.0 4.5 4.2 0.0 0.0 100.0

単位：％

木造*S55以前 木造*S56以降
非木造*S55

以前
非木造*S56

以降
計

盛町 22.5 36.7 8.7 32.0 100.0
大船渡町 36.3 43.9 5.7 14.1 100.0
末崎町 52.2 42.6 2.9 2.2 100.0
赤崎町 43.3 45.6 4.1 7.0 100.0
三陸町越喜来 32.7 43.5 5.5 18.3 100.0
三陸町綾里 53.3 43.5 1.8 1.4 100.0
三陸町吉浜 49.0 39.9 6.6 4.5 100.0
単位：％

盛町 大船渡町 末崎町 赤崎町 三陸町
越喜来

三陸町
綾里

三陸町
吉浜

持家*単身世帯*35～65歳未満 1.5 2.4 4.7 3.3 2.4 4.7 4.5
持家*単身世帯*65歳以上 2.9 4.6 9.0 6.4 4.6 9.0 8.7
持家*核家族世帯*35～65歳未満 8.9 13.9 28.0 19.6 14.3 28.4 27.0
持家*核家族世帯*65歳以上 6.4 10.0 18.0 13.2 9.5 17.8 17.3
持家*その他の親族世帯*35～65歳未満 8.3 13.2 25.9 18.3 13.2 26.0 25.0
持家*その他の親族世帯*65歳以上 2.2 3.6 7.0 4.9 3.5 7.0 6.7
借家*単身世帯*35歳未満 20.7 13.9 0.9 8.7 15.1 0.8 1.5
借家*単身世帯*35～65歳未満 19.9 13.4 0.9 8.3 14.5 0.8 1.4
借家*単身世帯*65歳以上 5.0 3.4 0.2 2.1 3.6 0.2 0.4
借家*核家族世帯*35歳未満 6.7 5.8 0.9 3.9 5.3 0.9 1.5
借家*核家族世帯*35～65歳未満 14.1 12.1 1.9 8.1 10.9 1.8 3.1
借家*核家族世帯*65歳以上 2.2 1.9 0.3 1.2 1.6 0.3 0.4
単位：％
注：持家*35歳未満、借家*その他の親族世帯、非親族世帯は表示を省略

盛町 大船渡町 末崎町 赤崎町 三陸町
越喜来

三陸町
綾里

三陸町
吉浜

持家*単身世帯*300万円未満 3.8 6.0 11.9 8.4 6.0 11.9 11.4
持家*単身世帯*300万円以上 0.6 0.9 1.8 1.3 0.9 1.8 1.8
持家*核家族世帯*300万円未満 6.2 9.7 18.8 13.4 9.7 18.8 18.1
持家*核家族世帯*300万円以上 9.4 14.6 28.2 20.1 14.6 28.3 27.2
持家*その他の親族世帯*300万円未満 1.4 2.2 4.3 3.0 2.2 4.3 4.1
持家*その他の親族世帯*300万円以上 9.5 15.1 29.7 20.9 15.1 29.8 28.6
借家*単身世帯*300万円未満 30.1 20.3 1.3 12.6 22.0 1.2 2.1
借家*単身世帯*300万円以上 15.4 10.4 0.7 6.5 11.3 0.6 1.1
借家*核家族世帯*300万円未満 8.8 7.5 1.2 5.0 6.7 1.1 1.9
借家*核家族世帯*300万円以上 14.3 12.2 1.9 8.2 11.0 1.8 3.1
単位：％
注：借家*その他の親族世帯、非親族世帯は表示を省略
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う数字は大きくはずれたものではないと考えるが、

今後、住宅被害量が確定した段階で、改めて本ケー

ススタディの手法についての確認・改良をしていき

たいと考える。 
 

表16 大字別建物被害戸数・世帯数（大船渡市） 

 

 
 
５．おわりに 

 このエリアでは木造戸建持家が主流であり、借家

については釜石市で中層以上の非木造共同住宅が集

中しているほかは、主として低層木造共同住宅又は

戸建・長屋木造借家である。持家・借家ともに新耐

震基準以前に建築された住宅に居住する世帯が多い

ものの、新耐震基準以降に建築された住宅に居住す

る世帯も半数近く存在しており、新耐震基準の住宅

への更新は着実になされている。このエリアでは、

新耐震以前の比較的規模の大きい木造住宅も多く、

そのような住宅に世帯継承がなされながら住み続け

られているものと考える。しかしながら、宮古市田

老や釜石市鵜住居町、片岸町などは高齢単身持家世

帯の割合が極めて高く、世帯継承の困難さもうかが

える。借家では、特に釜石市で新耐震基準以前の住

宅の割合が高いが、雇用促進住宅等公共賃貸住宅や

民間企業社宅等の既存の非木造借家に、世帯が入れ

替わり住み続けられているため、新規供給が抑えら

れているものと考える。世帯年収については、今回、

年収300万円未満・以上という区分で分析したが、大

船渡市三陸町越喜来など若年単身借家層が多い地区

では年収300万円未満の世帯割合が高いが、それ以外

の地区では300万円未満の世帯が大半を超えるとこ

ろは少ない。しかし、今回の災害で、借家層はもと

より持家層であっても資産の一つである住宅が流

出・全壊した場合にあっては、今後、住宅再建でき

るのかどうか大きな問題となる。住宅被災世帯の状

況や住宅再建に当たって問題となりうる課題を把握

するには、就業状況や別世帯となっている子の居住

地、貯蓄・負債の状況等の情報を活用し、さらに詳

細な分析が必要になると考えるが、これは今後の課

題としたい。 

 住宅被災世帯の推定のケーススタディについては、

被災棟数から被災世帯数を算出し、これと居住関係

のクロスデータを活用することで、被災棟数のみで

は把握が困難な情報を推定することが可能になるこ

とがわかった。本ケーススタディでは、大船渡市の

住宅被災世帯（全壊と大規模半壊の合計）を約4,000

世帯と推定したが、平成24年2月20日時点の罹災証明

書発行数に基づく住宅被災世帯数よりもやや大きく

算出された。住宅被災棟数が約3,600棟であることか

ら考えると、本ケーススタディの推計値が大幅には

ずれているとは考えにくいが、今後、住宅被害量が

確定した段階で、住宅被災世帯の推定手法の確認と

改善を行いたいと考える。 

 

補注 

(1) 平成23年(2011年)東北地方太平洋沖地震(東日

本大震災)について(平成24年3月6日17:00発表)，h

ttp://www.kantei.go.jp/saigai/pdf/201203061700jisin.p

df（平成24年3月8日閲覧） 

(2) 兵庫県，阪神・淡路大震災の被害状況(確定報)

について，http://web.pref.hyogo.lg.jp/press/press200

605_00070.html（平成23年8月30日閲覧） 

(3) 岩手県，岩手県住宅復興の基本方針，県土整備

部建築住宅課，2011年12月，http://www.pref.iwate.

jp/download.rbz?cmd=50&cd=35093&tg=4（平成24

年3月8日閲覧） 

(4) 宮城県，宮城県復興住宅計画，宮城県土木部住

宅課，2011年12月，http://www.pref.miyagi.jp/juutak

u/saigaijouhou/20111221plan_honbun.pdf（平成24年3

月8日閲覧） 

(5) 岩手県災害対策本部，東北地方太平洋沖地震に

係る人的被害･建物被害状況一覧(平成24年3月14

日17:00時点)，http://www.pref.iwate.jp/~bousai/taio

ujoukyou/201203141700jintekihigai.pdf（平成24年3

月8日閲覧） 

(6)「津波避難ビル等に係るガイドライン」，平成17

年6月，津波避難ビル等に係るガイドライン検討

会･内閣府政策統括官(防災担当)参照 

(7) 消防庁災害対策本部，平成23年(2011年)東北地

方太平洋沖地震(東日本大震災)について(第145報，

平成24年3月11日17:00現在)，http://www.fdma.go.j

p/bn/2012/detail/691.html（平成24年3月12日閲覧） 

(8) 大船渡市，復興計画策定委員会第1回会議資料

「資料1 地区別の被害状況について」，http://ww

w.city.ofunato.iwate.jp/www/contents/1305074403730

/files/2higaijoukyo_0602.pdf（平成24年3月12日閲覧） 

(9) 大船渡市，東日本大震災による被害状況等につ

いて(平成24年2月21日17:00現在)，平成24年2月2

大字別建物被害（平成23年5月24日現在）

全壊 大規模半壊 半壊 一部損壊
被災家屋等

合計

盛町 67 94 197 76 434
大船渡町 972 118 98 50 1,238
末崎町 606 53 58 40 757
赤崎町 499 72 75 30 676
三陸町越喜来 264 20 24 13 321
三陸町綾里 145 13 22 16 196
三陸町吉浜 2 1 1 6 10
計 2,555 371 475 231 3,632
平成23年5月24日時点
大船渡市復興計画策定委員会第2回会議資料「地区別の被害状況について」より作成
単位：戸

建物被害（平成24年2月20日現在） 建物被害 5,387 世帯
全壊 2,778 世帯
大規模半壊 424 世帯
半壊 709 世帯
一部損壊 1,476 世帯
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2日定例記者会見資料，http://www.city.ofunato.iwat

e.jp/www/contents/1324456477247/html/common/oth

er/4f463086004.pdf（平成24年3月12日閲覧） 
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